
款01 項01 目01

事 業 名

議会費 議会費 議会費

事

業

内

容

成

果

議会一般事務費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

35,095,20700035,095,20736,781,000

１　会議録作成
　　本会議　　　　　４回
　　特別委員会
　　　予算等審査　　４回
　　　決算　　　　　１回

２　議会だより発行
　　　　　10,800部×４回

３　常任委員会
　　委員会開催　　　随時
　　行政視察　　　　４回

４　政務活動費
　　交付見込額
　　　　　　 1,080,000円

　二元代表制のもと、議決機関としての議会の円滑な運営を行う。

１　市議会会議録の作成

２　議会活動の内容を市民にお知らせする議会報「議会だより」の発行

３　市政課題等に関し、議会からの政策提案に資するための行政視察研修の
　実施

４　地方議会としての審議能力強化と議員の資質向上のための政務活動費交
　付

計

画

値

実

績

値

１　市議会会議録を記録、保存するとともに、議決証明等を発行した。

２　議会報「議会だより」にＱＲコードを掲載
　　議会だよりをより多くの方に見ていただくため、スマートフォン向けア
　プリ「マチイロ」に「遠野議会だより」を掲載した。また、紙面の都合上
　掲載できない記事は、ＱＲコードによりホームページへ促す工夫をした。

３　常任委員会行政視察研修の実施
　・総務：６月26日～28日（島根県雲南市、安来市）
　・教育民生：５月23日～25日（愛媛県西条市、岡山県総社市）
　・産業建設：７月４日～６日（島根県益田市）
　・広聴広報：５月31日～６月１日（宮城県登米市、秋田県横手市）
　
４　議会改革推進の取組
　  議会におけるＩＣＴ活用について、議会中継設備やタブレット活用など
　の導入を検討する組織を設置し、今後の方向性をまとめた。

５　公平・公正・透明な議会運営の取組
　　議長及び副議長選出に当たり立候補届出制を導入した。また、選挙に当
　たっては、初めて立候補者による所信表明を行った。

１　会議録作成
　　本会議　　　　　５回
　　特別委員会
　　　予算等審査　　４回
　　　決算　　　　　１回

２　議会だより発行
　　定例会号（４回）
　　　　　　　各10,800部
　　臨時号　　　10,400部
　
３　常任委員会開催
　　総務　　　　　　10回
　　教育民生　　　　７回
　　産業建設　　　　６回
　　広聴広報　　　　16回

４　政務活動費
　　交付可能額
　　　　　　 1,080,000円
　　交付総額　 938,376円

５　行政視察受入団体数
　　　　　　　　　44団体
　

単位：円

19議会費 --



20議会費 --



単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

電算処理事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

124,002,695000124,002,695125,164,000

障害発生時の復旧対応
　　　　　　　　　　随時

事務用パソコン更新
　　　　　　　　　 250台

文書サーバー更新　　１台

　住民基本台帳、文書管理、財務会計等の各種システム（ネットワーク設備
含む）の維持管理を行う。
　更新時期を迎えた事務用パソコン及び文書サーバーを更新する。
　市公式ホームページの運営管理、庁舎内のサイネージや遠野テレビのデー
タ放送を活用した情報発信が充実するよう情報発信専門員を配置する。

計

画

値

実

績

値

　住民基本台帳、文書管理、財務会計等の各種システムにおいては、大きな
システム障害は発生しなかった。無停電電源装置の修繕（２回）等の維持管
理を行った。
　更新時期を迎えた事務用パソコン及び文書サーバーの更新を行った。
　情報発信専門員を配置し、市公式ホームページ等の運用管理を充実させ、
積極的な情報発信に努めた。
　市公式ホームページのＳＳＬ化（通信の暗号化）を行い、利用者及びサイ
トのセキュリティ確保を図った。　

障害発生時の復旧対応
　　　　　　　　　　随時

事務用パソコン更新
　　　　　　　　　 250台

文書サーバー更新　　１台

単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

ステップアップ職員研修事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,307,8091,546,540009,854,34911,703,000

研修会開催回数　　  24回

研修受講者数　 延べ413人

　市政課題への迅速な対応が求められていることから、職員の資質と能力の
向上のため、やる気・本気・根気のある能動型職員の育成を図る。

計

画

値

実

績

値

　階層別研修及び専門研修を実施し、職員の資質及び課題解決能力の向上を
図ったほか、各種団体が主催する研修等に若手・中堅職員を中心に積極的に
参加させ、交流事業拡大への対応能力及び情報発信能力の向上を図った。
　また、心身の不調を予防することを目的としてメンタルヘルスセルフケア
研修を実施した。（下記全体研修のうち、４回、296人）
１　階層別研修　　　　　（10回）　   64人
２　専門研修　　　　　　（19回）　   23人
３　民間等活用研修　　　（22回）　  111人
４　全体研修（基本研修）（21回）　1,161人
５　研修派遣　　　　　　（４カ所）　　4人

研修会開催回数　　  76回

研修受講者数 延べ1,363人

21総務費 --



単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

地域まるごと応援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

40,900,52519,000,0000059,900,52565,668,000

事業実施数　　　　65事業

事業参画者数　 　1,600人

地域活動専門員配置　11人

　地域の特性を活かし、創意と工夫を凝らした特色ある地域づくりを推進す
ることを目的に、市民団体が地域づくりや地域課題の解決のために自ら考え
行動する取組を支援する。
　また、地域活動のサポートや地域課題の把握から解決までの取組の働きか
けを担う非常勤職員を地区センター単位に配置する。

計

画

値

実

績

値

　補助事業では、全11地区で取り組んだ「地区まちづくり一括交付型事業」
に27,165千円を補助し、３地区で地区まちづくり計画が策定され、11地区合
計 142件の事業が実施されるなど、地域課題の解決に向けた取組と、併せて
地域づくり意識が醸成された。
　また、「住民自治推進事業」に 291千円を補助し、地域づくり施策の中間
検証と今後の地域づくりの取組の方向性を検討するなど、施策の推進に取り
組んだ。
　助成事業では、宮守町下郷地区自治会の申請が採択され、コミュニティ活
動に使用する和太鼓、音響機器の購入費 2,500千円を補助し、地域コミュニ
ティ活動を支援した。

事業実施数　　　 142事業

事業参画者数　　 3,717人

地域活動専門員配置  11人

助成事業　　　　　  １件

単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

地区行政一般事務費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

33,707,86600033,707,86633,833,000

区長報酬　　　　　　90人
市区長連絡協議会補助金
　　　　　　　　　　１件
行政区事務費交付金
　　　　　 　　　　193件

　市民と行政をつなぐ重要な役割を担う行政区長が円滑に業務を進められる
よう、市区長連絡協議会に補助金を交付し、行政区相互の連絡協調体制をと
りながら共通する課題の解決に資する研修等の実施を支援する。
　また、地区活動等の円滑な運営を支援するため、各行政区に交付金を交付
する。

計

画

値

実

績

値

１　区長報酬　年額 307,000円×90人
２　各町区長会において、地域運営を目指した新たな地域づくりの活動を支
　援するため、地域づくり活動等に関する視察研修を実施し、市区長連絡協
　議会から研修に要する費用の一部を助成した。
３　交流自治体との意見交換会の開催と、視察研修に係る費用の一部を助成
　した。　
４　各行政区に対して行政区事務費交付金を交付し、地区活動等の円滑な運
　営を支援した。

　　

区長報酬　　　　　　90人
市区長連絡協議会補助金
　　　　　　　　　　１件
行政区事務費交付金
　　　　　 　　　　193件

22総務費 --



単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

総合交通対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,941,94865,436,0000067,377,948103,496,000

廃止路線代替交通の運行
　　　　　　　　　４形態

廃止路線代替バス車両の更
新　　　　　　　　　１台

廃止代替バス路線の見直し
の検討

　路線バス事業者が撤退したバス路線において、市営バス及び廃止代替バス
等の運行を維持し、市民生活の足の確保を図る。
　また、少子高齢化・人口減少等の社会的変化に応じて公共交通システムの
検討と導入を図る。
１　宮守町内における市営バス（旧村営バス）の運行維持
２　廃止路線等代替バス運行事業者に対する運行支援（岩手県交通、住田町
　コミュニティバス）
３　バス路線が廃止された小友・附馬牛地区における乗合型デマンドタクシ
　ーの運行支援（遠野交通）
４　路線バス車両の更新
５　公共交通会議等による総合的な公共交通システムの検討

計

画

値

実

績

値

１　廃止路線を運行する代替バス４形態の運行と定額低料金バスの運行を支
　援し、市民の通院・通学及び買物等の生活交通の確保に努めた。
２　バス路線が廃止された小友町及び綾織町の一部並びに附馬牛町及び松崎
　町の一部において、デマンドバスの運行を支援し、代替交通の確保に努め
　た。
３　廃止代替路線バス車両購入費は、受注生産等につき、年度内納品が間に
　合わないことから、令和元年度へ繰り越した。
４　公共交通事業者等による検討会を開催し、生活交通の確保対策について
　協議した。

廃止路線代替交通の運行
　　　　　　　　　４形態

廃止路線代替バス車両の更
新　　　　　　　　　１台

廃止代替バス路線の見直し
検討会開催　　　　　２回
　

単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

消費者支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,653,09413,000,00003,286,14818,939,24218,983,000

市内における特殊詐欺被害
件数　　　　　　　　０件
消費生活相談講座（出前講
座）の開催　　　　　18回

　消費者の諸問題について、警察や県と情報交換を行い連携しながら被害防
止に取り組み、賢い消費者の育成を目指し、安心安全な消費生活の向上に資
する。
・消費生活センター設置
・消費生活相談員配置
・消費生活資金等貸付
・消費生活出前講座の開催や啓発　
・「人権を考える集い」の開催などによる人権啓発活動

計

画

値

実

績

値

　消費生活センターに消費生活相談員を２人配置し、関係機関と連携し市民
の多種多様な相談に対してきめ細やかな対応を行った。
　地区センターや各種団体と連携し、消費生活出前講座を開催し、高齢者等
へ悪徳商法の対処法等の周知を図り、消費者被害防止に努めた。
　また、これからの社会を担う若者を消費者被害に遭わない賢い消費者に育
てることを目的に、児童館や高校生を対象としたインターネットやオンライ
ンゲームを安全に利用するための出前講座を開催した。
　「人権を考える集い」を開催し、人権啓発活動を行った。

市内における特殊詐欺被害
件数　　　　　　　　０件
消費生活相談講座（出前講
座）の開催　　　　　19回
人権を考える集いの開催　
　　　　　　　　　　１回

23総務費 --



単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

道と川の市民協働推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

50,0002,200,00005,554,4407,804,4407,805,000

道路環境整備参加者数
　　　　　　　　12,950人

河川清掃参加者数
　　　　　　　　 7,400人

　遠野市公衆衛生組合連合会が行う、次の２つの活動に対して補助金を交付
し、市民協働を推進する。

１　道路清掃活動等
　　市民自らが行う日常利用する道路の良好な利用環境を維持する草刈り、
　ごみ拾い、除雪等の活動

２　河川清掃等
　　町又は行政区で定めた期日に実施される全世帯参加の河川清掃等

計

画

値

実

績

値

　市道の清掃活動は地域の計画に沿って実施され、参加者は計画値を 3,421
人上回った。内容は複数回の市道の草刈り、市道沿いの花壇の整備、冬季間
の除雪などのほか、小中学生によるごみ拾いなど、多岐に渡る取組が行われ
た。
　河川清掃の参加者数は、計画値を 803人下回った。高齢化が進み参加困難
な高齢者のみの世帯が増加傾向にあり、参加者は減少したが、地域活動への
参加意識は高く、児童生徒も積極的に参加し、多くの住民の協力により実施
することができた。

道路環境整備参加者数
　　　　　　　　16,371人

河川清掃参加者数
　　　　　　　　 6,597人

単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

社会保障・税番号制度関連システム整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

17,668,61600017,668,61617,821,000

情報セキュリティ研修
　　　　　　　　　　１回
標的型攻撃メール訓練
　　　　　　　　　　１回
一斉自己点検　　　　１回
内部監査　　　　　　１回

　社会保障・税番号制度における情報連携が確実に行われるよう接続機器の
運用管理を行う。
　職員の情報セキュリティ意識の向上を目的に全職員を対象とした情報セキ
ュリティ研修、標的型攻撃メール訓練を実施する。
　また、情報セキュリティポリシーの遵守状況を確認するため、自己点検、
内部監査を実施する。　

計

画

値

実

績

値

　社会保障・税番号制度における情報連携接続機器の運用管理を行った。
　セキュリティインシデントを防止するため、情報セキュリティ教育のほか
自己点検及び内部監査を実施し、職員のセキュリティ意識の向上を図った。
１　システム関連
　・情報連携機器の運用管理
　・情報セキュリティ機器の運用管理
２　セキュリティ強化
　・情報セキュリティ研修の実施
　・標的型攻撃メール訓練の実施
　・一斉自己点検の実施
　・内部監査の実施

情報セキュリティ研修
　　　　　　　　　　１回
標的型攻撃メール訓練
　　　　　　　　　　１回
一斉自己点検　　　　１回
内部監査　　　　　　１回

24総務費 --



単位：円

款02 項01 目02

事 業 名

総務費 総務管理費 文書広報費

事

業

内

容

成

果

広報広聴活動事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,097,4671,055,250006,152,7176,499,000

広報発行回数　　　　13回

市政なんでも相談箱の設置
　　　　　　　　　16カ所

市長と語ろう会　　 300人

　広報紙により市の施策などを広く市民に周知するとともに、「市政なんで
も相談箱」や「市長と語ろう会」などを実施しながら、市民からの意見や要
望、苦情などをまとめ、市政に反映させる広報広聴活動を行う。

計

画

値

実

績

値

　広報活動については、「広報遠野」を毎月１号発行したほか、号外「もっ
と知りたい！遠野の予算」を発行し、市政情報等を効果的に発信できた。市
内高校の生徒に高校生広報サポーターを委嘱し、高校生の視点から市内の魅
力発信に取り組んだ。
　財源の確保を目的とした有料広告では、合計1,055,250円の収入を得た。
　また、発行経費の全てを有料広告で賄う「遠野市暮らしの便利ガイド」の
共同発行にも取り組み、行政情報や観光情報などを掲載した冊子を市内全戸
及び関係機関に無償配布した。
　広聴活動については、「市政なんでも相談箱」に27件の意見・提言が寄せ
られ、緊急性があるものは速やかに対応した。「市長と語ろう会」について
は、市内11地区で開催し、191件の意見・提言を市政運営に生かした。

広報発行回数　　　　13回

市政なんでも相談箱の設置
　　　　　　　　　16カ所

市長と語ろう会　　 295人

単位：円

款02 項01 目01

事 業 名

総務費 総務管理費 一般管理費

事

業

内

容

成

果

携帯電話等エリア整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

179,7201,639,8403,100,0009,839,00014,758,56015,788,000

携帯電話基地局整備
　　　１地区（１事業者）

　採算性等の理由から通信事業者による整備が進まない山間地等の携帯電話
基地局について、市が事業実施主体となり施設を整備することにより、地域
住民等の利便性の向上や災害等緊急時の迅速な情報伝達を可能にする。

計

画

値

実

績

値

　携帯電話基地局の整備により１地区の携帯電話不感エリアが解消された。

　附馬牛町　荒川地区（12世帯：37人）
　　１事業者（ＫＤＤＩ）

携帯電話基地局整備
　　　１地区（１事業者）
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単位：円

款02 項01 目05

事 業 名

総務費 総務管理費 財産管理費

事

業

内

容

成

果

宮守総合支所管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,035,0400006,035,0406,564,000

宮守総合支所ルーフバルコ
ニー防水改修工事

　市民が安心・安全に利用できる庁舎として維持するため、適正な管理を行
う。

計

画

値

実

績

値

　老朽化により雨漏りしていた庁舎北側のルーフバルコニーの防水シートの
張り替えを行い、快適で安心・安全な施設環境の維持に努めた。

宮守総合支所ルーフバルコ
ニー防水改修工事

単位：円

款02 項01 目04

事 業 名

総務費 総務管理費 会計管理費

事

業

内

容

成

果

会計管理費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,079,28434,500006,113,7846,272,000

会計事務研修会　　　１回

研修会参加者数　　  49人

会計事務実地検査　18課等

　会計事務の適正・円滑な処理
１　適正な公金の収納・支出
２　決算の調製
３　会計事務研修会の開催
４　岩手県都市会計協議会主催の研修会への参加
　　　会計責任者会議及び職員研修会
５　公金管理業務
　(1) 現金及び有価証券等の出納及び保管　
　(2) 公金の資金運用

計

画

値

実

績

値

１　市財務規則に基づき会計事務検査（書面・実地）を実施し、適正な公金
　管理の周知徹底を図った。
２　農業集落排水事業特別会計及び下水道事業特別会計の廃止に伴い、打切
　決算書の調製を行った。
３　会計事務研修会を開催し、適正な会計事務の周知徹底に努めた。また、
　会計事務の手引きを全部改正し、職員の能力向上を図った。
４　岩手県都市会計協議会責任者会議を開催し、県内都市相互の情報交換を
　行い、会計事務の効率化と意識高揚を図った。
５　公金管理運用方針に基づく安全で効率的な資金運用に努めた。

会計事務研修会　　　１回

研修会参加者数　　  45人

会計事務実地検査　18課等

26総務費 --



単位：円

款02 項01 目05

事 業 名

総務費 総務管理費 財産管理費

事

業

内

容

成

果

分庁舎等再整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

24,978,64022,200,0000047,178,64058,700,000

東舘庁舎改修工事
　建築工事
　電気設備工事
宮守総合支所２階改修工事
　実施設計業務
　建築工事
　監理業務

１　子育て支援施策「わらすっこプラン」に基づき、東舘庁舎１階の「わら
　すっこルーム」を拡張し、子育て支援の充実を図るとともに、空きスペー
　スの活用及び事務室の配置の見直しなど、施設の改修工事を行う。
２　宮守地域の地域振興の拠点として施設環境の充実を図るための改修工事
　を行う。

計

画

値

実

績

値

１　子育て支援の充実を図るため「わらすっこルーム」の拡張と新たな遊具
　を配置したほか、親子のくつろぎと保護者同士が交流できる居場所として
　リニューアルした。
　　また、館内照明のＬＥＤ化とトイレの洋式化、中会議室及び相談室の新
　設等、子育て支援の拠点施設として整備した。
　　東舘庁舎改修工事　　　　　33,194,800円　　
２　旧宮守村の資料を保管する「資料室」や、地域の各種団体が打合せなど
　に利用できる「地域活動室」を整備した。
　　また、照明のＬＥＤ化も行い、宮守地域の地域振興の拠点として施設環
　境の充実を図った。
　　宮守総合支所２階改修工事　13,983,840円

東舘庁舎改修工事
　建築工事
　電気設備工事
宮守総合支所２階改修工事
　実施設計業務
　建築工事
　監理業務

単位：円

款02 項01 目05

事 業 名

総務費 総務管理費 財産管理費

事

業

内

容

成

果

庁舎等財産管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,854,0640008,854,06425,537,000

東舘庁舎改修工事

東舘庁舎耐震診断調査業務

　経年劣化に伴う東舘庁舎の屋根及び外壁改修工事を実施する。
　屋根及び外壁改修工事に併せ、新耐震診断基準による耐震診断調査を実施
する。
　調査の結果、基準を満たさなければ、耐震補強工事実施設計を委託する。
　

　

計

画

値

実

績

値

　東舘庁舎の耐震診断調査の結果、基準値以下だったことから、東舘庁舎耐
震補強工事実施設計業務を委託した。
　なお、補強工事の設計額が高額であり、屋根及び外壁改修工事に併せて工
事するほうが効果的であることから、屋根及び外壁改修工事を見送り、（仮
称）わらすっこの城整備計画に併せて再検討する。

東舘庁舎耐震診断調査業務　　　　　3,877,200円
東舘庁舎耐震補強工事実施設計業務　4,976,864円

東舘庁舎耐震診断調査業務

東舘庁舎耐震補強工事実施
設計業務

27総務費 --



款02 項01 目06

事 業 名

総務費 総務管理費 企画費

事

業

内

容

成

果

経営企画費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,577,019761,57587,900,000092,238,59495,917,000

総合計画審議会の開催　
　　　　　　　　　　１回
定例庁議の開催
　　　　　　　毎週月曜日
地域経営会議の開催
　　　　　　　　　　随時

　本市が目指す将来像や具体的な施策を明らかにした「第２次遠野市総合計
画前期基本計画」（平成28年度～令和２年度）の着実な推進と進行管理を行
う。さらに、地域経営会議等を開催し、重要施策の企画や総合調整を実施す
るとともに、国・県への要望、政策提案を行う。

計

画

値

実

績

値

１　総合計画の進行管理
　　第２次遠野市総合計画前期基本計画（平成28年度～令和２年度）の平成
　30年度のまちづくり指標の総数 132指標中、98指標（74.2％）が概ね達成
　（達成率90％以上）となった。
　　
２　永遠の日本のふるさと遠野基金
　　行政課題に対応する施策の財源確保を目的に設置した当該基金に、市民
　等からの寄附金１件20万円、基金利子47万 4,513円を積み立て、９事業に
　１億 5,890万円を充当した。なお、年度末基金残高は４億7,473万7,028円
　となった。

３　遠野の元気創造基金
　　産業振興や市民協働による集落整備等に対応する施策の財源確保を目的
　に設置した当該基金に、過疎対策事業債 8,790万円及び基金利子8万7,062
　円を積み立て、17事業に１億 7,920万円を充当した。
　　なお、年度末基金残高は、2,492万1,418円となった。

４　国や県への要望、政策提案
　　市議会との連名で、過疎地域における県立高等学校の存続や、東京2020
　オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた支援策の拡充等の要望を
　行ったほか、県市長会等を通じ国や県へ要望活動を実施した。

総合計画審議会の開催　
　　　　　　　　　　１回
定例庁議の開催　　　49回
地域経営会議の開催　
　　　　　　　　　　13回

単位：円
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単位：円

款02 項01 目06

事 業 名

総務費 総務管理費 企画費

事

業

内

容

成

果

みらい創りカレッジ推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

97,4007,900,000007,997,4008,200,000

プログラム実施数　18事業
利用者数　　　　 5,000人

　旧土淵中学校を活用した「遠野みらい創りカレッジ」において、交流・産
業創造・人材育成を図るため各種プログラムを企画運営する。

１　「遠野みらい創りカレッジ」を活用したプログラム
２　産学官民連携による地域資源活用・人材育成・交流創出・情報発信プロ
　グラム
３　市内学校の魅力化に資する総合学習等支援プログラム

計

画

値

実

績

値

　遠野みらい創りカレッジを交流人口拡大と地域活動の発信の場とすること
を目指し、地域・企業・学校等と連携しイベントを実施した。
　また、市内及び県内外から企業・自治体・大学等を受入れ、ワークショッ
プやフィールドワーク等を通じた学習事業のコーディネートを行うことで、
新たな交流の場を提供することができた。

プログラム実施数　18事業
利用者数　　　 　6,106人

単位：円

款02 項01 目06

事 業 名

総務費 総務管理費 企画費

事

業

内

容

成

果

遠野スタイル地域経営改革推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,466,59500010,466,59513,936,000

３カ年計画総括策定支援団
体　　　　　　　　１団体
第三セクター経営会議への
出席　　　　　　　　36回

　第三セクターの現状を正確に把握することで、現状の課題抽出及び改善に
取り組む。また、外部専門家による経営診断及び助言についても引き続き実
施し、経営改革の具体案策定に取り組む。

計

画

値

実

績

値

　第三セクター等の経営体強化に向けて、３法人の経営分析を行いながら、
各法人の経営会議等に参画し、事業計画の策定支援、年度事業計画の進捗支
援及び経営改善に向けた助言を行った。
　一般社団法人遠野ふるさと公社については、抜本的な経営改革に向け３カ
年計画の総括を実施するとともに、次期３カ年計画の方針を示した。

３カ年計画総括策定支援団
体　　　　　　　　１団体
第三セクター経営会議への
出席　　　　　　　　36回
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款02 項01 目06

事 業 名

総務費 総務管理費 企画費

事

業

内

容

成

果

広域連携推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,217,722007,495,00011,712,72213,296,000

観光客入込数
　　　　　　　　 187万人
累計定住者世帯数(H18～)
　　　　　　　　 120世帯
駆除材積量
　　　　　　　　　 100m3
スポーツ施設利用者数
　　　　　　　 205,400人

　訪日外国人観光客が増加する一方で、国内観光客の誘客促進が課題となっ
ている中、ラグビーワールドカップ2019、東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会の開催を見据えた国内観光の機運の高まりがみられることか
ら、花巻市と本市の広域連携の取組によって、観光、スポーツ、移住・定住
の側面から、情報発信と周辺環境の整備を進め、交流人口の拡大と広域的な
観光ネットワークの構築を目指す。
　事業の推進に当たっては、岩手県の地域経営推進費を活用し、４つの分野
の事業に取り組む。
１ 旅行商品造成支援による観光情報発信事業
２ 移住定住促進ＶＲ作成事業
３ 観光ルートの景観保全事業
４ スポーツツーリズムによる地域振興事業

計

画

値

実

績

値

　観光、移住・定住、環境整備、スポーツツーリズムによる地域振興の４つ
の項目について、花巻市との広域連携事業に取り組んだ。
１　旅行商品造成支援による観光情報発信事業
　　旅行業者に対して「新規旅行商品」の造成・募集の支援を図ったほか、
　ＷＥＢサイトのバナー広告を利用した観光情報の発信が行われ、本市の魅
　力発信につながった。
２　移住定住促進ＶＲ作成事業
　　花巻・遠野の四季の生活風景を取り込んだ１本のＰＲ動画を作成し、そ
　の一部を利用したＶＲ動画も作成した。来年度以降、移住相談会等で活用
　し、移住・定住の促進につなげていく。
３　観光ルートの景観保全事業
　　沿岸部に通じる主要な観光ルートの一般国道 283号及びＪＲ釜石線沿い
　と、銀河の森運動公園及び柏木平レイクリゾート周辺の枯死経過木の処理
　によって、景観の回復を図った。
４　スポーツツーリズムによる地域振興事業　
　　花巻市と合同で、スポーツ合宿及び大会誘致等のＰＲ活動に取り組んだ
　結果、大学のスポーツ合宿誘致につながり、また、ブラインドサッカー体
　験会等により、競技理解の促進とホストタウンの機運醸成につながった。

観光客入込数
　　　　　　　　 170万人
累計定住者世帯数(H18～）
　 　　　　 　　　98世帯
駆除材積量
　　　　　　　　　 306m3
スポーツ施設利用者数
　　　　　　　 218,463人

単位：円
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単位：円

款02 項01 目07

事 業 名

総務費 総務管理費 市民会館管理費

事

業

内

容

成

果

遠野ふれあい交流センター改修事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

12,633,12045,000,0000057,633,12065,392,000

改修工事　　　　　　４件
　風除室・喫煙室改修
　冷温水発生器部品改修
　自動制御設備
　蓄電池設備更新

備品購入　　　　　　１件
　厨房備品

　遠野ふれあい交流センターの施設及び設備を適切に維持管理するために、
長期的な計画による改修を行い、施設利用者への安心安全なサービスの提供
につなげる。

計

画

値

実

績

値

　遠野ふれあい交流センター風除室、喫煙スペースの改修及び空調機制御装
置、蓄電池設備の更新を行い、安心安全なサービスの提供に寄与した。
　冷温水発生器部品改修工事は、他の工事との兼ね合いから年度内での着工
が困難であったため、令和元年度に繰り越した。
　厨房には、冷蔵庫、炊飯器等を購入したことで、さらなる美食の提供につ
なげることができた。

改修工事　　　　　　３件
　風除室・喫煙室改修
　自動制御設備 
　蓄電池設備更新

備品購入　　　　　　１件
　厨房備品

単位：円

款02 項01 目06

事 業 名

総務費 総務管理費 企画費

事

業

内

容

成

果

みらい創りカレッジ改修整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,034,860034,600,00037,277,94075,912,80078,250,000

食育カフェ改修工事
食育カフェ改修工事監理

　「触れ合うように学ぶ場」として活用されている遠野みらい創りカレッジ
に、地域産食材を使用した食育カフェを改修整備することで、地域の食育と
六次産業化の拠点として新たな価値の創造を図り、地域活性化につなげる。
　内閣府の交付金交付決定が平成29年度末となったことから、平成30年度に
事業を繰り越して実施する。

計

画

値

実

績

値

　地域住民及び周辺施設との連携・調整を図りながら整備を進めるため、地
元地域団体や周辺施設の役員とともに「遠野みらい創りカレッジカフェレス
トラン等拠点整備推進協議会」を組織し、必要に応じて協議を行いながら整
備を進めた。
　地域との合意形成を図ることに期間を要したことから、設計及び着工に遅
れが生じたが、着工後は順調に工事を進め、平成31年３月27日に工事が完了
した。

食育カフェ改修工事
食育カフェ改修工事監理

31総務費 --



単位：円

款02 項01 目07

事 業 名

総務費 総務管理費 市民会館管理費

事

業

内

容

成

果

遠野ふれあい交流センター改修事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,805,0000005,805,0006,750,000

改修工事　　　　　　１件
　大浴場改修工事

　ふれあい交流センターの大浴場において、循環路防水加工の不良により漏
水が見られるため、改修工事を行う。
　平成29年度末に予算計上し、年度内の着工が困難であったことから、平成
30年度に繰り越して実施する。 計

画

値

実

績

値

　日常的に利用されている施設であることから、閑散期である平成31年１月
末に着工し、大浴場の防水改修を行った。
　工事は順調に進み、年度内に完了した。

改修工事　　　　　　１件
　大浴場改修工事

単位：円

款02 項01 目07

事 業 名

総務費 総務管理費 市民会館管理費

事

業

内

容

成

果

市民センター駐車場耐震改修等整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

40,000033,700,00016,700,00050,440,000122,265,000

市民センター駐車場棟耐震
改修工事監理業務
市民センター駐車場棟耐震
改修工事

　市民センター駐車場棟の耐震補強設計に基づき耐震補強等を施すことで、
耐震改修促進法に規定される耐震診断要件に対応した施設を整備し、利用者
の安全確保を図る。

計

画

値

実

績

値

　工事工程の組立て及び部品の調達に時間を要したことから、今年度は着工
に向けた準備を中心に行った。
　平成31年１月に着工したものの、年度内の完了が見込めないことから、工
事の一部を令和元年度に繰り越して実施する。

市民センター駐車場棟耐震
改修工事監理業務
市民センター駐車場棟耐震
改修工事
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款02 項02 目02

事 業 名

総務費 徴税費 賦課徴収費

事

業

内

容

成

果

市税等徴収事務費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

57,244,0675,0000057,249,06760,337,000

１　納期内納付率　 100％
２　組合加入割合等
　・加入率　　  25％以上
　・組織数　 100組合以上
３　コンビニ収納取扱件数
　　　　　　　  16,100件

　市政運営の健全化や安定的な運用を図るために、適正な賦課決定を行うと
ともに必要な市税収入を確保するため、次の納税奨励に関する事業を行う。

１　市内単位納税貯蓄組合に対し、個人に賦課されている市県民税、固定資
　産税、軽自動車税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料及び介護保険
　料の納期内納付の促進等に関する業務を委託する。
２　市納税貯蓄組合連合会が各支部を通じて単位納税貯蓄組合に行う指導、
　育成等に必要な事業を行う経費へ補助する。
　　　・支部ごとの単位組合数
　　　　遠　野：17　綾　織：８　小　友：９　附馬牛：10　松　崎：11
　　　　土　淵：９　青　笹：12　上　郷：21　宮　守：11　達曽部：４
　　　　鱒　沢：５
３　納税者が24時間いつでも身近なコンビニで納付すること及び東北圏域の
　郵便局において納付が容易にできるよう、市県民税（普通徴収）、固定資
　産税、軽自動車税及び国民健康保険税を対象に、ゆうちょ銀行でも使用で
　きるコンビニ対応納付書による収納を行う。

計

画

値

実

績

値

１　117組合が取扱った市税（国民健康保険税を除く）の合計は238,970千円
　で、前年度より25,575千円減となった。また、納期内納付率は、 99.33％
　で前年度より0.09ポイント下回った。
　　市納税貯蓄組合連合会の事業として、女性部研修会の開催、中学生を対
　象とした「税についての作文」の作品募集、市内全世帯へ配布した「納税
　だより」の発行等を行い、税知識と納税思想の普及高揚を図るとともに、
　連合会活動の周知に努めた。
２　各支部の納期内納付率及び対前年度比は、次のとおり。
　　遠　野：99.66％（+0.15pt）　　綾　織：98.36％（-0.09pt）
　　小　友：98.43％（-0.69pt）　　附馬牛：99.97％（+0.75pt）
　　松　崎：99.53％（-0.11pt）　　土　淵：99.11％（-0.72pt）
　　青　笹：99.61％（-0.26pt）　　上　郷：99.57％（+0.14pt）
　　宮　守：99.68％（-0.14pt）　　達曽部：99.52％（+1.07pt）
　　鱒　沢：98.24％（-0.64pt）
３　コンビニ収納を行った税目の督促状発送件数が、コンビニ収納を開始す
　る前の平成27年度よりも1,759件減少し、納期内納付に結びついた。

１　納期内納付率
　　　　　　　　 99.33％
２　組合加入割合等
　・加入率　　　 23.54％
　 (対前年度比  -1.13pt)
　・加入世帯数 2,530世帯
　 (対前年度比 -117世帯)
　・委託対象世帯
　　　　　　　 2,298世帯
　 (対前年度比 -150世帯)
　・単位組合数　 117組合
　 (対前年度比　 -3組合)
３　コンビニ収納取扱件数
　　　　　　　　16,332件
　 (対前年度比 +1,066件)
　　市県民税　 　2,096件
　　固定資産税　 7,542件
　　軽自動車税 　3,103件
　　国民健康保険税
　　　　　　　　 3,591件
　　

単位：円
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単位：円

款02 項06 目01

事 業 名

総務費 監査委員費 監査委員費

事

業

内

容

成

果

監査委員事務費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

609,073000609,073960,000

監査の種類　　　　13種類
監査日数　　　　　 120日
監査報告等　　　　　24回

　公正かつ、能率的な市の行政運営確保のため、違法、不正の指摘にとどま
らず、指導に重点を置いて経済性、有効性及び効率性を追求し監査等を実施
する。
・決算審査…一般会計・特別会計、水道事業会計
・定期監査…工事監査、補助金等監査
・その他の監査等…水道事業貯蔵品監査、有価証券等監査、財政援助団体監
査、基金の運用状況審査、出資法人監査、指定管理者監査、健全化判断比率
等審査
・例月現金出納検査…毎月実施

計

画

値

実

績

値

・一般会計・特別会計決算審査(７月６日～８月21日)
・水道事業会計決算審査(６月８日～８月21日)
・定期監査（前期６日、後期７日）　・工事監査20件(５日)
・補助金等監査14件(16日)　　　　　・水道事業貯蔵品監査(１日)
・有価証券等監査42社(１日)　　　　・財政援助団体監査３団体(３日)
・基金の運用状況審査19件(３日)　　・出資法人監査５件(４日)
・指定管理者監査４団体(３日)　　　・健全化判断比率等審査(１日)
・例月現金出納検査(12回)

　以上の監査について、事前書類審査を含めてそれぞれ実施し、監査報告書
等を提出し、公表した。

監査の種類　　　　13種類
監査日数　　　　　 108日
監査報告等　　　　　23回

単位：円

款02 項04 目03

事 業 名

総務費 選挙費 市議会議員選挙費

事

業

内

容

成

果

市議会議員選挙費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

40,945,68600040,945,68641,138,000

【前回】
投票率　　　　　 74.69％

開票終了時刻　　21時03分

　平成30年10月31日任期満了に伴う遠野市議会議員の選挙
１　立候補届出受付事務
２　選挙人名簿登録事務
３　ポスター掲示場設置及び撤去（委託業務）
４　投票所入場券作製（委託業務）
５　投票所入場券発送事務
６　投票事務（期日前、不在者及び投票日当日）
７　開票事務
８　投開票報告事務
９　選挙公営費等支払事務　ほか

計

画

値

実

績

値

　任期満了に伴う遠野市議会議員選挙を執行。
　・投開票日　　平成30年10月28日（日）
　・立候補者数　22人（議員定数18人）

　立候補者が多く有権者の関心が高まったこと、市広報、遠野テレビによる
選挙啓発、高校生を中心とした若年層への啓発活動の実施などにより、前回
選挙時の投票率から0.13％減と、投票率の低下に歯止めをかけることができ
た。
　このほか、今回の選挙では聴覚及び言語障がい者用のコミュニケーション
ボードを導入し、投票しやすい環境づくりに取り組んだ。

投票率　　　 　　74.56％

開票終了時刻　　22時10分

34総務費 --



単位：円

款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

社会福祉協議会運営支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

42,451,000002,611,00045,062,00045,062,000

職員人件費　　　　　５人
総合福祉センター管理運営
ボランティア活動拠点｢ち
ょぼら｣運営
福祉団体活動支援　７団体

　民間社会福祉活動の拠点である遠野市社会福祉協議会に対し相応の補助を
行い、地域福祉活動の強化を図る。
　また、地域福祉及び在宅福祉の充実を図り、住民のニーズに応える体制の
強化を目的とし、必要な支援を行う。 計

画

値

実

績

値

　地域づくりの民間拠点である遠野市社会福祉協議会の安定した経営運営を
図り、ボランティア等の福祉団体の活動支援を実施するなど計画的な福祉活
動が実施され、地域福祉の推進に寄与した。

｢社会福祉協議会運営支援事業費補助金｣　　　　　　 45,062,000円
１　社会福祉協議会運営補助(職員人件費等)　　　　 33,665,643円
２　総合福祉センター管理運営費補助　　　　　　　　7,797,310円
３　地域福祉ネットワーク補助　　　　　　　　　　　2,339,047円
　　(ボランティア活動拠点運営費等)
４　福祉団体活動費補助　　　　　　　　　　　　　　1,260,000円
　　(各種福祉団体支援活動費補助)

職員人件費　　　　　５人
総合福祉センター管理運営
ボランティア活動拠点「ち
ょぼら」運営
福祉団体活動支援　７団体

単位：円

款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

民生委員費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,661,7410020,0005,681,7415,841,000

市民児協定例連絡会
　　　　　開催回数　12回
各地区民児協
　　　　　開催回数　12回

　遠野市の社会福祉行政の円滑な遂行と地域福祉の充実を図るため、民生委
員・児童委員に対して遠野市民生相談員を委嘱し、報酬等の費用を負担する
ことにより、その活動を支援する。

民生委員・児童委員　　114人
（うち主任児童委員　　 18人）　

計

画

値

実

績

値

１　日常の見守りや地域住民の生活状態把握に努めた。
２　地域住民からの相談を通し、必要なサービスや制度の住民への情報提供
　等、地域福祉推進に取り組んだ。
３　関係機関と連携する際に必要な地域情報の取りまとめを継続した。
４　主任児童委員を中心とした新生児への記念品贈呈など、遠野わらすっこ
　プランの推進を図った。
５　他機関主催の各種研修会への参加のほか、自ら企画する専門部会活動を
　通し、民生委員･児童委員としての資質向上に努めた。

市民児協定例連絡会
　　　　　開催回数　12回
各地区民児協定例会
　　　　　開催回数　12回
専門部会研修　　　　９回
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単位：円

款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

縁がつなぐ仮設住宅管理費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

82,28900082,289302,000

1K（7.5坪）10戸、2DK（9
坪）14戸、2DK（12坪）2戸
　　　　　　　　計　26戸
平成30年度末現在入居戸数
　　　　　　　17戸・24人

　応急仮設住宅の居住環境を保持する。

計

画

値

実

績

値

　応急仮設住宅の居住環境を維持するため、住民からの相談等に対応した。
　また、仮設住宅入居者の全世帯が自立再建することができた。

平成31年度末現在入居戸数
　　　　　　　　　　０戸

単位：円

款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

希望の郷「絆」サポートセンター管理運営事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

79200852,000852,7921,319,000

市内避難世帯への相談、支
援の実施　　　　  45世帯

　希望の郷「絆」仮設住宅団地内に被災者の相談支援を行うサポートセンタ
ーを設置し、被災者の生活不安の解消及び自立を支援する。
　サポートセンターを拠点として活動する生活支援員は、遠野市社会福祉協
議会が配置する。 計

画

値

実

績

値

　サポートセンターの生活支援相談員と地元自治会の連携した取組により、
市内避難者と地域住民の交流が図られ、避難生活の不安解消につながった。
　また、災害公営住宅及び自主再建による転居者に、各世帯に応じた入居申
請の指導をしながら、自立に向けた支援を行い、希望の郷「絆」仮設住宅入
居者全員が新たな生活基盤の再建をすることができた。

市内避難世帯への相談、支
援の実施　　　　  45世帯

36民生費 --



単位：円

款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

地域福祉連携推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,867,222230,000011,250,00016,347,22218,731,000

丸ごと相談員配置数　３人
研修会等開催数　  　３回
補助額　　　　 300,000円

　市と社会福祉協議会の連携を強化し、市民が安心して生活できる環境づく
りについて、地域福祉という視点からその推進のための新たな仕組みづくり
に取り組むもので、平成29年度の途中から国のモデル事業として「多機関の
協働による包括的相談支援体制構築事業」として取り組む。
　また、遠野ケアイノベーション会議実行委員会の活動支援のため、遠野市
地域が家族いつまでも元気ネットワーク事業補助金による助成を実施する。

計

画

値

実

績

値

　社会福祉祉議会に遠野市多機関の協働による包括的相談支援体制構築事業
として業務委託し、綾織、土淵、青笹の各地区センターに丸ごと相談員を各
１人配置。地域の関係者主催の会議へ参加するなど連携を図りながら情報交
換を行い、相談者への対応を行った。
　併せて国が掲げる「地域共生社会」の実現に向けた制度理解を進めるため
に研修会開催や関係機関との情報交換を実施した。
　また、遠野ケアイノベーション会議実行委員会に補助金交付を行ったこと
で、介護・福祉の仕事の魅力啓発イベントが実施されたほか、年間を通じて
関係職員の交流、介護サービスの質向上、中学生の職場体験支援などの活動
が行われた。

丸ごと相談員配置数　３人
研修会等開催数　  　３回
補助額　　　　 230,000円
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款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

生活困窮者自立促進支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,323,745009,059,50011,383,24513,392,000

１　新規相談受付件数80件
２　延べ活動件数 2,800件
３　支援調整会議　　12回

　生活保護受給者が全国的に増加している背景を受け、生活保護を受給する
前の生活困窮状態からの脱却を目的とする、生活困窮者自立支援法が平成27
年４月に施行されたことに伴い、法に規定される各種事業を実施する。
１　自立相談支援事業（必須事業）
　　生活困窮状態にある者のうち、何らかの課題を抱えた者に対し、包括的
　に相談に応じ関係機関の連携のもと解決に向けた支援を行う。
２　住居確保給付金（必須事業）
　　離職等により経済的に困窮し、住居を失った又はそのおそれがある者に
　対し、住居確保給付金を支給することにより、安定した住居の確保と就労
　自立を図る。
３　家計相談支援事業（任意事業）
　　生活困窮者が困窮状態から早期に脱却することを支援するため、家計収
　支の均衡が取れていないなど、家計に問題を抱える者に対して、家計を管
　理する力を高めるなど、家計の観点から継続的・総合的支援を行うことに
　より、家計収支を適正化し、生活の再建を図る。

計

画

値

実

績

値

　自立相談支援事業を社会福祉法人遠野市社会福祉協議会に委託し、健康福
祉の里内に設置した自立生活相談窓口において、相談、訪問等を通じて策定
した支援計画に基づき必要な支援を展開した。

１　新規相談受付件数73件
２　延べ活動件数 2,942件
３　支援調整会議　　12回

単位：円
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単位：円

款03 項01 目01

事 業 名

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事

業

内

容

成

果

保健福祉センター管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,509,3700005,509,3706,000,000

電話移設工事
ネットワーク機器移設・配
線工事
サーバー移設・配置工事等

　保健福祉センター管理費のうち、機構改革に伴う事務室整備について年度
内完了が見込めないため、繰り越したものである。

計

画

値

実

績

値

　機構改革に伴う配置換えに係る事務室内の電話やネットワーク機器、サー
バーの移設等を行うことにより、職場環境が整備・改善された。

電話移設工事
ネットワーク機器移設・配
線工事
サーバー移設・配置工事等
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款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

重度心身障害者医療費給付事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

39,654,09211,659,038034,213,56685,526,69692,261,000

受給者証保有者数
　一般　　　　　　 423人
　後期高齢　　　　 359人

給付延べ見込者数
　一般　　　　　 3,770人
　後期高齢　　　 3,160人

一人当たり給付費
　一般　　　　  16,550円
　後期高齢　　　 8,860円

　重度心身障害者に対して医療費の一部を給付し、適正な医療の確保及び生
活の安定と健康保持を図り、福祉の増進に資する。
　対象者は以下のとおり。
１　身体障害者手帳の交付を受けている者で障害の等級が１級又は２級の者
２　特別児童扶養手当の支給対象児童で障害の等級が１級に該当する者
３　国民年金法の１級の障害基礎年金を支給されている者
４　療育手帳Ａ級を所持している者
　　※４歳未満の者については所得制限なし

計

画

値

実

績

値

　医療費の自己負担額から、医療機関ごとに１カ月当たり入院は 2,500円を
超える額、入院外は750円を超える額をそれぞれ給付した。
　受給対象者が３歳未満である場合及び所得判定対象者全員が住民税非課税
の場合は全額を給付した。
　なお、重度心身障害者医療費給付の受給資格を持つ未就学児については現
物給付のため、受給者証を提示した場合、医療費の一部負担金のうち、医療
機関ごとに１カ月当たり入院は2,500円、入院外は750円までの窓口負担で受
診できるようになっており、医療費の負担軽減を図った。
　支給総額は83,681,082円となった。
　
　　重度（一般）　　57,144,323円
　　重度（後期高齢）26,536,759円

受給者証保有者数
　一般　　　　　　 404人
　後期高齢　　　　 338人

給付延べ実績数
　一般　　　　　 3,798人
　後期高齢　　　 3,040人

一人当たり給付費
　一般　　　　  15,046円
　後期高齢　　　 8,729円

単位：円
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単位：円

款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

障害者自立支援介護給付費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

141,857,72030,0000435,923,950577,811,670591,522,000

障がい福祉サービス支給決
定者　　　　　　 　250人
補装具費支給   　　110件
在宅超重症児（者）等短期
入所受入体制支援事業費支
給決定者　　　　　　１人

　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスの利用に対し、自立支援給
付費（介護給付費等）を支給する。また、身体障がい者が補装具を購入又は
修理する費用を支給する。
　在宅の超重症児（者）及び準超重症児（者）が短期入所サービスを利用す
る場合に、法定の介護給付費に上乗せして介護給付費を給付する。
１　自立支援給付
　訪問系サービス　　：ホームヘルプ、短期入所等
　日中活動系サービス：生活介護、就労継続支援等
　居住系サービス　　：グループホーム、施設入所支援
２　補装具費支給
３　在宅超重症児（者）等短期入所受入体制支援事業

計

画

値

実

績

値

　ホームヘルパーの派遣やグループホームを利用させることなどにより、障
がい者の日常生活の支援を行うことができた。
　補装具を必要とする身体障がい者に対し、補装具を支給することにより、
日常生活における負担の軽減と社会参加を促すことができた。
　医療ケアを必要とする在宅の超重症児（者）等を介助する家族に対し、対
象となる短期入所事業所の利用負担の軽減を図り、家族の精神的及び身体的
負担の軽減を図った。

障がい福祉サービス支給決
定者　　　　　　　 234人
補装具費支給　　　 110件
在宅超重症児（者）等短期
入所受入体制支援事業費支
給決定者　　　　　　１人

単位：円

款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

身体障害者３級医療費給付事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,950,229381,190006,331,4196,562,000

受給者証保有者数
　　 　　　　　　　178人

給付延べ見込者数
　　　　　　　　 1,460人

一人当たり給付費
　　　　　　     4,110円

　身体障害者手帳３級の所持者に対して医療費の一部を給付し、生活の安定
を図るとともに、身体障害者の福祉の増進に資する。
　※４歳未満の者については所得制限なし

計

画

値

実

績

値

　医療費の自己負担額の２分の１の額を給付し、医療費の負担軽減を図っ
た。
　支給総額は 5,773,889円となった。

受給者証保有者数
　　 　　　　　　　181人

給付延べ実績者数
　　　　　　　　 1,585人

一人当たり給付費
　　　　　　     3,643円
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単位：円

款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

特別障害者手当

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,759,492008,435,76811,195,26015,053,000

特別障害者手当　　　40人
障害児福祉手当　　　12人
在宅重度障害者家族介護慰
労手当　　　　　　　２人

１　在宅の重度障がい者（児）に対して、その障がいによる経済的な負担を
　軽減するため、特別障害者手当等を支給する。
　(1) 特別障害者手当　26,810円/月
　(2) 障害児福祉手当　14,580円/月

２　在宅で常に介助を必要とする重度身体障がい者を介護する家族に対し手
　当を支給する。
　(1) 在宅重度障害者家族介護慰労手当　3,580円/月

計

画

値

実

績

値

　在宅の重度障がい者（児）及び在宅で常に介助を必要とする重度身体障が
い者を介護する家族に対し、日常生活、家庭内又は社会における生活の安定
を図るために、経済的支援をすることができた。

特別障害者手当　　　34人
障害児福祉手当　　　11人
在宅重度障害者家族介護慰
労手当　　　　　　　２人

単位：円

款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

障害者自立支援医療給付費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,585,5590020,417,58827,003,14727,441,000

更生医療給付者　　　７人
育成医療給付者　　　２人
療養介護医療給付者　11人

　障害者総合支援法の趣旨に則り、次の医療給付を行う。
１　更生医療：障がい者の障がいの状態の軽減を図り自立した日常生活を営
　むため、その障がいを治療するための給付
２　育成医療：18歳未満の児童に対し、生活の能力を得るために、その身体
　障がいを除去、軽減する手術等の治療によって確実に効果が期待できる者
　に対する給付
３　療養介護：病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護
　を必要とする身体・知的障がい者に対する給付
　・本人原則１割負担（世帯の所得に応じた上限額あり）
　・都道府県が指定した、指定自立支援医療機関での医療が対象

計

画

値

実

績

値

　障がい児や障がい者等の身体障がいの除去や状態の軽減を図る医療給付を
行い、経済的な負担の軽減を図ることにより、自立した日常生活を営むこと
に寄与した。

【主な給付内容】
　更生医療：人工透析、抗免疫療法
　育成医療：口蓋裂、腎臓機能障害、尿道下裂

更生医療給付者　　　７人
育成医療給付者　　　３人
療養介護医療給付者　11人
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単位：円

款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

障がい者福祉タクシー事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,822,3700001,822,3702,390,000

利用人員　　　　　 250人
交付枚数　　　　 6,000枚
使用枚数　　　　 4,200枚
利用率　　　　　　　70％

　重度障がい者等に対し、タクシー料金の一部を助成することにより、社会
参加の促進及び通院等の日常生活における移動の支援を図るため、福祉タク
シー助成券（580円分）を一月当たり２枚交付する。
【対象者】
　①身体障害者手帳１級・２級、②療育手帳Ａ、③精神障害者保健福祉手帳
１級のいずれかの手帳を所持している者（ただし、施設入所者や自動車税の
免除を受けている者を除く）
【契約事業者】
　遠野交通（株）、（有）まるきタクシー、（株）宮守交通
（社福）遠野市社会福祉協議会

計

画

値

実

績

値

　社会参加や通院等に福祉タクシー助成券が利用されており、障がい者福祉
の向上に寄与した。

【利用内訳】
１　身体障害者手帳１級・２級の者　　132人利用　2,194枚使用
２　療育手帳Ａの者　　　　　　　　　 ６人利用　　109枚使用
３　精神障害者保健福祉手帳１級の者　 16人利用　　287枚使用

交付者数　　　　 　185人
利用人数　　　　 　154人
交付枚数　　　 　4,148枚
使用枚数　　　 　2,590枚
利用率　　　　 　 62.4％
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款03 項01 目02

事 業 名

民生費 社会福祉費 障害福祉費

事

業

内

容

成

果

障がい者生活応援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

24,495,4530013,653,00038,148,45342,928,000

相談支援専門員　　　２人
意思疎通支援派遣回数
　　　　　　　　　　50回
日常生活用具支給件数
　 　　　　　　　　180件
移動支援事業　　２事業所
地域活動支援センター
　　　　　Ⅱ型　４事業所
　　　　　Ⅲ型　１事業所
訪問入浴サービス事業
　　　　　　　　１事業所
日中一時支援事業　　
 　　　　　　　 ６事業所
ふれあい交流会　　 200人
デイケア事業　　　 120人
審査会開催回数　 　 36回
意見書作成件数　　 110件
認定調査件数　　　 125件
補聴器支給者数　　　25人

１　障がい者及び障がい児が地域で自立した日常生活又は社会生活を営むこ
　とができるよう地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業を効率的・
　効果的に実施し、地域の障がい者福祉の増進に資する。
　①障がい者相談支援事業　②意思疎通支援事業　③日常生活用具給付事業
　④移動支援事業　⑤地域活動支援センターⅡ型・Ⅲ型事業　⑥訪問入浴サ
　ービス事業　⑦日中一時支援事業　⑧レクリエーション活動等支援事業
　（ふれあい交流会）　⑨社会参加促進事業（デイケア事業）

２　障害者総合支援法の趣旨に則り、障害支援区分認定審査会を開催し障害
　支援区分の認定を行う。また、認定調査、医師意見書作成や審査会の運営
　等に係る費用を負担する。

３　老人性難聴のために日常生活を営むのに支障のある者へ補聴器費用を助
　成することにより、日常生活上の便宜を図り、福祉の増進に資する。
　【対象者】
　　市内に住所を有する60歳以上で、一定基準の聴力レベルにある者。

計

画

値

実

績

値

１　障がい者及び障がい児が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで
　きるよう地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施し、地域の障がい
　者福祉の増進を図った。
　①障がい者相談支援事業　②意思疎通支援事業　③日常生活用具給付事業
　④移動支援事業　⑤地域活動支援センターⅡ型・Ⅲ型事業　⑥訪問入浴サ
　ービス事業　⑦日中一時支援事業　⑧レクリエーション活動等支援事業
　（ふれあい交流会）　⑨社会参加促進事業（デイケア事業）

２　障害支援区分認定審査会を開催し、障害福祉サービス利用申請者の障害
　支援区分を適正に認定した。

３　補聴器費用を助成することにより、軽度難聴者の日常生活の向上及び自
　立と社会参加を推進している。

相談支援専門員　　　２人
意思疎通支援派遣回数　
　　　　　　　　　　43回
日常生活用具支給件数
　　　　　　　　　 156件
移動支援事業　　１事業所
地域活動支援センター
　　　　　Ⅱ型　４事業所
　　　　　Ⅲ型　１事業所
訪問入浴サービス事業
　　　　　　　　１事業所
日中一時支援事業
　　　　　　　　６事業所
ふれあい交流会　　 110人
デイケア事業　　　 139人
審査会開催回数　　　12回
意見書作成件数　　　58件
認定調査件数　　　　69件
補聴器支給者数　　　15人

単位：円
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単位：円

款03 項01 目03

事 業 名

民生費 社会福祉費 老人福祉費

事

業

内

容

成

果

シルバー人材センター運営事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,381,00000010,381,00010,381,000

運営事業費補助額　　　
　　　　　　10,381,000円

会員数　　　　　　 265人

就業延べ人数　14,600人日

会員受取配分金総額
　　　　　　51,377,000円
就業率　　　　　　 100％

　高齢者の生きがいづくりや健康の保持増進、社会活動への積極的な参加に
よる活力ある地域づくりを推進するため、国の制度に則り、公益社団法人遠
野市シルバー人材センターの運営事業費を補助する。

計

画

値

実

績

値

　遠野市シルバー人材センターに運営事業費を補助することにより高齢者が
会員としてそれぞれの知識や技能等を活かした社会参加を促すことができ、
生きがいの充実と健康の保持増進を支援することができた。
　会員数は新規会員の加入者数より加齢等に伴う退会者数が上回り、平成30
年度末で前年度より10人減少した。また、就業延べ人数においても前年度を
下回る結果となったが、地域に密着した就業機会の提供により就業率は 100
％となった。

運営事業費補助額　　　
　　　　　　10,381,000円

会員数　　　　　　 207人

就業延べ人数　13,084人日

会員受取配分金総額
　　　　　　46,451,000円
就業率　　　 　　　100％

単位：円

款03 項01 目03

事 業 名

民生費 社会福祉費 老人福祉費

事

業

内

容

成

果

老人保護措置費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

97,373,70620,918,88900118,292,595121,102,000

措置者数　　　　　　55人　老人福祉法の規定に基づき、65歳以上の高齢者等で身体上、精神上又は環
境上の理由及び経済的理由により、在宅において一人で生活することが困難
な方などをその状態に応じて、養護老人ホームへ入所させるなどの措置を行
う。 計

画

値

実

績

値

　入所判定委員会を年４回開催し、養護老人ホーム入所の要否判定を行い、
身体上、精神上又は環境上の理由及び経済的理由等から在宅での養護を受け
ることが困難な方を養護老人ホームに入所させ、当該高齢者の心身の健康保
持及び生活の安定を図った。

措置者数　　　　　　54人
（平成31年３月末）
【内訳】
・長寿の森吉祥園
（遠野市）　　　　　45人
・祥風苑（大船渡市）４人
・宝寿荘（花巻市）　４人
・清寿荘（宮古市）　１人
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款03 項01 目03

事 業 名

民生費 社会福祉費 老人福祉費

事

業

内

容

成

果

介護保険サービス利用者支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,281,30200843,0004,124,3025,400,000

利用対象者延べ人数 216人　介護保険サービスを利用する低所得者が、通常の10％の利用者負担により
介護サービスの利用を自己制限することのないよう、必要な介護サービスの
利用支援の施策として、国の特別対策と市の独自対策を含めて、利用者負担
の4.5％(施設2.5%)を軽減することで、低所得者のサービス利用を促進する｡
【対象サービス(社会福祉法人が実施するサービスで介護予防も含む。)】
　訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、複
合型サービス、介護福祉施設サービス、第１号訪問事業のうち介護予防訪問
介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る）、第１
号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給
付と同様のものに限る）、訪問看護、訪問入浴介護

計

画

値

実

績

値

　介護を要する状態となっても、必要な介護サービスを総合的に利用するこ
とで、可能な限り在宅で日常生活を営むことができるよう低所得者への利用
料負担の軽減を実施した。
　経済的事情により介護サービスの利用が自己制限されることのないよう利
用者負担の軽減を実施することで、低所得者のサービス利用が図られた。

利用対象者延べ人数 140人

単位：円
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単位：円

款03 項01 目03

事 業 名

民生費 社会福祉費 老人福祉費

事

業

内

容

成

果

生活支援ハウス運営事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

9,139,370223,280009,362,6509,405,000

利用者延べ人数　　　70人

利用延べ日数　 　2,000日

　60歳以上のひとり暮らし、夫婦のみの世帯及び家族による援助を受けるこ
とが困難で高齢等のため独立して生活することに不安のある方に、概ね６月
を限度に生活支援ハウスで介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に
提供することにより、安心して健康で明るい生活を送ることができるよう支
援する。

計

画

値

実

績

値

　冬期間や退院直後の体調不良等により、在宅生活が困難となる高齢者等に
生活の場を提供することで、安心して在宅生活に復帰できるよう支援した。
　生活支援ハウスを利用することにより、高齢者等が住み慣れた地域や自宅
で継続して生活することに結びついた。

利用者延べ人数　    61人

利用延べ日数   　1,621日
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款03 項01 目03

事 業 名

民生費 社会福祉費 老人福祉費

事

業

内

容

成

果

高齢者福祉推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

36,442,4174,104,9000040,547,31743,336,000

ふれあい・いきいきサロン
　　　　　　　　　30団体
　
生きがい活動 　　6,400人

外出支援　　　 　1,300回

軽度生活援助　 　1,100回

短期宿泊　　　　 　140日
　
緊急通報装置　　    20台

電磁調理器　　　　  ５台

火災警報器　　　　  10個

自動消火器　　　　　５本

　高齢者が長年住み慣れた地域や自宅で、できるだけ自立した生活を送るこ
とができるよう外出支援や軽度な生活の援助、日常生活用具の貸与や給付等
の多様なサービスを提供し、高齢者の在宅生活の継続を支援する。
　また、地域との交流が少なく閉じこもりがちな高齢者に対して、集いの場
を提供し、生きがいづくりや健康づくりの推進、認知症予防や介護予防の指
導を行う。
　ふれあいホーム小友のリフト式入浴装置の老朽化が著しく、介護利用者の
安全確保等のため入浴装置の更新を行う。

計

画

値

実

績

値

　高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を継続できるよう以下の事業を実
施した。

１　ふれあい・いきいきサロン事業補助
　　高齢者に集いの場を提供することで孤立感の解消が図られた。

２　生きがい活動支援通所事業
　　高齢者の交流等の機会を定期的に提供し、生きがいづくりと社会参加を
　促進した。

３　外出支援サービス事業
　　寝たきり等で病院受診が困難な高齢者に特殊車両による送迎を行い、通
　院時の負担を軽減した。

４　軽度生活援助事業
　　除雪や食材確保など日常生活に支障のある高齢者世帯に軽度の生活援助
　を行った。

５　生活管理指導短期宿泊事業
　　入所により、体調不良等で在宅生活が困難となった高齢者等の体調調整
　を図ることができた。

６　日常生活用具の貸与・給付
　　心疾患等を抱える高齢者世帯に緊急通報装置を貸与し、急病時等の通報
　ができるようにした。

７　ふれあいホーム小友のリフト式入浴装置を更新することで、介護利用者
　の安全確保が図られた。

ふれあい・いきいきサロン
　　　　　　　　　29団体
　
生きがい活動　　 6,002人

外出支援　　　　 1,003回

軽度生活援助　　 　606回

短期宿泊            33日

緊急通報装置　　　　20台

単位：円

48民生費 --



単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

看護保育安心サポート事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,388,9891,169,00007,204,00013,761,98913,888,000

開設日数 　　　　　240日
登録者数　 　　　　200人
利用者数　　 　　　500人

　保護者が就労している等の理由により、子どもが病気の際に自宅での保育
が困難な場合に対応するため、遠野市病児等保育施設「わらっぺホーム」に
おいて病気の児童を一時的に保育することで、安心して子育てができる環境
を維持し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的とする。 計

画

値

実

績

値

　核家族化や両親の共働き世帯が増え、病児等保育の需要が高まっているな
か、「わらっぺホーム」の運営を社会福祉法人遠野市保育協会に委託し、保
護者が安心して子どもを預けることができる環境の充実を図った。
【参考】
１　平成27年度（開設日数 241日）
　　登録者数 226人、年間利用者延べ人数 591人（１日平均 2.45人）
２　平成28年度（開設日数 244日）
　　登録者数 237人、年間利用者延べ人数 553人（１日平均 2.29人）
３　平成29年度（開設日数 242日）
　　登録者数 229人、年間利用者延べ人数 631人（１日平均 2.61人）

開設日数　　　　 　241日
登録者数　　　　　 226人
利用者延べ人数　　 623人
利用者実数　　 　　155人
１日平均　　　　　2.59人

単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

わらすっこプラン推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,313,5632,768,746005,082,3095,379,000

１　条例・プラン事業の普
　及啓発　　　　　
２　わらすっこ支援委員会
　　　　　　　　　　３回
３　わらすっこ基金への寄
　附金 　５件　500,000円

　遠野市少子化対策・子育て支援総合計画「遠野わらすっこプラン」に基づ
き、子どもだけでなく子どもの権利を保障する大人（保護者、地域、学校、
事業者等）も対象とした子育て支援事業を普及する。
１　遠野市わらすっこ条例普及啓発事業
２　遠野市わらすっこ支援委員会運営事業
３　遠野市わらすっこ基金事業

計

画

値

実

績

値

１　子育て支援を積極的に実施している事業者をわらすっこ条例応援認定事
　業者として認定し、地域全体で子育てを応援する環境をさらに促進した。
　　また、毎月遠野テレビで「子育て情報ガイドわらすっこナビ！」を放送
　し、子育て支援関連事業を広く周知するとともに、わらすっこまつりにつ
　いては消防フェアと合同開催し、子どもたちが家族と一緒に様々な遊びや
　体験ができる機会を提供した。　
２　わらすっこプラン事業や関連事業の評価等を審議するため、遠野市わら
　すっこ支援委員会を４回開催した。
３　わらすっこ基金への寄附金６件 642,487円、運用利子12,259円、ふるさ
　と納税分 1,650,000円（わらすっこプラン事業への寄附金のうち経費等を
　除く）を積み立てるとともに、子育て支援事業に活用した。

１　わらすっこ条例応援認
　定事業者　　　11事業所
２　わらすっこ支援委員会
　　　　　　　　　　４回
３　わらすっこ基金への積
　立金 　　　2,304,746円
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単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

障害児通所支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,771,8530010,147,31411,919,16712,134,000

児童発達支援事業　　１人
放課後等デイサービス事業
　　　　　　　　　　15人

　障がいのある子どもの生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流
の促進、その他の療育支援を行う障害児通所支援事業所に対し、児童福祉法
に基づき障害児通所給付費を支給する。

計

画

値

実

績

値

　平成30年７月、12月に市内に開所した放課後等デイサービス事業所をはじ
め、市外の児童発達支援事業所等に対し、児童福祉法に基づく障害児通所給
付費を支給することにより、障がいのある子どもの生活能力の向上、社会と
の交流を支援した。
　障害児通所給付費　　　　　　　　　　　　11,752,320円
　障害児通所給付支払業務委託料　　　　　　 　 28,880円
　平成29年度障害児通所給付費負担金返還金　 　137,967円

児童発達支援事業　　１人
放課後等デイサービス事業
　　　　　　　　　　20人
障害児通所給付支払業務委
託件数　　　　　　 152件

単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

わらすっこの育ち療育支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,779,93400308,3589,088,29210,094,000

１　療育支援教室　
　　　のびっこ教室　13人
　　　ジャンプ教室　３人
２　幼児ことばの教室10人
３　軽度・中等度難聴児補
　聴器助成       　 ２件
４　日中一時支援事業等利
　用者負担助成　　　15人
５　特別支援学校スクール
　バス利用　　　　　５人

１　心身において発達の遅れが認められる、又は発達の遅れが生じるおそれ
　のある児童に対し、個別プログラムを取り入れた療育教室を開催する。
２　発音等ことばの発達が気になる幼児に対し、就学に向けてことばの教室
　を開催する。
３　軽度・中等度の難聴児に対する補聴器の購入について一部助成を行う。
４　日中一時支援事業、放課後等デイサービス事業を利用した小学生又は特
　別支援学校小学部児童の保護者に対し、その自己負担分を助成する。
５　市外特別支援学校の寄宿舎で生活する生徒の交通手段として、スクール
　バスを運行し、保護者の負担軽減を図る。

計

画

値

実

績

値

１　発達の遅れ等のある幼児に対し、個別プログラム及び臨床心理士からの
　助言を生かした療育教室を開催した。
２　発音や吃音などのことばの発達が気になる年長児に対して、幼児ことば
　の教室を開催し、就学後の生活が円滑に進むよう指導を行った。
３　軽度・中等度難聴児補聴器助成制度について周知を図った。
４　日中一時支援事業、放課後等デイサービス事業を利用した小学生又は特
　別支援学校小学部児童の保護者に対し、利用者自己負担分を助成し経済的
　負担を軽減した。
５　花巻清風支援学校本校の寄宿舎で生活する生徒の交通手段として、スク
　ールバスを運行し、保護者の送迎に係る負担軽減に寄与した。

１　療育支援教室
　　　のびっこ教室　10人
　　　ジャンプ教室　５人
２　幼児ことばの教室８人
３　軽度・中等度難聴児補
　聴器助成　　　　　０件
４　日中一時支援事業等利
　用者負担助成　　　18人
５　特別支援学校スクール
　バス利用　　　　　５人
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単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

わらすっこの居場所事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

78,565,0000032,101,000110,666,000110,666,000

児童館　　　　　  ７カ所
児童クラブ　　　  ４カ所
利用延べ人数　 133,000人
育成団体等運営費補助
　　　　　　　　　11団体

　近年における女性の就業割合の高まりや核家族化の進行など、児童と家庭
を取り巻く環境の変化を踏まえ、放課後や夏休み等の長期休業時に児童が安
心して生活できる居場所を確保するとともに、「わらすっこ」の健全な育成
を支援する。
１　児童館指定管理（遠野、綾織、附馬牛、白岩、青笹、上郷、宮守）
２　児童クラブ運営業務委託（小友、土淵、達曽部、鱒沢）
３　児童館及び児童クラブ育成団体等運営費補助（11団体）

計

画

値

実

績

値

　放課後等における児童の居場所づくりとして、社会福祉法人遠野市保育協
会に児童館、児童クラブの管理運営を委託し、家庭と地域等との連携のもと
発達段階に応じた遊びを提供し、児童の自主性、社会性及び創造性の向上、
基本的な生活習慣など、健全育成を図った。
　また、親子行事や世代間交流事業等の様々な体験活動を実施する育成団体
に対し、補助金を交付し事業の運営を支援した。
１　児童館指定管理料　　　　　　　　　　　　　　　　　83,352,000円
２　児童クラブ運営業務委託料　　　　　　　　　　　　　24,204,000円
３　児童館及び児童クラブ育成団体等運営費補助金　　　　 3,110,000円

児童館　　　　　  ７カ所
児童クラブ　　 　 ４カ所
利用延べ人数　 131,794人
育成団体等運営費補助
　　　　　　　　　11団体
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款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

児童手当

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

53,940,92600288,063,330342,004,256356,106,000

支給見込延べ児童数
　　　　　　　　31,412人
支給見込総額
　　　　　 354,450,000円

　児童を養育している家庭等の生活の安定に寄与すること及び次代の社会を
担う児童の健やかな成長に資することを目的に支給する。

計

画

値

実

績

値

　支給対象となっている児童の保護者等に計画どおり年３回（６月、10月、
２月）支給し、児童の健やかな成長に寄与した。

１　支給金額（児童１人当たり月額）
  (1) ３歳未満及び３歳以上小学校修了前の第３子以降　　15,000円
　(2) ３歳以上小学校修了前の第１子・第２子及び中学生　10,000円
　  　※児童の保護者等の所得が、所得制限限度額以上の場合は、5,000円

２　支給実績総額（内訳）
　　３歳未満　　 　　　　　　　　　　　　　66,615,000円
　　３歳以上小学校修了前の第１子・第２子　152,990,000円
　　３歳以上小学校修了前の第３子以降　　　 52,200,000円
　　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　 67,600,000円
　　特例給付　　　　　　　　　　　　　　　　1,715,000円

支給実績延べ児童数
　　　　　　　　30,323人

支給実績総額
　　　　　 341,120,000円

単位：円
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単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

乳幼児等医療費給付事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

17,395,3253,651,84409,162,35530,209,52430,297,000

受給者証保有者数
　乳幼児　　　 　1,000人
　妊産婦　　 　　 　79人

給付延べ見込者数
　乳幼児　　　  12,950人
　妊産婦　　 　　  840人

一人当たり給付費　
　乳幼児　　　　 1,270円
　妊産婦　　　  11,310円

　乳幼児、妊産婦に対して医療費の一部を現物給付し、子育て環境の充実と
生活の安定及び適正な医療の確保と健康保持を図り、福祉の増進に資する。
　対象者は以下のとおり。
１　乳幼児…出生から小学校就学前までの者
２　妊産婦…妊娠５カ月に達する日の属する月の初日から、出産した日の属
　　　　　　する月の翌月末日までの者
　　※所得判定対象者（保護者、配偶者等）の所得が所得制限限度額（児童
　　　扶養手当法施行令又は特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令
　　　に定める所得制限限度額を準用）以内の者を対象とする。ただし、４
　　　歳未満の乳幼児と妊産婦の所得制限はなし。

計

画

値

実

績

値

　現物給付により受給者証を提示した場合、医療費の一部負担金のうち、医
療機関ごとに１カ月当たりの入院は2,500円、入院外は750円までの窓口負担
で受診できるようになっており、市は自己負担額を超えた額をそれぞれ給付
した。受給資格対象者が３歳未満である場合及び所得判定対象者が住民税非
課税の場合は全額を給付し、これにより乳幼児、妊産婦の医療費の負担軽減
を図った。
　支給総額は26,840,729円となった。

　　乳幼児　18,681,070円
　　妊産婦　 8,159,659円

受給者証保有者数
　乳幼児　　　 　　954人
　妊産婦　　 　　 　76人

給付延べ実績数
　乳幼児　　　  12,295人
　妊産婦　　 　　  983人

一人当たり給付費　
　乳幼児　　　　 1,519円
　妊産婦　　　   8,300円

単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

児童扶養手当給付費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

68,604,9000034,713,225103,318,125103,329,000

新規申請者　　　　　35人
資格喪失者　　　　　30人
年間支給延べ人数
　　　　　 　　　2,736人

　児童扶養手当法に基づき、児童扶養手当を父又は母等に支給することによ
り、ひとり親家庭等の生活の安定と自立促進を図る。

計

画

値

実

績

値

　支給要件に該当するひとり親家庭の父又は母等に児童扶養手当を年３回（
４月・８月・12月）支給した。
　手当支給に加えて、ニーズに合った各種支援につなげるため、現況届提出
の際に個別相談に応じたほか、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の相談会を実
施した。
　また、弁護士によるひとり親家庭相談会の周知等も行い、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立促進を支援した。
　平成31年３月末現在受給資格者数　　 251人
　　うち　手当基本月額全部支給者　　 112人
　　　　　　　 〃 　　一部支給者　　  93人
　　　　　　　 〃 　　全部停止者　　　46人

新規申請者　　　　　28人
資格喪失者　　　　　28人
年間支給延べ人数
　　　　　 　　　2,599人
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単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

小学生・中学生医療費給付事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

11,773,10500011,773,10511,968,000

受給者証保有者数
　小学生　 　　　　824人
　中学生　 　　　  425人

給付延べ見込者数
　小学生　　 　　3,840人
　中学生　　　　 1,580人

一人当たり給付費
　小学生　　　　 1,745円
　中学生　　　　 1,709円

　市内に在住する小学生及び中学生、市内に在住する者に養育される小学生
及び中学生の医療費の一部を給付し、心身の健康を保持するとともに生活の
安定を図り、小学生及び中学生の福祉の増進に資する。

計

画

値

実

績

値

　医療費の自己負担額の２分の１の額を給付した。ただし、小学生の入院分
のみ5,000円を超える額（保護者に住民税が課税されていない場合は全額）
を給付し、医療費の負担軽減を図った。
　支給総額は10,230,290円となった。
　
　　小学生　7,301,196円
　　中学生　2,929,094円

受給者証保有者数
　小学生　 　　　　783人
　中学生　 　　　  409人

給付延べ実績者数
　小学生　　 　　3,646人
　中学生　　　　 1,462人

一人当たり給付費
　小学生　　　　 2,003円
　中学生　　　　 2,003円
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款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

ひとり親家庭医療費給付事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,993,87413,20003,726,6678,733,7419,387,000

受給者証保有者数
　父母　　　　　   226人
　児童　　　　　   312人
　父母なし　　　　　 0人
給付延べ見込者数
　父母　　　　　 　850人
　児童　　　　　 1,190人
　父母なし　　　　　 0人
一人当たり給付費
　父母　　　  4,570円
　児童　　 　  4,570円
　父母なし　　　　　 0円

　ひとり親家庭に対し医療費自己負担分の一部を給付し、健康保持と福祉の
増進を図る。
　対象者は以下のとおり。
１　父母…母子及び寡婦福祉法に定める配偶者のない女子で、18歳に達する
　日以後の最初の３月31日までの間にある者を扶養している者。なお、平成
　22年10月からは母子家庭に準じて父子家庭も対象としている。
２　児童…１の扶養を受けている児童
３　母子及び寡婦福祉法附則に定める父母のいない児童
　　※４歳未満の者については所得制限なし

計

画

値

実

績

値

　医療費の自己負担額から、医療機関ごとに１カ月当たり入院は 2,500円を
超える額、入院外は750円を超える額をそれぞれ給付した。
　受給対象者が３歳未満である場合及び所得判定対象者全員が住民税非課税
の場合は全額を給付した。
　なお、現物給付により、ひとり親家庭（児童）の受給資格を持つ未就学児
については、受給者証を提示した場合、医療費の一部負担金のうち、医療機
関ごとに１カ月当たり入院は2,500円、入院外は750円までの窓口負担で受診
できるようになっており、ひとり親家庭の医療費の負担軽減を図った。
　支給総額は8,394,104円となった。

受給者証保有者数
　父母　　　　　   224人
　児童　　　　　   297人
　父母なし　　　　　 1人
給付延べ実績数
　父母　　　　　 　806人
　児童　　　　　 1,160人
　父母なし　　　　　 1人
一人当たり給付費
　父母　　　  4,567円
　児童　　 　  4,063円
　父母なし　　　　 108円

単位：円
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単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

保育所等運営事業費（保育所設置者運営）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

48,709,434007,558,28056,267,71458,654,000

特別保育事業　　　４事業
地域子育て支援センター
　　　　　　　　　１カ所
運営費補助　　　　　１件
企業内託児保育施設助成
　　　　　　　　　　１件

　地域の実情や、子育て世代における生活・就労形態の多様化に応じた保育
サービスを提供するため、特別保育事業として「障害児保育事業」「保育所
地域活動事業」「延長保育事業」「一時預かり事業」及び「地域子育て支援
拠点事業」を実施する事業者に対し運営費を補助する。
　また、従業員のために事業所内に保育施設を設置し運営を行う事業者に対
し、管理運営に要する経費を助成し、保育環境の充実を図る。

計

画

値

実

績

値

１　生活・就労形態の多様化に応じた特別保育事業を実施し、子育て環境の
　充実を図った。
　(1) 特別保育事業　　　　　　　　 　　　  　　　　　　　7,748,360円
　(2) 地域子育て支援拠点事業（利用者延べ人数3,469人）　　7,450,354円
　(3) 平成29年度子ども・子育て支援交付金返還金　　　　　 2,740,000円
２　社会福祉法人遠野市保育協会に対して運営費補助金を交付し、保育所・
　認定こども園の円滑な運営を推進した。　　　　　　　　　37,829,000円
３　企業内託児保育施設設置者に対して管理運営に要する経費の一部を助成
　し、職場の子育て環境の充実を図った。　　　　　　 　　　　500,000円

特別保育事業　　　４事業
　障害児保育　　　　５人
　保育所地域活動　　13園
　延長保育　　 延べ765人
　一時預かり　　延べ96人
地域子育て支援センター　
　　　　　　　　　１カ所
運営費補助　　　　　１件
企業内託児保育施設助成
　　　　　　　　　　１件

単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

保育所等運営事業費（保育所運営委託）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

295,210,748102,066,1600567,444,740964,721,648968,710,000

【利用定員】
認可保育所　　　　 780人
認定こども園　　　 180人
合計　　　　　 　　960人

　保育の受け皿として、市内12カ所の保育所の運営を委託し、２カ所の認定
こども園の運営費を国の定める基準により負担することで、安心して子ども
を保育・教育することができる環境を提供し、児童の健全な育成を図る。

計

画

値

実

績

値

　市内12カ所の保育所の運営を委託し、２カ所の認定こども園の運営費を負
担することにより、保護者が安心して子どもを預けることができる環境の構
築と児童の健全な育成に努めた。
【年度末　入所児童数】
　遠野 101人（ 91.8%）、神明　76人（84.4%）、綾織　48人（80.0%）、
　岩滝　31人（103.3%）、附馬牛34人（85.0%）、白岩 102人（92.7%）、
　松崎　49人（ 81.7%）、土淵　65人（92.9%）、青笹　99人（99.0%）、
　上郷　52人（104.0%）、宮守　52人（69.3%）、達曽部35人（87.5%）、
　鱒沢　12人（ 60.0%）、聖光　91人（86.6%）　合計 847人（88.2%）　
　※括弧内の記載割合は定員に対する充足率

【年齢別入所児童数】
０歳児　　　　　　 111人
１歳児　　　　　　 108人
２歳児　　　　　　 139人
３歳児　　　　　　 144人
４歳児　　　　　　 167人
５歳児　　　　　　 178人
合計　　　　　　　 847人
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単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

とおのスタイル結婚応援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

796,710000796,7101,494,000

婚活企画スキル向上研修
　　　　　　　　　　２回
自己演出力アップセミナー
　　  ８回（男女各４回）
婚活イベント    　　５回

　少子化対策事業の一環として、「人材育成とネットワークづくり」及び「
出会いの場の創出」という二つの目的を掲げ、独身者の交流を図る。
　市内各地区センター、事業所から市が開催する出会い・婚活イベントの企
画スキル向上研修会に参加し、婚活事業主催者としての人材の育成を図る。
　また、自己演出力アップセミナーを開催し、独身者の自己演出力及び婚活
力向上を目指す。

計

画

値

実

績

値

　婚活イベント等企画スキル向上研修及び自己演出力アップセミナーを開催
することにより、出会いの場をマネージメントする能力の向上と、独身者の
自己演出力及び婚活力の向上を図った。
　また婚活イベントを開催し、独身男女の出会いの場の創出と機運の醸成を
図り、少子化対策の一環として寄与した。
　婚活企画スキル向上研修　　　　　　　１回開催　12人参加
　自己演出力アップセミナー（男性向け）４回開催　34人参加　
　自己演出力アップセミナー（女性向け）４回開催　17人参加　
　婚活イベント「とおの縁結び」　　　　４回開催　51人参加　

婚活企画スキル向上研修
　　　　　　　　　　１回
自己演出力アップセミナー
　　　８回（男女各４回）
婚活イベント　　　　４回

単位：円

款03 項02 目02

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童措置費

事

業

内

容

成

果

子育て応援宣言のまち推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,418,7551,900,00001,807,0005,125,7556,682,000

１　育児援助依頼件数　　
　　　　　　　　　　30件
２　わらすっこ基金助成金
　交付　　　　　　４団体
３　写真立て等贈呈人数
　　　　　　　　　 150人

１　地域子育て応援推進事業
　　地域において、育児の援助をしたい人と育児の援助を受けたい人を会員
　として組織化し、会員同士が相互援助活動を支援することで、児童福祉の
　向上を目指し地域での子育て支援体制を充実する。
２　わらすっこ基金助成事業
　　遠野市わらすっこ基金助成要綱に基づき、地域社会で子どもが健やかに
　育つ環境づくりの活動を普及・推進するため、遠野市わらすっこ基金を活
　用し助成金を交付する。
３　わらすっこ応援券交付事業
　　遠野市わらすっこの誕生応援事業実施要綱に基づき、出生した児童の保
　護者に写真立てと１万円分のわらすっこ応援券を贈呈する。

計

画

値

実

績

値

１　地域子育て応援推進事業
　　ファミリー・サポート・センターを開設して３年目を迎え、育児を援助
　したい人（まかせて会員）と育児の援助を受けたい人（おねがい会員）を
　マッチングし、相互援助活動を支援することで、子育て支援の環境整備を
　推進した。
２　わらすっこ基金助成事業
　　子どもが健やかに育つ環境づくりの活動を普及・推進するため、活動団
　体に対し助成金を交付した。
３　わらすっこ応援券交付事業
　　出生のお祝いとして、市内産の木材で作成した写真立てと１万円分のわ
　らすっこ応援券を交付した。

１　おねがい会員（援助依
　頼）　　　　　　　80人
　　まかせて会員（地域で
　援助）　　　　　　53人
　　事前打合せ　　　15件
　　援助活動　　　　45件
２　わらすっこ基金助成金
　交付　　　　　　３団体
３　写真立て等贈呈人数　
　　　　　　　　　 164人

57民生費 --



単位：円

款03 項02 目04

事 業 名

民生費 児童福祉費 児童福祉施設費

事

業

内

容

成

果

わらすっこの居場所整備推進調査事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

367,238000367,238800,000

児童館整備基本方針の検討　市内の児童数の減少、核家族化による世帯の増加や偏在化が進むなか、児
童館、児童クラブについて、将来を見据えた視点のもと、地域住民、関係機
関と共通認識を図りながら、今後の整備方針の検討を行う。
１　白岩児童館　築40年を経過し老朽化が顕著
２　青笹児童館　利用児童数に対して活動場所が手狭
３　土淵児童クラブ　地区センター内設置で環境の整備が必要

計

画

値

実

績

値

　地域懇談会の開催及び施設整備に向けた先進地視察研修により、白岩・青
笹・土淵の２館１クラブの地域の実情に合わせた整備の在り方を検討した。
１　白岩児童館　市内児童館の拠点としての役割を担っていることから「児
　童センター」としての形態も視野に入れ、地域の将来を見据えた中、他の
　社会資本整備と併せて検討する。
２　青笹児童館　平成18年度に保育園、児童館を合築して整備したが、利用
　児童の増加により手狭となっている現状を踏まえ、遠野市保育協会と調整
　し増築を検討する。
３　土淵児童クラブ　現状の地区センター内設置型を踏まえ、施設改修計画
　と連動した整備を検討する。

地域懇談会　　　　２地区
懇談会参加者　　　　73人
先進地視察　　　　　２回
事業報告書作成

単位：円

款03 項02 目03

事 業 名

民生費 児童福祉費 母子福祉費

事

業

内

容

成

果

寡婦等医療費給付事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,794,4780003,794,4784,220,000

受給者証保有者数
　　　　　　　　　 147人

給付延べ見込者数
　　　　　　　　 　960人

一人当たり給付費
　　　　　　　　 5,210円

　母子及び寡婦福祉法に規定する寡婦のうち69歳までの者に対して医療費の
一部を給付し、寡婦家庭の健康保持と福祉の増進を図る。

計

画

値

実

績

値

　医療費の自己負担額の２分の１の額を給付し、寡婦家庭の医療費の負担軽
減を図った。
　支給総額は3,478,901円となった。

受給者証保有者数
　　　　　　　　　 128人

給付延べ実績者数
　　　　　　　　 　891人

一人当たり給付費
　　　　　　　　 3,904円

58民生費 --



款03 項03 目01

事 業 名

民生費 生活保護費 生活保護総務費

事

業

内

容

成

果

生活保護適正実施推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,320,362002,786,0265,106,3885,701,000

１　診療報酬明細書等点検
　充実事業
　　診療報酬の適正な支払
　及び被保護者の適切な処
　遇の確保を図る。
　①資格点検　　 4,800件
　②内容点検　　 4,800件
２　認定事務適正化事業
　　扶養義務者の扶養能力
　について必要な調査を行
　い、保護の適正な実施を
　図る。
　①文書等による扶養能力
　　調査　　　　　 400件
　②実地（管外）による扶
　　養能力調査　　　８件
３　関係職員研修啓発事業
　　生活保護行政を推進す
　るために必要な基盤整備
　を図り適正な保護の実施
　と運営を図る。
　①生活保護関係職員研修
　　会　　　　　　　２回
４　被保護者就労支援事業
　　就労支援員（非常勤職
　員）の配置　　　　１人

　生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化等によ
る医療扶助の適正化、収入資産・扶養能力調査の充実強化による認定事務の
適正化、生活保護関係職員の資質向上のための研修実施等、各種適正化の取
組を推進する。
　また、就労支援員を配置し、被保護者に対する意欲喚起、面接指導、履歴
書添削等の就労支援を実施する。

計

画

値

実

績

値

１　診療報酬明細書等点検充実事業
　　診療報酬明細書等点検業務を委託し、専門的見地から点検を実施した結
　果、適正な医療扶助の支払を図ることができた。

２　認定事務適正化事業
　　扶養義務者の扶養能力について必要な調査を行い、保護の適正な実施を
　図った。

３　関係職員研修啓発事業
　　生活保護関係職員研修会への参加により習得したことを生活保護の適正
　実施に活かすことができた。

４　被保護者就労支援事業
　　就労支援員を配置し、ハローワーク等の関係機関との連携のもと被保護
　者に対して訪問面接等により意欲喚起や求人情報の提供といった支援を行
　った。

１　診療報酬明細書等点検
　充実事業
　①資格点検　　 5,225件
　②内容点検　　 4,807件
２　認定事務適正化事業
　①文書等による扶養能力
　　調査　　　　　 119件
　②実地（管外）による扶
　　養能力調査　　　０件
３　関係職員研修啓発事業
　①生活保護関係職員研修
　　会　　　　　　　１回
４　被保護者就労支援事業
　　就労支援員（非常勤職
　員）の配置　　　　１人

単位：円

59民生費 --



款03 項03 目02

事 業 名

民生費 生活保護費 扶助費

事

業

内

容

成

果

生活保護費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

93,382,0604,066,3790281,147,746378,596,185392,728,000

各扶助の計画値（平成30年
度当初）
１　生活扶助　　 　237人
２　住宅扶助　　 100世帯
３　教育扶助　　　　９人
４　介護扶助　　　　52人
５　医療扶助　　　 235人
６　救護施設事務費　４人

　生活保護は、様々な事情で生活に困窮している世帯の最低生活保障と自立
を助長する制度である。
１　生活扶助　衣食その他日常生活の需要を満たすために必要なもの
２　住宅扶助　住居、補修その他の住宅維持のために必要なもの
３　教育扶助　義務教育に伴って必要な教科書その他の学用品、通学用品な
　　　　　　　ど
４　介護扶助　介護保険法で定める要介護者（要支援者）に対して必要な介
　　　　　　　護サービスなど
５　医療扶助　医療機関において受ける診察、薬剤又は治療材料、入院によ
　　　　　　　る療養など
６　施設事務費　救護施設に入所している人員に応じて、事務費を扶助する
７　その他扶助費　出産扶助、生業扶助、葬祭扶助

計

画

値

実

績

値

１　保護の相談・申請時における窓口対応については、生活保護制度の説明
　を行い、申請意思及び急迫状況の確認に努めた。
　　また、申請に至らなかった場合であっても必要に応じて自立生活相談窓
　口などの関係機関につなげる対応を行った。

２　被保護世帯の自立に向け、定期的な訪問活動等を通じて援助方針に基づ
　いた支援及び指導を行った。

【保護申請・開始・廃止の状況】
１　申請　30件

２　開始　22件　①傷病４　②働いていた者の離別３　③失業３　
　　　　　　　　④老齢による収入減３　⑤貯金等減少・喪失６
　　　　　　　　⑥その他３

３　廃止　25件　①死亡７　②働きによる収入の増加・取得４
　　　　　　　　③社会保障給付金の増加２　④施設入所３　
　　　　　　　　⑤ケース移管２　⑥その他７

各扶助の実績値（平成30年
度末）
１　生活扶助　　　 215人
２　住宅扶助　　　91世帯
３　教育扶助　　　　７人
４　介護扶助　　　　48人
５　医療扶助　　　 229人
６　救護施設事務費　３人

単位：円
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単位：円

款04 項01 目01

事 業 名

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

事

業

内

容

成

果

水道事業会計補助金

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

160,725,000000160,725,000160,998,000

基本料金（月額）
　５m3まで　　　 1,800円
　６m3から10m3まで
　　　　　　　　 2,400円

超過料金
　（10m3を超える額）
　　　１m3につき　 216円

　地理的要因による水道料金格差を是正し、水道事業会計の健全化を図るた
め、総務省の繰出基準に基づき補助金を交付する。

計

画

値

実

績

値

　簡易水道事業の資本費負担等が軽減され、水道料金の高騰を防ぎ、水道事
業会計の健全化が図られた。

基本料金（月額）
　５m3まで　　　 1,800円
　６m3から10m3まで
　　　　　　　　 2,400円

超過料金
　（10m3を超える額）
　　　１m3につき　 216円

61衛生費 --



款04 項01 目01

事 業 名

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

事

業

内

容

成

果

水道ビジョン推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

31,540,280092,800,0000124,340,280125,140,000

上水道管路耐震化事業
　　　　　　　　　　３件

水道施設耐震化等推進事業
　　　　　　　　　　４件

小規模給水施設設備改良事
業　　　　　　　　　３件

　水道ビジョンに基づき、災害対策の観点から実施する老朽した水道管路の
耐震化事業及び水道施設耐震化等推進事業に対し、総務省繰出基準に基づき
出資を行う。また、小規模給水施設の適正な管理と老朽施設等の計画的な更
新を行う。

計

画

値

実

績

値

　上水道の３工区で計 613ｍの配水管布設替工事を実施し耐震化を図った。
水道施設耐震化等推進事業は、３工区で計 2,587ｍの配水管布設替工事を実
施したほか次年度工事に係る実施設計業務を委託した。
　また、小規模給水施設は、大野平地区で配水管布設替工事を実施したほか
設備更新工事を実施した。

【上水道管路耐震化事業】
　上水道配水管布設替（八幡２工区）工事
　　φ150…L=234m、φ75…L=11m
　上水道配水管布設替（白岩１工区）工事
　　φ150…L=230m、φ75…L=39m
　上水道配水管布設替（八幡３工区）工事
　　φ150…L=94m、φ75…L=5m
【水道施設耐震化等推進事業】
　水道施設耐震化等推進事業（柏崎１工区）工事
　　φ350…L=467m、φ75…L=25m
　水道施設耐震化等推進事業（柏崎２工区）工事
　　φ350…L=625m、φ75…L=387m
　水道施設耐震化等推進事業（柏崎３工区）工事
　　φ350…L=1,056m、φ75…L=27m
　水道施設耐震化等推進事業実施設計業務委託
【小規模給水施設設備改良事業】
　小規模給水施設大野平１工区配水管布設替工事
　蛇野加圧ポンプ場送水ポンプ周り配管更新工事
　蛇野地区仕切弁設置工事

上水道管路耐震化事業
　　　　　　　　　　３件

水道施設耐震化等推進事業
　　　　　　　　　　４件

小規模給水施設設備改良事
業　　　　　　　　　３件

単位：円
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単位：円

款04 項01 目01

事 業 名

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

事

業

内

容

成

果

ＩＣＴ健康づくり事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

30,441,72235,689,14003,633,00069,763,86270,967,000

参加者　　　 　　1,200人
参加事業所　　　５事業所
活動拠点　　　　　13会場
運動教室開催　　　11会場
アンバサダー養成   150人
コンシェルジュ養成  12人

　情報通信技術を活用して、市民の健康状態をデータで蓄積し、それぞれに
応じた健康・福祉の情報を提供するとともに、看護師等と参加者が連携した
健康づくりと疾病の予防を図る。
　また、運動無関心層と運動不十分層の行動変容を促すため、インセンティ
ブ付き運動・スポーツプログラムを実施するほか、各地区センターを地域の
運動推進拠点として位置付け、地域での人の回遊を活発化させるとともに、
市内事業所と連携した取組を強化する。
　さらに事業効果を高めるため、健康づくりを支援する人材養成に努める。

計

画

値

実

績

値

　インターネット回線を活用して、ＩＣＴによる健康づくり（歩数・血圧・
体組成等の計測）を市内13会場で実施した。
　また、健康づくりへの取組や成果に応じてポイントを付与する健幸ポイン
ト事業と、筋力の維持・向上を目指した運動教室は、口コミによる着実な参
加者の拡大と筋肉量の増加が見られ、参加者一人当たりの医療費削減にもつ
ながった。
　地区センターを各地域の推進拠点としたことで、地域での人の回遊を活発
化させるとともに、市内事業所の参加によって、就労層の健康づくりが促進
された。
　さらに健康づくりを支援するため、アンバサダー、コンシェルジュなど人
材の養成に努めた。

参加者　　　　　 1,042人
参加事業所　　　５事業所
活動拠点　　　　　13会場
運動教室開催　　　11会場
　　　　　　　　　 569回
　　　　　 延べ 15,846人
アンバサダー養成　 155人
コンシェルジュ養成　26人

単位：円

款04 項01 目01

事 業 名

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

事

業

内

容

成

果

地域医療環境整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

11,943,592346,3290012,289,92112,755,000

休日救急医療診療　　72日

日曜急患歯科診療　　53日

救急医療講習会　　　２回

１　一般社団法人遠野市医師会に委託し、休日救急医療体制を確保する。
２　遠野歯科医師会に委託し、日曜急患歯科診療を確保する。
３　岩手中部医療圏の休日及び夜間の第２次救急医療体制を確保する。
４　市内の医師不足を解消するため、県立遠野病院勤務医及び市内開業医の
　新規着任に向けた医師の招へい活動を実施する。
５　救急医療週間中に救急医療知識の啓発及び普及活動を実施する。

計

画

値

実

績

値

１　一般社団法人遠野市医師会協力のもとに休日・日曜診療当番を計画的に
　実施した。
２　遠野歯科医師会協力のもとに日曜診療当番を計画的に実施した。
３　市内及び中部地域の救急指定医療機関との連携により、市民生活におけ
　る救急医療体制を確保した。
４　県立遠野病院勤務医及び市内開業医の新規着任に向け、全国の学術大会
　に参加する医師等と懇談し、医師招へいに伴う活動を実施した。
５　一般社団法人遠野市医師会及び遠野消防署と連携し、救急医療週間に合
　わせて、夫婦等を対象とした「パパとママの乳幼児応急手当講習会」や市
　内の看護師を講師に招いた「こころの病気とメンタルヘルス講演会」を開
　催しながら救急医療の市民啓発を実施した。

休日救急医療診療
　  72日（患者 1,819人）

日曜急患歯科診療
　　53日（患者 　156人）

救急医療講習会等
　　 　　  ２回（181人）

63衛生費 --



単位：円

款04 項01 目02

事 業 名

衛生費 保健衛生費 予防費

事

業

内

容

成

果

予防接種費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

55,201,986002,274,33757,476,32360,067,000

ＢＣＧ接種率　　95％以上
麻しん風しん接種率
　　　　　　　　95％以上
高齢者インフルエンザ
接種率　 　　　 60％以上
高齢者肺炎球菌接種率
　　　　　　　  30％以上

　予防接種法に基づく定期の予防接種を実施することにより、伝染のおそれ
のある疾病の発生及びまん延を予防する。
１　Ａ類疾病の予防接種（集団予防に重点、努力義務あり）
　　乳幼児・児童生徒を対象に接種費用を全額助成し、集団・個別接種
　　ワクチンの種類：Ｂ型肝炎、ヒブ、小児肺炎球菌、四種混合、ＢＣＧ
　　　　　　　　　　麻しん風しん、水痘、日本脳炎、二種混合
２　Ｂ類疾病の予防接種（個人予防に重点、努力義務なし）
　　高齢者を対象に接種費用を一部助成し、個別接種
　　ワクチンの種類：高齢者インフルエンザ、高齢者肺炎球菌

計

画

値

実

績

値

１　乳幼児対象の予防接種は、集団接種と個別接種による接種機会を確保し
　さらに岩手県広域的予防接種事業に取り組み、接種率向上につなげた。
２　未接種者に対し、乳幼児健診や相談事業において個別の接種勧奨を積極
　的に行い接種を促し、接種率向上に努めた。
３　特定感染症である結核（ＢＣＧ）と麻しん風しんの予防接種は、国の接
　種率目標値である95％以上を達成した。
４　高齢者のインフルエンザ及び肺炎球菌予防接種は、いずれも当市が目指
　す接種率を達成し感染症のまん延が予防できた。

ＢＣＧ接種率　　　98.6％
麻しん風しん接種率
　　　　　　　　　96.2％
高齢者インフルエンザ
接種率　 　　 　　60.8％
高齢者肺炎球菌接種率
　　　　　　　 　 33.5％

64衛生費 --



款04 項01 目03

事 業 名

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進事業費

事

業

内

容

成

果

生活習慣病予防プログラム推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

52,638,9889,394,50002,582,00064,615,48866,284,000

がん検診受診率　　　40％
(法で定める検診５種：胃･
肺・大腸・乳・子宮頸部)

　健康増進法及びがん対策基本法（第三期がん対策推進基本計画）に基づき
一次予防（健康増進・疾病予防）及び二次予防（早期発見・早期治療）に重
点をおいた事業を実施する。
１　健康診査：各種がん検診（胃･肺･大腸･乳･子宮頸部･前立腺）、骨粗鬆
　症、成人歯科、肝炎ウイルス、基本健康診査、結核の各種検診の実施。
２　重症化対策：各種検診の精密検査未受診者と要治療者に対し、受診の有
　無の追跡調査を行い、未受診者に対しては受診勧奨する。また、必要に応
　じて相談や指導等を行う。
３　健康教育：地域、事業所等での健康づくり教室を開催する。歯科保健事
　業の新規事業として口腔機能強化指導事業を実施。
４　健康相談：健康増進、疾病予防、健診事後等の個別相談に対応する。
５　訪問指導：要指導者への保健指導を実施する。
６　地区活動：保健推進委員、食生活改善推進員及び運動普及推進員などの
　地域の健康づくりを担うサポーターの育成及び支援を行い、協同による健
　康増進活動を展開する。　

計

画

値

実

績

値

１　がん検診の受診率は計画値を下回ったが、概ね前年度同様の受診率とな
　った。保健推進委員や地区広報、ケーブルテレビ等による受診勧奨、遠野
　すずらん振興協同組合との連携、冬季の追加検診前の就労世代への再勧奨
　等により検診の重要性を訴え、がんの早期発見・早期治療に努めた。
２　精密検査の受診の有無を全数把握し、未受診者に受診勧奨を行った。若
　年期のハイリスク者に対し保健指導等を実施し、早い年代からの重症化予
　防に努めた。
３　地域や各団体、市内企業等で、生活習慣病や介護予防等に関する健康講
　座を実施し、知識や実践への動機付けなど普及啓発に努めた。
４　来所や電話などの個別の相談に対応し、疾病予防への指導や不安の解消
　を図った。
５　精密検査未受診者や将来の重症化が予測されるハイリスク者、保健・医
　療・福祉の連携による複合的支援が必要な者等を訪問し、相談や保健指導
　等を実施し、治療につなげた。
６　地区組織と連携し、身近な地域単位での健康づくり事業を推進すること
　で、住民相互の健康意識の向上や行動変容を図るよう努めた。

がん検診受診率　　32.7％

胃がん　　　　　　27.3％
肺がん　　　　　　36.7％
大腸がん　　　　　37.5％
乳がん　　　　　　31.4％
子宮頸がん　　　　23.9％

単位：円
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単位：円

款04 項01 目03

事 業 名

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進事業費

事

業

内

容

成

果

子どもの体力づくりプログラム推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

840,866000840,866862,000

児童運動能力アップトレー
ニング事業参加者数
　　　　　　　　 1,200人
キッズ元気アップ応援隊参
加者数　　　　　 1,550人

１　児童運動能力アップトレーニング事業
　　児童の運動能力向上に結びつけるとともに、スポーツに対する意欲や関
　心を醸成するため、希望する市内小学校に外部講師を派遣する。
２　キッズ元気アップ応援隊
　　各保育園等を会場に、園児及び未就学児並びに保護者を対象としたリズ
　ム体操等の教室を開催し、バランス感覚や運動能力の向上を図る。

計

画

値

実

績

値

１　児童運動能力アップトレーニング事業
　　市内小学校で水泳教室26回、スケート教室６回、陸上競技教室１回を実
　施し、各種目の基礎や大会出場のための強化など専門的な指導を行い、児
　童の運動能力の向上に寄与した。
２　キッズ元気アップ応援隊
　　新たにこども園や幼稚園で実施したほか、子育て支援センターでの親子
　教室の開催を増やし、幼少期における運動能力の向上と、親子での運動機
　会の拡大に寄与した。

児童運動能力アップトレー
ニング事業参加者数
　　市内10校1,303人/33回
キッズ元気アップ応援隊参
加者数　　市内16保育園等
　　　　　1,530人/80教室

単位：円

款04 項01 目03

事 業 名

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進事業費

事

業

内

容

成

果

健康スポーツプログラム推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,835,1741,083,100002,918,2743,221,000

健康スポーツ教室参加者数
　　　　　　　　 2,100人

　スポーツ参画人口を拡大させるため、市民センターと地区センターを会場
として定期的に参加できる健康スポーツ教室を開催し、運動するきっかけや
機会を提供する。

計

画

値

実

績

値

　市民センターでは水中ウォーキングやエクササイズ、リズム体操の教室の
実施、各地区センターでは地域から要望があったテーマに沿った教室を実施
した。
　教室参加者数は前年を上回り、健康づくりに取り組む市民の増加が図られ
た。

健康スポーツ教室参加者数
　　　　　　　　 3,280人
　市民センター
　 　　　　2,112人/112回
　地区センター
　　　　　 1,168人/130回
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款04 項01 目03

事 業 名

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進事業費

事

業

内

容

成

果

ぱすぽる推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,433,2309,900001,443,1301,598,000

朝食を食べる小中学生の割
合　
平成30年度の目標　95.0％
　
食育講座・講演会
　小学生　 　24回　300人
　中学生　　 ３回　450人
　高校生　　 ３回　240人
　青年（親） ２回　 ９人
　中高年　　 60回1,200人
食生活改善推進員の育成研
修会　　　　 20回　300人
食育推進ネットワーク会議
　　　　　　　　　  ３回
市民向け食育イベント
　ぱすぽる食育まつり
　　　　　　　 １回350人
　

　市民が生涯を通して健康な生活を送るために「食」が基本であることの認
識に立ち、ライフステージに合わせた食育を行う。
　また、食育の推進については健康づくりサポーターの一員である食生活改
善推進員の資質向上を図り、組織活動を支援する。
　第２次遠野市食育推進計画とおのっこプランの推進母体「遠野市食育推進
ネットワーク会議」の事務局として活動を支援する。

計

画

値

実

績

値

１　ライフステージに合わせ調理実習を含む食育講座や講演会を開催
　<小学生対象>
　　ちびっこ栄養教室、親子の食育講座を通して、正しい食習慣やマナーを
　身に着ける機会となった。
　<中・高校生対象>
　　講演会や食育講座を通して、望ましい生活習慣と食事の重要性を学ぶ機
　会となった。
　<成人・高齢者対象>
　　男の料理教室を開催。男性一人一人が食について見直す機会となった。
２　市民向け食育イベントの開催
　　食育の拠点である総合食育センターにおいて「ぱすぽる食育まつり」を
　開催し、食を通じた健康づくりへの関心を高めた。
３　食生活改善推進員の組織育成支援
　　研修会を実施し、活動に必要な知識や技術向上のための支援を行ったほ
　か、市民に対する食の関心を高める機会として広報に食育レシピを掲載し
　た。
４　遠野市食育推進ネットワーク会議の活動支援
　　遠野市食育協力店事業を立ち上げ、地産地消・栄養成分表示・食品ロス
　・郷土の食文化継承などの活動をする飲食店等を「食育協力店」として登
　録し、食育の普及啓発と情報発信を行った。
　　

朝食を食べる小中学生の割
合　
平成30年度　　　  91.1％
　内訳　小学校　　97.2％
　　　　中学校　　86.6％

食育講座・講演会
　小学生　　 18回　257人
　中学生　　 17回　559人
　高校生　　 ３回　213人
　青年（親） ２回　 ９人
　中高年　 　76回1,283人
食生活改善推進員の育成研
修会　　　 　42回　582人
食育推進ネットワーク会議
　　　　　　　　　  ３回
市民向け食育イベント
　ぱすぽる食育まつり
　　　　　　　 １回400人
　

単位：円
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単位：円

款04 項01 目04

事 業 名

衛生費 保健衛生費 母子保健費

事

業

内

容

成

果

すこやか子育て保健事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

26,205,99300800,00027,005,99329,123,000

乳児・産婦家庭訪問実施率
　　　　　　　　　 100％

乳幼児健康診査受診率
（４種類） 　 　97％以上

３歳児むし歯有病率
　　　　　　　　30％以下

　妊産婦及び乳幼児を対象に、訪問指導、健康診査、健康相談等を切れ目な
く行うことで、保護者の育児不安を軽減し、安心して子育てができ全ての子
どもが健やかに生まれ育つことを支援する。
１　家庭訪問（妊産婦及び乳幼児への訪問指導、養育支援訪問）
２　健康診査（妊産婦及び乳幼児の健康診査、歯科健康診査、新生児聴覚検
　　　　　　　査一部助成、精密検査費用助成）
３　健康相談（育児相談、随時の来所・電話相談等）
４　健康教育（歯科相談、離乳食指導等）

計

画

値

実

績

値

１　乳児（新生児含む）及び産婦訪問は 100％実施できた。母と子の心身の
　状況や養育環境に合わせた支援を行い、育児不安の軽減に努めた。さらな
　る支援が必要な家庭には、養育支援訪問を行い、安心して子育てができる
　よう支援を継続した。
２　乳幼児健康診査は、対象者全員が受診した。健康診査や健康相談におい
　て全ての小児の状況を把握し、疾病の早期発見と対応に努めるとともに、
　親子が発信する育てにくさ（育児上の困難感）のサインや育児への不安・
　困難感を受け止め、妊娠期から継続した切れ目ない支援を実施した。
３　生後６カ月から半年毎の歯科指導を継続したことにより、３歳児のむし
　歯有病率が前年度の26.0％から19.4％に改善した。

乳児・産婦家庭訪問実施率
　　　　　　　　　 100％

乳幼児健康診査受診率
（４種類）　　　   100％

３歳児むし歯有病率
　　　　　　　　　19.4％

単位：円

款04 項01 目04

事 業 名

衛生費 保健衛生費 母子保健費

事

業

内

容

成

果

助産院ねっと・ゆりかご推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,228,86315,00003,445,0005,688,8636,679,000

助産院利用率　　　　70％
妊婦指導実施率　　　80％
産後健康診査助成数 180件
産後ケア実施件数　　50件

妊娠・出産に満足している
者の割合　　　　85％以上

１　市内に出産を取扱う施設がないため、妊産婦とその家族の身体的及び不
　安の軽減を図るため、市助産院の助産師による支援を行う。　
２　妊娠中から、個別の相談支援や母親同士の仲間づくりを促し、妊婦が孤
　立せず安心して妊娠期を過ごし、出産と育児に臨めるよう支援する。
３　産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、母親の心身の
　不調を早期に発見し適切な支援につなげるため、産後２週間と１カ月に行
　われる産後健康診査への費用助成を新規に行う。
４　出産後、母親の身体的回復と精神的安定を促し、健やかな育児ができる
　よう、授乳指導や乳房のケア、子の状況に応じた育児指導等の産後ケアを
　実施する。

計

画

値

実

績

値

１　平成30年度に出産し妊娠中に市内在住であった 161人のうち助産院利用
　者は136人（84.5％）であり、妊婦相談支援の場として認知されている。
２　妊婦を対象に、入院のタイミング、緊急時の対応、産後の経過、諸手続
　等について家庭訪問等で個別指導を行った。実施率は97.3％と高く、安心
　・安全な出産のための不安軽減に努めた。
３　新規に実施した産後健康診査への費用助成は、見込みを上回る 208件の
　利用があり、心身不調が把握でき産後ケアなどの支援につながった。
４　産後ケアは、見込み数を大幅に上回る 118件に、家庭訪問や助産院への
　来所によって授乳指導や乳房のケア、育児指導を行った。
５　産後間もない時期に支援が必要な母子をきめ細やかに把握し、適切な支
　援ができた。妊娠・出産に満足している者の割合は、95.8％と高い。

助産院利用率　　　84.5％
妊婦指導実施率　　97.3％
産後健康診査助成数 208件
産後ケア実施件数　 118件

妊娠・出産に満足している
者の割合　　　　　95.8％
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単位：円

款04 項01 目04

事 業 名

衛生費 保健衛生費 母子保健費

事

業

内

容

成

果

母子あんしん相談支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,294,233002,506,0003,800,2334,272,000

専任職員の配置　　　３人
　（助産師　　　　２人）
　（非常勤保健師　１人）

相談専用電話の設置　３台
　　（携帯電話１台含む）

　核家族化、地域のつながりの希薄化等による不安や負担を軽減し、若い世
代が安心して妊娠・出産・子育てができるよう支援する。
　妊娠期から子育て期の様々なニーズに対応する専任職員を配置、相談専用
電話を設置し、市助産院を総合相談窓口としてワンストップ化を図り、子育
て世代包括支援体制を整備し切れ目なく必要な支援を行う。

計

画

値

実

績

値

１　妊娠・出産期に特化した相談は助産師が対応し、対応件数延べ 997件。
　子育て期に特化した保健師による対応件数は、延べ 982件であった。妊娠
　期から子育て期にわたる様々なニーズに対応した。
２　対応件数のうち、電話・メール対応が 667件（33.7％）。相談専用電話
　があることで、必要時すぐ対応ができ安心感につながっている。
３　こども政策課と協働でケース検討会を開催。支援が必要な家庭について
　適切な対応を検討し、子育ての孤立化を防ぎ、虐待防止を図った。
４　市内の子育て支援関係者との意見交換会を開催し、子育て世代への支援
　について連携を図った。

専任職員の配置　　　３人
　（助産師　　　　２人）
　（非常勤保健師　１人）

相談専用電話の設置　３台
　　（携帯電話１台含む）

単位：円

款04 項01 目04

事 業 名

衛生費 保健衛生費 母子保健費

事

業

内

容

成

果

わらすっこ任意予防接種事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,368,1690008,368,1699,299,000

ロタウイルスワクチン
接種見込件数　　 　220件

おたふくかぜワクチン
接種見込件数 　 　 150件

小児インフルエンザワクチ
ン接種者見込件数（率）
１回目　2,130件  （60％)
２回目　1,350件  （60％)

　乳幼児の感染症の発症と重症化防止、保護者の経済的負担軽減を目的に、
予防接種法に基づかない任意の予防接種（ロタウイルス（１人２回）、おた
ふくかぜ、小児インフルエンザ）について、接種費用の全額又は一部助成を
実施する。
　特に、小児インフルエンザワクチン接種は、生後６カ月から高校生までを
対象に費用助成を行っているが、13歳未満（小学６年生まで）については２
回接種が望ましいことから、平成30年度から費用助成回数をこれまでの１回
から２回に拡充する。

計

画

値

実

績

値

　小児インフルエンザワクチン２回目の接種率は、１回目と同程度の接種率
であり、費用助成により２回接種を促進した。
　任意の予防接種は、接種費用が全額保護者負担となるため、これまで接種
を希望する者が限られていたが、接種費用を助成するにことにより経済的負
担が軽減され、接種者数が増加し、集団発症の防止、重症化の予防に役立っ
ている。

ロタウイルスワクチン
接種件数　　　　 　237件
　
おたふくかぜワクチン
接種件数　　　　　 101件

小児インフルエンザワクチ
ン接種件数
１回目　1,965件（56.3％)
２回目　1,248件（57.5％)
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単位：円

款04 項01 目05

事 業 名

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

事

業

内

容

成

果

ごみダイエット事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

03,200,000003,200,0003,200,000

市民一人１日当たりごみ排
出量　　　　　　　 834ｇ
資源集団回収実施団体
　　　　　　　　　50団体
廃棄物のリサイクル回収量
（資源集団回収量） 297ｔ

　資源循環型社会の構築を推進するため、遠野市公衆衛生組合連合会が実施
する資源ごみのリサイクル、ごみの減量化等に関する事業に対して財政的支
援を行う。

計

画

値

実

績

値

　ごみ減量化を進めるため、自治会など各種団体に対して環境学習会を実施
した。
　資源ごみ分別への取組を強化するため、遠野テレビＣＭによる周知を行っ
た。
　もえるごみ処理手数料有料化に伴い、駆け込み排出などの影響もあり、市
民一人１日当たりのごみ排出量が計画値を82ｇ上回った。
　資源集団回収事業は、実施団体数が計画値を超えており、回収量も計画値
を５ｔ上回った。リサイクルの意識高揚と、多くの団体の協力により実施す
ることができた。
　

市民一人１日当たりごみ排
出量　　　　　　　 916ｇ
資源集団回収実施団体
　　　　　　　　　53団体
廃棄物のリサイクル回収量
（資源集団回収量） 302ｔ

単位：円

款04 項01 目04

事 業 名

衛生費 保健衛生費 母子保健費

事

業

内

容

成

果

女性の健康サポート事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,836,5700006,836,5707,075,000

一般不妊治療費助成　10件
特定不妊治療費助成　15件
　（初回６件、継続９件）
男性不妊治療費助成　３件

通院費助成　　　　 170件

　一般不妊治療、特定不妊治療及び特定不妊治療に至る過程の一環として行
われる男性不妊治療費への助成を行い、経済的負担の軽減を図る。
　市外の産科医療機関に通院する妊婦及び産後健康診査に係る通院費を助成
し、経済的負担の軽減を図ることにより、妊婦及び産後健康診査の受診を促
進し母子の安心・安全を支援する。

計

画

値

実

績

値

１　一般不妊治療費助成は、実人数６人延べ６件の助成を行った。
２　特定不妊治療費助成は、実人数11人延べ19件と計画値を上回った。特定
　不妊治療は１回の治療で成果を得ることが難しいうえに治療費が高額とな
　ることから、治療費助成により経済的負担軽減を図り治療の継続を促進し
　た。　　
３　通院費助成は、妊婦及び産後健康診査の受診回数に応じた通院費を助成
　し、経済的負担を軽減することにより、安心・安全な出産を支援した。

一般不妊治療費助成　６件
特定不妊治療費助成　19件
　（初回５件、継続14件）
男性不妊治療費助成　０件

通院費助成　　　　 164件
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単位：円

款04 項01 目06

事 業 名

衛生費 保健衛生費 環境保全費

事

業

内

容

成

果

スマートエコライフ推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

37,0001,000,000001,037,0002,000,000

太陽光発電システム導入
　　　　　　　　　　５件

家庭用蓄電システム導入
　　　　　　　　　　５件

家庭用燃料電池システム導
入　　　　　　　　　５件

自然冷媒ヒートポンプ給湯
器導入　　　　　　　17件

　環境負荷の少ない循環型社会の構築に向け、市民の環境に対する意識の高
揚と地球温暖化防止対策の一環として、クリーンエネルギーの普及やエネル
ギーを効率的に活用したエコライフを推進するため、市民が住宅に太陽光発
電を設置する場合や、家庭用蓄電池等を設置する場合に要した経費に対し、
市内で利用可能な商品券により助成する。

計

画

値

実

績

値

　ホームページへの掲載、チラシの配布等により、事業の周知を図った。市
内の住宅用太陽光発電システムの導入は年々増えており、僅かながらもクリ
ーンエネルギーの普及推進を図ることができた。
　平成30年度から、助成対象設備に家庭用燃料電池システム及び自然冷媒ヒ
ートポンプ給湯器を追加し、さらなる普及促進を目指したものの、申請件数
は計画値を下回った。
　今後は従来の事業周知に加え、イベント等での周知活動に努めるなど、引
き続き推進を強化していく。

太陽光発電システム導入
　　　　　　　　　　７件

家庭用蓄電システム導入
　　　　　　　　　　３件

家庭用燃料電池システム導
入　　　　　　　　　０件

自然冷媒ヒートポンプ給湯
器導入　　　　　　　２件

単位：円

款04 項01 目05

事 業 名

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

事

業

内

容

成

果

浄化槽設置事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

20,901,8890013,156,58034,058,46934,284,000

浄化槽整備計画（循環型社
会形成推進地域計画）　　
平成28年度～令和２年度

全体計画　　　　　 300基
平成30年度計画　　　60基

ブロワーポンプ交換補助金
平成30年度計画　　　20基

　生活様式の多様化により、家庭から排出される生活雑排水の量が年々増加
し、生活環境の悪化や河川等の水質汚濁の要因となっている。
　このことから、し尿及び生活雑排水をより衛生的に処理するため、公共下
水道及び農業集落排水区域外の個人住宅への浄化槽の設置を推進することに
より、生活環境の改善及び公衆衛生の向上を図る。

計

画

値

実

績

値

　浄化槽を住宅に設置した個人に対して補助金を交付し、生活環境の改善及
び公衆衛生の向上の推進に寄与した。
　これに加え、特定地域で浄化槽を設置した団体に対し管理費を補助するな
ど、浄化槽のさらなる普及に努めた。

・浄化槽設置整備事業補助金　　　 32,975,000円
　　５人槽　19基　11,875,000円　　７人槽　26基　18,980,000円
　　10人槽　２基　 1,850,000円　　特定地域　　　 　270,000円
・浄化槽ブロワーポンプ交換補助金　1,000,000円
・排水設備等工事資金融資利子補給　３件　14,702円

浄化槽整備実績（循環型社
会形成推進地域計画）　　
平成28年度～令和２年度
　
全体実績　　　　　 160基
平成30年度実績　　　47基

ブロワーポンプ交換補助金
平成30年度実績　　　20基
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単位：円

款04 項01 目06

事 業 名

衛生費 保健衛生費 環境保全費

事

業

内

容

成

果

自然と暮らしの調和推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,192,222300,00001,013,2872,505,5093,427,000

市民環境団体登録数
　　　　　　　　　68団体

　遠野型環境調和社会の実現に向け、環境の保全及び創造について基本理念
を定め、市民、滞在者、事業者及び市の責務を明らかにするとともに、その
施策の基本となる事項を定め、環境の保全及び創造に関する施策を総合的か
つ計画的に推進する。
（第３次遠野市環境基本計画に基づき、環境保全等を推進）
・環境審議会開催
・「明日の遠野の環境を考えるフォーラム2018」の開催
・市民環境団体活動支援（環境フロンティア遠野）

計

画

値

実

績

値

　第３次遠野市環境基本計画に基づき環境保全団体の育成支援を行い、「明
日の遠野の環境を考えるフォーラム2018」において、市民の模範的な環境保
全活動の表彰や先進的取組を紹介するなど、遠野市環境基本計画の理念を普
及啓発することができた。
　

市民環境団体登録数
　　　　　　　　　72団体

単位：円

款04 項01 目06

事 業 名

衛生費 保健衛生費 環境保全費

事

業

内

容

成

果

新エネルギービジョン推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

92,790500,00000592,7901,258,000

審議会開催　　　　　２回

申請件数　　　　　　10件

　再生可能エネルギーに関する事業を推進しつつ、守り続けてきた景観資源
を保全し将来の世代に継承することを目的に、再生可能エネルギーが及ぼす
景観資源への影響や災害防止に係る適切な指導をするため、審議会を開催す
る。
　豊富な地域資源である木質バイオマスの利用推進のため、一般家庭におけ
る薪ストーブ導入費用の一部を、市内で利用可能な商品券で支援する。
　長期的に利用可能なストーブを支援対象とするため、ストーブ本体価格が
 100,000円以上であることを条件とし、煙突等の付随設備や設置工事費も含
めた事業費から、消費税等を控除した額を補助対象としている。
　補助率は1/5で、補助金の上限は100,000円としている。

計

画

値

実

績

値

　景観資源の保全と再生可能エネルギーの活用との調和に関する条例に基づ
き審議会を開催し、届出のあった事業者に対し、指導を行った。
　薪ストーブ導入に伴う費用負担の一部を助成することにより、木質バイオ
マスの利用促進に努めたが、補助申請は６件にとどまった。設置対象の拡充
や事務手続きの簡素化を検討し、引き続き木質バイオマスの利用普及促進に
努める。

審議会開催　　　　　２回

申請件数　　　　　　６件

72衛生費 --



単位：円

款04 項02 目01

事 業 名

衛生費 清掃費 清掃総務費

事

業

内

容

成

果

岩手中部広域行政組合運営事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

124,202,000000124,202,000124,202,000

岩手中部クリーンセンター
及び遠野中継センターの運
営並びに地域振興施設整備
事業の実施

　遠野市、花巻市、北上市及び西和賀町の４市町で構成する岩手中部広域行
政組合でもえるごみの広域処理を行い、その運営に係る費用並びに地域振興
施設整備に係る費用を構成市町が負担する。

計

画

値

実

績

値

　岩手中部広域行政組合によるもえるごみの広域処理のほか、地域振興施設
整備新築工事を実施した。

・遠野市負担金　　124,202千円
　　総務費負担金　  9,830千円
　　建設費負担金　　8,904千円
　　公債費負担金　 12,417千円
　　運営費負担金　 93,051千円

岩手中部クリーンセンター
及び遠野中継センターの運
営並びに地域振興施設整備
事業の実施

73衛生費 --
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単位：円

款05 項01 目01

事 業 名

労働費 労働諸費 雇用対策費

事

業

内

容

成

果

若者しごとサポート事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

753,39612,000,0000012,753,39615,082,000

就職希望の高校生就職率　
　　　　　　　　　 100％
市内高校卒業者地元就職数
　　　　　　　　　　30人
家賃補助交付件数　　50人
新規学卒者採用数　　60人
若年者継続勤務人数　60人

とおののしごと発見☆参加
学生数　　　　 延べ470人
研修会参加者数 延べ 60人

　若年者の雇用確保・地元定着を図るほか、若手社員の人材育成を図る。
１　若年者雇用確保対策
　(1) 若年者定着促進家賃補助金（補助額：15千円/月、最大３年）
　(2) 新規学卒者採用奨励金（対象：新卒採用企業、補助額：100千円/人）
　(3) 若年者継続勤務奨励金（対象：新卒３年勤務、補助額：50千円/人）
　(4) 賃貸住宅整備資金利子補給金（利子補給率：１％相当）　
２　とおののしごと発見☆事業
　　高校生、大学生を対象に、企業見学会、職場体験、就職説明会の実施
３　若手・中堅社員人材育成
　(1) キャリア形成促進事業補助金（補助額：50千円/人）
　(2) 職業能力開発キャリア形成研修（対象：新入社員、中堅社員等）

計

画

値

実

績

値

１　若年者雇用確保対策
　(1) 若年者定着促進家賃補助金（H28～ ３人、H29～ １人、H30～ ６人）
　(2) 新規学卒者採用奨励金（採用事業所　25事業所、新規採用　52人）
　(3) 若年者継続勤務奨励金（H27新規採用 54人 → H30継続勤務 39人）
　(4) 賃貸住宅整備資金利子補給金（６カ所、８棟、50部屋）　
２　とおののしごと発見☆事業
　　高校生対象（企業見学会 184人、職場体験　33人、就職説明会 245人）
　　大学生対象（企業見学会　14人）
３　若手・中堅社員人材育成
　(1) キャリア形成促進事業補助金（普通職業訓練課程修了者　６人）
　(2) 職業能力開発キャリア形成研修（新入社員　25人、その他　35人）

就職希望の高校生就職率　
　　　　　　　　　 100％
市内高校卒業者地元就職数
　　　　　　　　　　26人
家賃補助交付件数　　10人
新規学卒者採用数　　52人
若年者継続勤務人数　39人

とおののしごと発見☆参加
学生数　　　　 延べ476人
研修会参加者数 延べ 60人

単位：円

款05 項01 目01

事 業 名

労働費 労働諸費 雇用対策費

事

業

内

容

成

果

地域雇用対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,150,7970008,150,7978,300,000

有効求人倍率(H29) 1.57倍

職業訓練参加数　　 750人

出稼労働者手帳交付累計数
　　　　　　　　　　13人

　地域雇用の安定的な確保を図るため、職業訓練環境の整備、技能労働者の
養成、出稼等労働福祉の向上を推進する。
１　遠野高等職業訓練校
　　遠野職業訓練協会に対し商工業振興事業補助金を交付し、技能労働者の
　養成を図る。また、遠野職業訓練校の冷暖房設備改修工事を行う。
　(1) 長期訓練（木造建築科、建築設計科）
　(2) 短期訓練（事務科、建設科、造園科、建築科、かやぶき科、洋服科、
　　　　　　　　介護科）
２　釜石地域雇用開発協会
　　新しい勤労青少年のつどい、求人情報交換会の開催
３　出稼労働、南部杜氏自醸清酒鑑評会

計

画

値

実

績

値

　各種対策や関係団体等に負担金や補助金等を助成した。
１　遠野職業訓練協会
　(1) 長期訓練　訓練科　２科　訓練生　８人　修了生　４人
　(2) 短期訓練　訓練科　７科70コース　延べ参加数　708人
２　釜石地域雇用開発協会負担金
　(1) 新しい勤労青少年のつどい　新社会人参加数　44人
　(2) 求人情報交換会　参加事業所数　23社
３　出稼労働等
　(1) 出稼労働者手帳を交付した。
　(2) 南部杜氏自醸清酒鑑評会で、遠野市長賞を褒賞した。

有効求人倍率　　　1.68倍
　新規求職者数　 1,134人
　新規求人数　　 2,580人

職業訓練参加数 延べ708人

出稼労働者手帳交付累計数
　　　　　　　　　　12人

75労働費 --



単位：円

款05 項01 目01

事 業 名

労働費 労働諸費 雇用対策費

事

業

内

容

成

果

生涯現役いきいき促進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

100,000000100,000100,000

遠野市生涯現役いきいき促
進協議会の運営

　政府の１億総活躍プランの一環として、厚生労働省の生涯現役促進地域連
携事業を実施するため、高年齢者就労対策を担う遠野市生涯現役いきいき促
進協議会の生涯現役社会を目指す取組を支援する。　
１　協議会の主な事業
　(1) マッチング支援メニュー
　　ア　相談窓口実施事業
　　　　目標：相談者数180人、就業人数18人
　　イ　高年齢者就職ガイダンスの開催
　　　　目標：参加企業10社、参加人数15人（就業者数３人）
　　ウ　ホームページの開設及び運営

計

画

値

実

績

値

　政府の１億総活躍プランの一環として、厚生労働省の生涯現役促進地域連
携事業を実施するため、高年齢者就労対策を担う遠野市生涯現役いきいき促
進協議会の生涯現役社会を目指す取組を支援した。　
１　協議会の主な事業
　(1) マッチング支援メニュー
　　ア　相談窓口実施事業
　　　　結果：相談者数124人、就業人数19人（臨時窓口含む）
　　イ　高年齢者就職ガイダンスの開催
　　　　目標：参加企業34社、参加人数５人（就業者数３人）
　　ウ　ホームページの開設及び運営 

遠野市生涯現役いきいき促
進協議会の運営

76労働費 --



単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（農林業系副産物運搬処理事業費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0006,879,2726,879,2729,245,000

平成30年度末保管状況
　中部保管施設
　　　2,382個 　703.20ｔ
　西部保管施設
　　　2,244個 　466.64ｔ
　合　計
　　　4,626個 1,169.84ｔ

　岩手県からの支援（補助率：10分の10）により、放射能汚染により利用で
きなくなった牧草を焼却処分するまでの間、市内２カ所の一時保管施設で適
正に管理する。
　・中部保管施設（附馬牛町）
　・西部保管施設（宮守町）

計

画

値

実

績

値

　市内２カ所の一時保管施設で、適正な管理を行うことができた。
　中部保管施設については、平成29年度に近隣住民から悪臭被害について苦
情が寄せられたことから、平成29年12月に行った通気ダクト等への目張り作
業に続き、平成30年度は保管牧草をビニールシートで覆い、防臭対策の強化
を図った。

平成30年度末保管状況
　中部保管施設
　　　2,382個 　703.20ｔ
　西部保管施設
　　　2,244個 　466.64ｔ
　合　計
　　　4,626個 1,169.84ｔ

単位：円

款06 項01 目01

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業委員会費

事

業

内

容

成

果

農業委員等報酬

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,972,440008,229,00016,201,44016,202,000

担い手への農地集積・集約
化の推進活動　　 210人日
遊休農地の発生防止・解消
活動　　　　　 　225人日
農地中間管理機構との連携
活動　　　　　　　34人日
新規参入の促進活動36人日

　平成28年４月１日施行の改正農業委員会法で必須事務となった「農地等の
利用の最適化の推進」を農業委員及び農地利用最適化推進委員が連携・協力
し取り組む。

計

画

値

実

績

値

　農業委員及び農地利用最適化推進委員が農地利用最適化推進検討会を６回
開催し、活動計画書を作成して活動した。
　地域農業マスタープラン（人・農地プラン）地区検討会に参加し、担い手
への農地集積・集約化の推進活動を行った。また、「農家意向調査」を実施
し農家や農地の貸し借り等の意向を調査した。
　「農地パトロール」を実施し、地域の農地利用確認、遊休農地の実態把握
を行い、遊休農地及び遊休農地化のおそれがある農地の発生防止、解消に努
めた。

担い手への農地集積・集約
化の推進活動　　 181人日
遊休農地の発生防止・解消
活動　　　　　 　352人日
農地中間管理機構との連携
活動　　　　　　　 3人日
新規参入の促進活動 4人日

77農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（保管農畜産物処理対策費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

380,160000380,160486,000

検査予定数　　　　50検体　現在保管してある農林業系廃棄物の放射線濃度を検査し、焼却処理におけ
る安全性の確認を行う。
　また、検査の結果、放射線濃度がかなり低い場合には、焼却以外の処理方
法が可能であるかどうかを検討し、放射能被害の早期解決につなげる。
　

計

画

値

実

績

値

　利用自粛牧草については、平成30年７月12日に15検体を検査した結果、最
高660ベクレル、最低不検出、平均233ベクレルという数値が検出された。
　その後、半年間でどれくらいの放射線量が低減するのかを確認するため、
同じ15検体のうちから放射線量の大きい順に10検体を選び、平成31年１月29
日に再検査を行ったが、大きな低減は見られず、新たな処理方法の検討には
至らなかった。
　原木しいたけについては、平成30年７月３日にほだ木12検体、乾しいたけ
３検体を検査した。ほだ木は最高26ベクレルで、平均値は10ベクレル、乾し
いたけは最高220ベクレルで、平均134ベクレルという結果であり、比較的低
い値を維持していることから、早期焼却処分に向けて検討を進めることを確
認した。

検査実施数
　７月３日　　　　15検体
　７月12日　　　　15検体
　１月29日　　　　10検体

単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（原木栽培しいたけ被害対策事業費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0004,980,9604,980,9605,312,000

ほだ木処分　　　 6,000本
ほだ場除染　　　 1,400㎡

　東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所事故由来の放射性物
質の影響により、原木しいたけから食品に係る放射性物質の基準値100Bq/㎏
を超えたものが出たため、平成24年以降に生産された露地栽培原木しいたけ
の流通が規制されている。
　ほだ場除染やほだ木処理を実施し、遠野産原木しいたけの流通規制解除を
目指す。

計

画

値

実

績

値

　ほだ木検査において基準値を超えたものが発生したため、市が引き取り市
有地内へ一時保管を行った。また、新たに伏せ込む場所を確保するため、生
産者の希望に沿ってほだ場除染作業を実施した。
　出荷制限の一部解除者は６人増え、市内で31人となっている。引き続き生
産者の意向に沿った作業を行い、安全性の確保に努めていく。

ほだ木処分 　　　2,801本
ほだ場除染　 　　3,320㎡

78農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

中山間地域等直接支払事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

30,218,11413,407090,965,900121,197,421121,566,000

農用地管理の目標達成協定
　　　　　　　　　61協定

農業生産活動における体制
整備強化の目標達成協定　
　　　　　　　　　49協定

　中山間地域等農業生産条件が不利な地域の農用地において、耕作放棄地の
発生防止や多面的機能の確保を図るため、集落協定等に基づき５年間以上継
続して農業生産活動等を行う農業者等に対して交付金を交付する。
　協定に定められた、農用地管理及び農業生産活動における体制整備強化の
目標が達成されるよう、積極的に支援を行う。

計

画

値

実

績

値

　高齢化や工事に係る県への農地売買といった理由から対象農地は平成29年
度から若干減少し、7,951,624㎡となった。
　しかし、農用地管理目標は全集落61協定において達成され、中山間地域に
おける農用地の保全がなされた。
　また、担い手への作業委託や農業機械の共同利用など、事業を通じて地域
の営農体制整備が図られ、農業生産活動における体制整備強化を目標とした
全49協定の活動目標が達成された。

農用地管理の目標達成協定
　　　　　　　　　61協定

農業生産活動における体制
整備強化の目標達成協定　
　　　　　　　　　49協定

79農林水産業費 --



款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

野生鳥獣害防止対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

28,29819,300,0000373,01519,701,31320,614,000

ニホンジカ捕獲計画
　　　　　　　　 1,200頭
ツキノワグマ捕獲計画
　　　　　　　  　　10頭
カラス捕獲計画
　　　　　　 　　1,000羽
電気柵導入
　　　　　　　　　  60件

　野生鳥獣による農作物被害の発生及び増加防止を目的に、遠野市鳥獣被害
対策実施隊を中心とした捕獲対策や農家等が行う防除対策に対し、必要な対
策を講ずる。

計

画

値

実

績

値

　ニホンジカ対策では、鳥獣被害対策実施隊を中心に、平成29年度鳥獣被害
対策優良活動表彰を受賞した捕獲応援隊制度を活用し、農地周辺部における
わなによる捕獲を強化するとともに、遠野地方有害鳥獣駆除協議会が行う事
業と連携しながら計画を上回る頭数を捕獲し、生息数の増加防止に努めた。
　また、平成29年度に引き続きＩＣＴ技術と組合わせた新たな捕獲技術「ド
ロップネット」の実証捕獲を行い、新たな捕獲方法の検討を進めた。
　ツキノワグマは、目撃、出没情報が多発し人的被害や農作物被害等の増加
が懸念されたが、遠野テレビを活用し周知に努め、さらに適切な対策や捕獲
を行い被害防止に努めた。
　また、カラス対策についても、市内６カ所に設置しているわなを活用した
捕獲により目標を下回ったものの、農作物被害の減少に努めた。
　防除対策では、電気牧柵の設置支援を継続し、特にも３戸以上がまとまっ
て広範囲の農地を防除する取組を奨励することにより、食害による新たな農
作物被害の発生防止に努めた。

ニホンジカ捕獲（有害）　
　　　　　　　　 1,425頭
ツキノワグマ捕獲
　　　　　　　  　  22頭
カラス捕獲
　　　    　　　　 761羽
電気柵導入
　　　　　     　   42件

単位：円

80農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

わさび生産振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,697,9462,900,0000013,597,94613,738,000

根わさび生産量　　　８ｔ
畑わさび生産量　　　15ｔ
わさびの年間販売額
　　　　　　 　5,000万円
わさび苗育苗施設の整備

　国内有数のわさびの産地にふさわしい生産規模の維持、拡大を図るほか、
わさび苗の生産・供給体制の強化に向けた取組を行う。

計

画

値

実

績

値

　根わさびの生産量は前年度よりも約６％減少したが、市場取引価格が高値
で推移したことにより、販売額は約４％増額した。
　畑わさびについては、夏場の高温による生育不足から生産量が前年度より
も約７％減少した。販売額についても約13％減額してしまった。ただし、栽
培技術や販売先が確立されていることなどから、生産希望者が市内外で増加
傾向にあり、畑わさび用苗の需要拡大が見込まれる。このことから、一般社
団法人遠野わさび公社では畑わさび用苗の生産拡大を図るため、約60,000本
の苗を生産することのできる育苗施設を整備した。

根わさび生産量　　 7.6ｔ
畑わさび生産量　　18.7ｔ
わさびの年間販売額
　　　　　　 　6,733万円
わさび苗育苗施設の整備

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

農地等災害復旧支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,793,3110001,793,3112,000,000

被害箇所　　　　  10カ所　農業基盤の保全と経営の安定を図るため、災害により被害を受けた農業生
産施設等の災害復旧事業を行う場合に要する経費の２分の１を補助する。

計

画

値

実

績

値

　平成30年３月の大雨及び融雪よる洪水、８月のゲリラ豪雨など局地的な大
雨、突風により被害を受けた農業生産施設等の災害復旧事業に対して補助し
た。
　被害箇所　10カ所(小友町３カ所、宮守町７カ所）

被害箇所　　　　  10カ所

81農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

経営所得安定対策推進事業費 

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0008,657,0008,657,0008,657,000

水田における作付面積
　主食用水稲　 　1,787ha
　転作作物　 　　1,250ha

経営所得安定対策申請面積
　転作作物　　   1,060ha

　農業者の所得確保と農業の多面的機能の維持のため、各種施策を活用しな
がら、農業者への支援を実施する。
　農業者の農業経営安定対策等に係る事務手続を正確かつ円滑に実施するた
め、遠野市農業再生協議会が実施する推進活動や要件確認等に必要な経費を
助成する。

計

画

値

実

績

値

　遠野市農業再生協議会が実施する経営所得安定対策制度の周知や交付金の
申請受付、農地の現地確認、対象作物の販売実績確認などに必要な経費を補
助し、農業者の所得確保と農地の多面的機能維持に寄与した。
　米政策の見直しが行われ、平成30年度から米の生産数量目標と米の直接支
払交付金が廃止されたが、大きな混乱もなく作付が終了した。
　経営所得安定対策等事業費補助金の「業務効率化対策費」を活用し、水田
台帳管理システムを更新し、データの管理・運用の改善を図った。

水田における作付面積
　主食用水稲　 　1,749ha
　転作作物　 　　1,234ha

経営所得安定対策申請面積
　転作作物　　   1,028ha

82農林水産業費 --



款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

農業次世代人材投資資金事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

00028,500,00028,500,00028,500,000

給付経営体　　　14経営体　次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直後の経営確立
を支援する資金として給付金を交付する。
　なお、前年度までは「青年就農給付金」として事業を実施していたが、制
度内容が一部変更されたため、「農業次世代人材投資資金」に事業名称を改
めた。
【支給要件】
　・原則として45歳未満で独立・自営就農であること。
　・就農５年目には生計が成り立つ経営計画を立てること。（基準所得 250
　　万円）
　・地域農業マスタープランの中心となる経営体であることなど。
【給付基本額】
　個人での就農 150万円／年×５年間、夫婦での就農 225万円／年×５年間
【制度の変更点】
　・適切な就農を行っていない場合や交付３年目の中間評価後の重点指導を
　　行っても経営改善が見込めない場合、給付金の交付停止となる。
　・交付期間終了後、交付期間と同期間以上、営農を継続しなかった場合、
　　受給した交付金を返還

計

画

値

実

績

値

　就農直後の不安定な時期に同給付金を交付することで、新規就農者の経営
安定化を図ることができた。
　また、遠野普及サブセンター、花巻農業協同組合、遠野ホップ農業協同組
合等の各担当者と合同でほ場巡回や経営状況確認等の作業を行い、就農者個
々の実情に合った指導が行えた。
　技術面の問題、複合経営品目のミスマッチなどにより経営計画との乖離が
生じ始めている就農者もいることから、関係機関との連携を深め適切な指導
を行い、新規就農者個々の経営安定化に努めていく。

給付経営体　　　18経営体
　夫婦(継続)　　２経営体
　単身(継続)　　14経営体
　単身(新規)　　２経営体

単位：円

83農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

農地中間管理事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

646,0791,000,000012,618,30014,264,37914,368,000

経営転換協力金
　　　　　 　 30戸(30ha)

　地域農業マスタープランを実現するために、農地集積への協力者に対して
機構集積協力金を交付する。

機構集積協力金
１　経営転換協力金
　　１戸当たり　25千円／10ａ
２　耕作者集積協力金
　　１戸当たり　５千円／10ａ
３　地域集積協力金
　　２割超５割以下10千円／10ａ、５割超８割以下14千円／10ａ、
　　８割超　　　　18千円／10ａ

計

画

値

実

績

値

　地域農業マスタープランを実現するために、農地集積への協力者・地域に
対して機構集積協力金を交付した。

機構集積協力金
１　経営転換協力金　  47戸  (33.24ha)　 　8,310,000円
２　耕作者集積協力金  22戸  (12.27ha）　　  613,500円
３　地域集積協力金　  ３地区(30.81ha) 　  4,339,800円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　   13,263,300円

経営転換協力金　　
　　　　  47戸 (33.24ha)
耕作者集積協力金　
　　　　  22戸 (12.27ha)
地域集積協力金
　       ３地区(30.81ha)

84農林水産業費 --



款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

米産地戦略推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,179,614500,0000353,0008,032,6148,208,000

対象水田における団地化一
斉防除取組割合　　15.0％

いわてっこ作付面積
　　　　　　　　　 120ha

　遠野産米の品質向上と需要のある米づくりを推進するため、次の取組に対
する経費の一部を補助することにより、農業者の所得確保と安心して米づく
りに取り組める環境を整備する。

１　団地化一斉防除
　　水田の団地化によるカメムシの集団防除に対して支援することで効果的
　な防除体制の確立を図る。具体的には、主食用米及び飼料用米等の水稲作
　付水田において営農組織等が行う団地化一斉防除の経費に対し、10ａ当た
　り 1,000円を補助する。

２　いわてっこの作付拡大支援
　　関西地域の販売先から増産を求められている「いわてっこ」の出荷・販
　売量の増加へつながる支援を行い作付拡大を図る。具体的には、カントリ
　ーエレベーターの利用料について、個人は 1/2に相当する額を、集落営農
　組織や法人等の団体には 2/3に相当する額を、市とＪＡいわて花巻で補助
　する。

３　交流推進事業
　　生産者と消費者の顔が見える交流を行うことにより、消費者との信頼関
　係を築き、遠野産米の安定的な販路確保を図る。

４　その他
　(1) 遠野地方病害虫防除推進協議会負担金
　(2) 水田農業確立推進事業費補助金

計

画

値

実

績

値

１　団地化一斉防除【2,888,862円】
　　15組織が約 289haのカメムシの団地化防除に取り組み、効果的な防除体
　制の整備によりカメムシ被害の減少が図られた。

２　飼料用米・いわてっこの作付拡大支援【1,590,166円】
　　個人54経営体 196トン、団体５経営体94トンの出荷に係るカントリー利
　用料の一部をＪＡいわて花巻とともに補助し、作付面積の確保に努めた。

３　交流推進事業【620,586円】
　　平成30年４月25日に津田物産(株)、ＪＡいわて花巻、全農岩手県本部、
　本市の４者により締結した「いわてっこ産地協定」に基づき、生産・出荷
　・販売に携わる各機関・団体の代表者と生産者など計16人が、平成31年２
　月22日～24日まで消費地である大阪府と京都府を訪問し、現地視察や販売
　促進活動を行い「遠野産米」をＰＲした。

４　その他【2,933,000円】
　(1) 遠野地方病害虫防除推進協議会負担金　2,580,000円
　(2) 水田農業確立推進事業費補助金　　　　　353,000円

対象水田における団地化一
斉防除取組割合　　15.6％

いわてっこ作付面積
　　　　　　　　　 129ha

単位：円

85農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

集落営農育成支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

436,1933,500,000003,936,1934,144,000

集落営農組織数    23組織
認定農業者数   335経営体

　農林水産振興ビジョン（タフ・ビジョンⅡ）の『７つの目指すべき姿』の
実現に向けて、関係機関との連携及び協力体制のさらなる強化を図る。
　また、各種重点課題への取組のため、専門的農業知識や農業振興に豊富な
経験を有する人材を確保することにより集落営農の組織強化及び新たな担い
手農家の育成支援を促進し、一層の農業振興を図る。

計

画

値

実

績

値

　集落営農支援アドバイザーを雇用し、平成30年度に新たに組織化した２組
織に対して、重点支援活動を行った。
　新たな集落営農組織の法人化の検討に至る組織はなかったものの、安定的
な経営を目指して、関係機関と連携した研修会等を実施した。
　地域の担い手である認定農業者の現状維持に向け、アドバイザーの訪問指
導等の活動により９経営体が新たに追加、20経営体が辞退となった。

集落営農組織数　　21組織
認定農業者数   321経営体

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

農地利活用推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

02,870,986002,870,9863,328,000

再生面積　　　　　3.00ha　農地の利用集積を図り、農地活用を促進する地域農業マスタープランの達
成のため、農地中間管理事業を活用して中心経営体に集積を図る。
　併せて、耕作放棄地、不作付地の拡大、発生を防ぎ農地利用再生を実施す
るため農業再生費を助成する。
　

計

画

値

実

績

値

　農地の利用集積及び農地活用を推進する地域農業マスタープラン達成のた
め、農地利用集積アドバイザーを１人雇用した。
　農地利用集積アドバイザーの活動により荒廃農地解消と３年以上不作付地
であった農地の再生が行われ、営農が再開された。

　荒廃農地解消３件、1.22ha
　（松崎町２件1.02ha、上郷町１件0.20ha）　
　不作付地解消１件、0.07ha
　（松崎町１件0.07ha）　
　
　事業費725,856円に対して、補助金621,000円を交付した。

再生面積          1.29ha

86農林水産業費 --



款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

アスト加速化事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

405,7003,000,000003,405,70010,000,000

ハウスの再利用導入等
　　　　　　　　　　13棟
こだわり農産物栽培推進事
業　　　　　　　　３団体
契約栽培導入支援事業　　
　　　　　　　　　　60ａ
内水面生産性維持事業　　
　　　　　 稚魚 80,000匹
山菜等生産拡大事業　　　
　　　　　　　　　　40ａ
新規ホップ生産者（担い手
）の確保　　　　　　２人
元気アップチャレンジ事業
　　　　　　　　　　５件
繁殖牛パワーアップ事業
　　　　　　　　　　２件

　遠野の特色を活かした農産物の生産振興及び遊休施設等の有効活用を図る
ため、意欲のある農業者や農業団体が所得向上のため実施する事業に対し支
援を行う。
　・ハウスの再利用導入等に関する支援
　・こだわり農産物栽培推進事業への支援
　・契約栽培を導入する事業への支援
　・内水面の生産性の維持事業への支援
　・山菜等生産拡大事業への支援
　・基幹品目の生産性の維持及び担い手確保事業への支援
　・生産性向上のための新技術導入事業への支援
　・繁殖牛の生産拡大への支援

計

画

値

実

績

値

　平成30年度は、米の生産調整が廃止されることに伴う園芸作物の拡大（例
えば、加工用タマネギなど）を想定し予算の増額を行ったが、米価の低下も
なく園芸作物への品目転換も想定したように進まなかった。
　また、現場のニーズに合わせて取り崩し、各事業へ充当することのできる
「産業振興基金」により、意欲ある農業者や農業団体の取組に対して、確実
な支援を行うことができた。
　・元気アップチャレンジ事業等　21事業への支援を実施　

ハウスの再利用導入等
　　　　中古ハウス　５棟
内水面生産性維持事業　　
　　　 稚魚導入 65,000匹
　　　 販路拡大　　 １件
山菜等生産拡大事業　　　
　　　 フキ 　　　　40ａ
新規ホップ生産者（担い手
）の確保　　　　　　１人
元気アップチャレンジ事業
　　　　　　　　　　７件
繁殖牛パワーアップ事業
　　　 里山放牧　　 ３件

単位：円
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単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

中山間地域いきいき暮らし活動支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

000400,000400,000400,000

なたね栽培実証　　　50ａ
なたね油の商品開発　１点
交流活動施設整備　１カ所
お宝マップ作成　　　１件

　中山間地域における地域の活性化を図るため、多様なスタイルでいきいき
と暮らせる地域を目指し、地域のアイデアを活かした集落ぐるみで行う取組
を支援する。

計

画

値

実

績

値

　附馬牛町小出地区において、地域のお宝マップを作成、また特産品を活用
した商品を開発し、地域活性化の向上や魅力的な中山間地域の実現の可能性
を見出すことができた。

なたね栽培実証　　　50ａ
なたね油の商品開発　１点
交流活動施設整備　１カ所
お宝マップ作成　　　１件

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

耕畜連携ネットワーク推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,631,1000003,631,1005,000,000

交付対象面積　 　 71.4ha　園芸作物の堆肥利用を促進するとともに、市内で排出される堆肥の処理量
と活用量を探ることを目的に、平成28年度から３カ年計画で実施。販売を目
的とした園芸作物で、下記補助対象要件に該当する耕種農家に対し補助金を
交付する。これにより、「耕畜連携農業」による堆肥の有効活用と園芸作物
の経営安定化を図る。
・補助対象要件
　販売を目的とした園芸品目（たばこ、ホップ、その他の園芸作物）で、10
　ａ当たり２ｔ以上の堆肥を使用したほ場を対象に、7,000円/10ａ（約７割
　補助）の補助金を交付する。

計

画

値

実

績

値

　耕種農家へ堆肥消費を促し、良質な土づくりに寄与した。また、市内耕種
農家の堆肥の消費動向の傾向を捉えることができた。
・平成30年度実績
　ＪＡ野菜部会　15.22ha（前年度比:＋0.19ha)、594.5ｔ・延べ 97件
　ホップ農協　　12.48ha（前年度比:△2.17ha)、459.5ｔ・延べ 17件
　たばこ振興会　24.17ha（前年度比:△2.21ha)、651.1ｔ・延べ 60件

交付実績　　　　 51.87ha
　ＪＡ野菜部会　 15.22ha
　ホップ農協　　 12.48ha
　たばこ振興会　 24.17ha
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款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

アスト重点推進品目栽培支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,067,8215,200,00001,441,00010,708,82112,381,000

重点品目の栽培推進事業
　ほうれんそう遮光資材
　　　　　　　　　　６棟
　ピーマントンネル資材
　　　　　　　　10セット
　ニラ　　　　　　　60ａ
　アスパラガス　　　90ａ
花き栽培推進事業　　50ａ
伝統野菜生産拡大支援　　
　　　　　　　　　　20ａ
葉たばこ立枯病予防対策
　　　　　　　　　 533ａ

　これまで「アスト加速化事業費」として取り組んできたほうれんそう、ピ
ーマン、ニラ、アスパラガスの４つの重点推進品目等について、取組をより
明確に位置付けるため、「アスト重点推進品目栽培支援事業費」として予算
を新たに起こし、重点推進品目の産地化と農業所得の向上につなげる。
　・重点推進品目の栽培推進事業への支援
　・花き栽培推進事業への支援
　・伝統野菜の生産拡大への支援

計

画

値

実

績

値

　４つの重点推進品目を中心に園芸品目の栽培推進を図ることができ、農業
者の所得向上に貢献することができた。
　産業振興基金により、意欲ある農業者や農業団体の取組に対して、確実な
支援を行うことができた。
　・ほうれんそう　６人（遮光資材５人・11棟・25.4ａ、土壌消毒剤１人）
　・ピーマン　５人（新規３人・15ａ、増反２人・20ａ）
　・ニラ　15人（新規１人・１ａ、改植14人・29ａ）
　・アスパラガス　７人（新規２人・14ａ、増反５人・43ａ）
　・栽培指導、営農研修等への支援
　・｢アスト通信」の収録、放映（毎週水曜日　遠野テレビ）　

重点品目の栽培推進事業
　ほうれんそう遮光資材
　　　　　　　　　　11棟
　ピーマントンネル資材
　　　　　　　　４セット
　ニラ　　　　　　　30ａ
　アスパラガス　　　57ａ
花き栽培推進事業　 238ａ
葉たばこ立枯病予防対策
　　　　　　　　　 303ａ

単位：円
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単位：円

款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

畜産振興総合対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,623,160143,0000382,2034,148,3635,333,000

農業生産額・畜産
　　　　　　 　361千万円
乳用牛群検定普及定着化
　　　　　　 16戸・390頭
養豚出荷頭数　　25,800頭
ブロイラー出荷羽数
　　　　　　 1,088,000羽

　地域畜産業の振興を図るため、家畜伝染病予防対策、養鶏及び養豚生産価
格安定支援、死亡牛処理施設の運営支援、各種協議会等への助成を行い、畜
産農家の経営安定化、生産性の向上に寄与する。

計

画

値

実

績

値

　概ね計画どおりに事業を進めることができ、畜産農家への支援、安心安全
な生産体制、遠野産畜産物の普及推進等を図ることができた。
　県南家畜保冷保管施設（金ケ崎町）の供用開始に伴い、同施設の管理運営
負担金 186千円が新たに加わった。なお、平成30年度は 327頭の死亡牛が処
理された。

農業生産額・畜産
　　　　　　　 409千万円
乳用牛群検定普及定着化
　　　　　　 14戸・260頭
養豚出荷頭数　　25,745頭
ブロイラー出荷羽数
　　　　　　　 930,641羽

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

産地パワーアップ事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

70,300,00000070,300,000193,332,000

遠野パドロン周年栽培用高
規格ビニールハウスの整備
　　　　　　１カ所・70ａ
ホップ栽培ほ場の整備
　　　　　 ２カ所・4.9ha

　55年の栽培の歴史を持つビールの原料「ホップ」を中心とした新しいビー
ル文化の創造を目的に、ビールのおつまみ野菜として約６年前から市内での
栽培を始めた「遠野パドロン」（スペイン産シシトウ）の産地化を進めるた
め、農林水産省の産地パワーアップ事業（平成29年度政府補正予算 447億円
）を活用し、周年栽培用高規格ビニールハウスの整備を支援する。
　また、ホップの新品種の導入、機械化・省力化を図ることを目的に、高生
産性・高効率性の新規格ホップ栽培ほ場整備に対し支援する。

計

画

値

実

績

値

　整備地の地盤沈下による改良工事が必要になったことから、遠野パドロン
の周年栽培用高規格ビニールハウスの整備は、令和元年度に繰り越すことと
なった。事業費については、一部前金払いをしている。
　新しいホップ栽培ほ場の整備についても、資材の納品が遅れたため、令和
元年度に繰り越すこととなった。

　　　　　　　　　　　－
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款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

馬事振興ビジョン推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

17,212,88000017,212,88018,196,000

馬生産頭数　　　　　30頭
乗用馬市場取引金額
　　　　　　　 2,350万円
まちなか馬車乗車者数
　　　　　　　10回・80人

　遠野市の馬事文化を貴重な地域資源と位置付け、馬産の安定化に対する支
援や、馬事イベントの開催による地域振興や観光振興につなげる。
１　乗用馬生産関係支援
２　まちなか馬車運行、全国やぶさめ競技遠野大会の開催
３　農用馬の種付助成及び出産奨励金給付
４　遠野馬の里施設長寿命化への支援

計

画

値

実

績

値

１　遠野市乗用馬市場は上場頭数29頭のうち11頭が売却され、売却率37.9％
　という、過去ワースト４位の結果となってしまった。
２　まちなか馬車運行は天候不良により計画実施回数よりも２回少ない実績
　とはなったが、７月14日から土・日曜を中心に計８回実施し、計62人の乗
　客を楽しませることができた。
３　全国やぶさめ競技第12回遠野大会は７月22日に宮守町柏木平特設会場で
　行い、全国から集まった27人の出場者が、 2,500人の観衆を魅了した。
４　平成30年度の馬の生産頭数は19頭で、内訳は乗用馬が14頭、農用馬が５
　頭という結果となった。平成30年１～２月の馬鼻肺炎の発生による流産が
　要因で、今後、同じような事故が続かないよう、予防接種の実施等、防疫
　活動を強化している。
５　馬事施設長寿命化支援として、覆い馬場南側壁、乗用馬施設ボイラー設
　置、クラブハウス宿泊棟解体、競技用馬場柵の４カ所の修繕を行った。　
６　公益社団法人日本馬事協会から優良血統種雄馬を借り受けたほか、凍結
　精液保管設備を整備してもらい、生産体制の充実を図ることができた。

馬生産頭数　　　　　19頭
乗用馬市場取引金額
　　　　　　　 1,115万円
まちなか馬車乗車者数
　　　　　８回運行・62人

単位：円
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単位：円

款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

肉用牛増産対策推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

15,450,680004,320,00019,770,68026,033,000

いわて遠野牛生産目標
　飼養数　繁殖牛 2,730頭
　出荷数　子牛　 1,880頭
　　　　　肥育牛 1,400頭
　優良素牛導入数　 230頭
　肥育素牛導入数　 100頭
施設整備等補助(１団体)
　牛舎　　１棟(30頭規模)

１　黒毛和種牛の飼養規模拡大及び繁殖素牛の優良化を推進し、遠野産黒毛
　和種子牛の産地化を図るとともに、市場取引価格の安定化につなげる。
２　「遠野生まれ、遠野育ち」を基本とした「いわて遠野牛」の産地化を図
　るため、肥育用素牛の地域内保留を進め、品質の高い遠野産牛の生産を推
　進する。
３　生産規模を拡大し、競争力の高い畜産農家を育成するため、担い手、集
　落営農、法人組織等を対象に、機械、施設等の生産基盤整備に対し支援を
　行う。

計

画

値

実

績

値

１　黒毛和種牛の繁殖素牛は、放射線被害による農家数減少が尾を引き、計
　画値まで回復することができなかった。生産戸数は、前年度よりも16戸少
　ない 404戸で、繁殖用素牛の取引価格が高値で推移していることもあり、
　頭数拡大も厳しい状況となっている。
２　いわて遠野牛（肥育牛）の出荷数については、前年度よりも約 100頭少
　ない 959頭となった。生産規模は安定しており、今後も1,000～1,200頭で
　の安定出荷が見込まれる。
３　生産規模拡大のための施設等の整備については、宮守町の生産団体に支
　援した。同施設の整備により、現在の飼養頭数40頭を５年後までに60頭ま
　で拡大する計画となっている。

いわて遠野牛生産目標
　飼養数　繁殖牛 2,427頭
　出荷数　子牛　 1,590頭
　　　　　肥育牛 　959頭
　優良素牛導入数　 192頭
　肥育素牛導入数　 100頭
施設整備等補助(１団体)
　牛舎　　１棟(30頭規模)

単位：円

款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

遠野馬の里運営事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

42,457,78600042,457,78644,042,000

乗用馬預託頭数（月平均）
　　　　　　　　　　16頭
乗用馬市場上場頭数　29頭
ホースパーク利用者
　　　　　　　　 5,600人

　乗用馬の繁殖改良と育成調教による遠野の馬産の拠点施設及び遠野市民や
市内外の乗馬愛好者に親しまれる拠点施設（ホースパーク）として、遠野の
馬事文化の伝承と発展に寄与する「遠野馬の里」の管理運営に要する経費に
対し補助金を交付する。
・育成調教事業補助金
・ホースパーク事業補助金
・乗用馬育成調教事業補助金

計

画

値

実

績

値

１　乗用馬等育成調教事業は、ほぼ計画どおりに進めることができた。
　(1) 預託合計15頭　…育成３頭、休養１頭、補助馬５頭、越冬６頭
　(2) 市場上場頭数29頭　…１歳馬18頭、２歳馬11頭
２　ホースパーク事業は、前年度よりも 308人増となったが、計画よりはか
　なり低い実績となった。
　(1) ふれあい体験・引馬利用者数　1,321人（目標：5,100人）
　(2) 乗馬教室　115人（目標：500人）
３　防疫体制については、従来どおり各種イベント等で馬パラチフス検査を
　実施し、適正な予防管理を行うことができた。

乗用馬預託頭数（月平均）
　　　　　　　　　　15頭
乗用馬市場上場頭数　29頭
ホースパーク利用者
　　　　　　　　 1,436人
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単位：円

款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

畜産クラスター推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,000,00000010,000,00010,000,000

支援団体数　　　　１団体　和牛や乗用馬等の生産拠点施設である「市営牧野」の経営安定化を図るた
め、同牧野の指定管理者である一般社団法人遠野市畜産振興公社が行う和牛
繁殖自主事業に対し３年間（平成28～30年度）の支援を行い、収益分を牧野
運営費に充て、利用者負担の軽減につなげる。 計

画

値

実

績

値

　畜産振興公社の収益性が向上したことで、牧野運営費の一部に対し支援し
てもらうことができた。これにより、利用料金をこれまでと同額に抑えるこ
とができた。併せて、黒毛和牛の増頭対策に資することができた。
　ただし、同公社の所有牛をこれ以上増やすと、キャトルセンターの利用ス
ペースを独占してしまうことから、今後の増頭は難しいと判断する。
・３年間の実績
　平成28年度　雌牛導入頭数　７頭　　販売実績　０頭
　平成29年度　雌牛導入頭数　６頭　　販売実績　３頭（ 2,076千円）
　平成30年度　雌牛導入頭数　５頭　　販売実績　８頭（ 5,655千円）

支援団体数　　　　１団体
　繁殖雌牛飼養頭数　18頭
　子牛販売実績　　　８頭
　　　　　　（5,655千円)
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款06 項01 目06

事 業 名

農林水産業費 農業費 農地費

事

業

内

容

成

果

県営ほ場整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,055,00007,000,000165,00017,220,00026,300,000

負担金　    26,000,000円
業務委託　　　　　　１件

１　負担金
　(1) 経営体育成基盤整備事業工事費に係る経費の１割を負担する。
　　　荒屋地区　　　　　　受益面積：32.3ha　総事業費：689,000千円

　(2) 県営農業農村整備事業計画調査に係る経費の５割を負担する。
　　　金取地区　　　　　　受益面積：38.2ha　総事業費： 23,000千円
　　　高野・似田貝地区　　受益面積：60.3ha　総事業費： 30,000千円

２　岩手県農業経営高度化支援事業
　　担い手農家を中心に効率的土地利用及び農業経営を確立するため、農地
　の集団化による耕畜連携の確立と低減化を図ることを目的に実施する。

計

画

値

実

績

値

１　負担金
　(1) 県営ほ場整備事業経営体育成基盤整備事業に係る区画整理、排水樋函
　　工を実施し、国の補正予算に基づき令和元年度に繰り越して補完工事を
　　行う。
　　　荒屋地区　　　　：負担額
　　　　　　　　　　 　 117,000千円×0.1＝11,700千円

　(2) 県営農業農村整備事業計画調査
　　　金取地区　　　　：現況調査、計画検討業務
　　　　　   　　　　　　 8,640千円×0.5＝ 4,320千円
　　　高野・似田貝地区:地形図作成、現況調査、計画検討 
　　　　　　　　　　　　　1,800千円×0.5＝   900千円

２　岩手県農業経営高度化支援事業
　　農地集積・集約化及び生産コスト低減化を図るため、農地流動化調整、
　生産組織育成強化活動を実施。農地集積・集約について農地中間管理事業
　の導入により農地集積88％を達成。
　　　荒屋地区　　　　：業務委託
　　　　　　　　　　　　1件　　　　　　　  　300千円
　

負担金　    16,920,000円
業務委託　　　　　　１件

単位：円
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款06 項01 目06

事 業 名

農林水産業費 農業費 農地費

事

業

内

容

成

果

多面的機能支払事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

37,907,45484,0820114,452,150152,443,686152,859,000

活動組織数
　維持　　　　70活動組織
　共同　　　　53活動組織
　長寿命化　　41活動組織
協定農用地面積
　維持　　　　 254,149ａ
　共同　　　　 208,170ａ
　長寿命化　　 152,374ａ
交付金額
　維持　　　66,476,250円
　共同　　　35,337,090円
　長寿命化　54,678,480円

　地域における農地・水・環境の良好な保全と資質向上を図るため、農地・
農業用水・農道等の保全向上に関する維持活動、地域ぐるみでの共同活動、
並びに非農業者・子どもを含めた多様な参画者による農村環境保全活動、さ
らに、老朽化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等を行
う取組に対して交付金を交付し、総合的に支援する。
　交付金の負担区分・割合は、国２分の１、県４分の１、市４分の１となっ
ており、それぞれの負担分は市を経由し、市から各活動組織に交付金を交付
する。

計

画

値

実

績

値

　活動組織による農地維持活動が行われ、耕作放棄地発生防止に効果があっ
た。
　共同活動では、地域資源の質的向上を図る活動として水路、農道等施設の
修繕活動、老人クラブなど地域住民が参加した植栽活動や小・中学生も参加
した清掃活動、水質調査等が行われ、農業用施設及び農村環境の保全が図ら
れた。
　また、平成30年度は１組織が新規追加となったが、農地転用や廃農用地等
があり取組農用地（田）の面積が微減した。
　遠野市の農業振興地域農用地のカバー率は、田59％、畑９％となった。

活動組織数
　維持　　　　73活動組織
　共同　　　　57活動組織
　長寿命化　　42活動組織
協定農用地面積
　維持　　　   260,438ａ
　共同　　　　 216,229ａ
　長寿命化　　 160,232ａ
交付金額
　維持　　　67,628,275円
　共同　　　35,916,684円
　長寿命化　48,154,220円

単位：円
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款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 六次産業費

事

業

内

容

成

果

遠野ローカルベンチャー事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

59,479,40100059,479,40163,193,000

地域おこし協力隊　　19人
　旧上郷中学校担当　１人
　起業特化型　　　　18人
起業支援補助金　　　４件

　総務省の「地域おこし協力隊制度」により、都市部の若者等を地域おこし
協力隊員として受入れ、地域資源（ホップ、どぶろく等）を活用した起業家
を最長３年間の期間内で育成し、産業振興及び市内への定住を推進する。
１　内発型、外発型の起業家育成
２　農業を基本に据えた六次産業の振興による市全体の総合産業の底上げ
３　観光と交流人口の拡大と首都圏等からの移住・定住の促進

計

画

値

実

績

値

　活動中の地域おこし協力隊員14人の継続支援と、新規隊員５人の活動支援
を行った。
　活動コーディネート業務を支援機関へ委託し、隊員活動及び生活面の支援
を行ったほか、隊員・支援機関・行政の３者で定例会を行い活動状況や課題
等の把握に努めた。また、「広報遠野」で活動状況を紹介したほか、10月に
交流会を開催して関係団体等との連携強化を図った。
　自立・定着に向けた支援としては、支援機関や商工会等と連携して隊員の
起業相談に対応し、起業支援補助金を３件（地域コンサルタント業、ビール
醸造、ビールの里プロデュース業）交付した。
　平成30年５月には遠野醸造がオープンし、遠野産ホップを原料としたクラ
フトビールを発信し好評を得ており、その他にも隊員の企画力、実行力によ
って、遠野物語を基軸としたツーリズム組織（ｔｏ　ｋｎｏｗ）が立ち上が
ったり、「小友ようかん」が復刻したりするなど地域資源を活用した新たな
付加価値が創出され、地域活性化、交流人口の拡大につながった。

地域おこし協力隊　　19人
　旧上郷中学校担当　１人
　起業特化型　　　　18人
起業支援補助金　　　３件

単位：円
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款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 六次産業費

事

業

内

容

成

果

六次産業化・地産地消推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,769,7135,500,00007,317,50021,587,21321,804,000

六次産業化関連効果額
　　　　　　 1,730百万円
（内訳）
　農産物直売所売上額
　　　　　　　 580百万円
　特産品販売額 690百万円
　製造品出荷額 440百万円
　加工品出荷額  20百万円
盛岡商圏への農産物の配送
　　　　　　　　　 176回
調査結果報告書　　　一式

[地方創生推進交付金事業分]
　地域の農林水産業と商・工業等の産業間連携の再構築を図り、農林水産物
等の地域資源を活用した新たな付加価値創出に向けた施策を推進するととも
に、地域資源の利活用による地産地消の取組を促進し、地域産業の振興を図
る。
１　六次産業化推進
　(1) 遠野市六次産業化・地産地消推進協議会
　　　遠野市六次産業化推進戦略に沿って、商談会の開催等販路拡大に取り
　　組む。
　(2) 地域資源活用商品開発
　　　地域資源を活用した新商品の開発を支援する。
２　地産地消推進
　　安心安全な農産物の販売や学校給食への地元食材供給に向けた取組を推
　進する。

[産直ネットワーク事業分]
　東北横断自動車道の全線開通によるストロー現象により、遠野風の丘をは
じめとする市内農産物直売所の売上げの減少が危惧されることから、県内最
大の商圏である盛岡圏域の販路拡大を目的に、配送体制の構築、市場ニーズ
調査等について２年間の実証事業を行い、遠野産品の販売強化、維持、向上
の可能性を探る。

計

画

値

実

績

値

[地方創生推進交付金事業分]
　六次産業化については、商工会や金融機関と連携した新商品開発や商品改
良の相談に対応したほか、市内事業者の商談会や物産展への出展など、国内
の販路拡大に努めた。
　地産地消の推進については、遠野市産直連絡協議会や遠野市産直給食会を
通じて、地元産野菜の使用割合の向上や栽培管理における安心安全対策に取
り組んだ。
　とおののもの・こころ海外経済交流プロジェクトについては、平成29年度
に引き続き台湾と米国において、遠野産品による物産展を開催し好評を博し
た。

[産直ネットワーク事業分]
　平成30年７月から盛岡への配送車両を１台から２台に増便し、配送システ
ムの構築に向けた実証事業を開始した。市内の農産物直売所では高速道路開
通によるストロー現象への危機感はあるものの、その影響が顕在化していな
い段階であることから、全体的な産直間連携の構築までには至っていない。
　また、９月26日には「産地ネットワーク促進研修会」と題し、宇都宮市内
で道の駅やアンテナショップを運営するコンサルタント会社の代表による講
演会が行われ、農産物を中心とした地域ネットワークについて学んだ。

六次産業化関連効果額
　　　　　　 1,821百万円
（内訳）
　農産物直売所売上額
　　　　　　　 602百万円
　特産品販売額 632百万円
　製造品出荷額 400百万円
　加工品出荷額 187百万円
盛岡商圏への農産物の配送
　　　　　　　　　 176回
盛岡商圏での販売額
　　　　　　　47,837千円
調査結果報告書　　　一式

単位：円
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単位：円

款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 六次産業費

事

業

内

容

成

果

どぶろく特区活性化事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

900,000001,800,0002,700,0002,700,000

どぶろく研究大会参加者　
　　　　　　　　　 200人
どぶろくコンテスト出品数
　　　　　　　　　 100本

　全国のどぶろく製造者及び関係者相互の製造の状況や活用方法、地域への
波及効果等について意見交換を行い理解を深める。
　コンテスト開催により品質及び製造技術の向上に資するとともに、製造者
の意欲を高める。また、表彰者を報道機関に公表し、一般のどぶろくへの関
心を高め認知度を向上させることで地域活性化を図る。

計

画

値

実

績

値

　当市での開催は３回目となる第13回全国どぶろく研究大会を開催すること
ができた。
　大会には全国18道府県55事業者のどぶろく製造者が参集し、どぶろくによ
る地域活性化に取り組む事業者相互の情報交換がなされた。
・基調講演　慶応大学特任教授　米田雅子氏
・事例発表　一般社団法人遠野ふるさと公社　松本知浩氏
　　　　　　農事組合法人宮守川上流生産組合　桶田陽子氏
　コンテストには全国から淡麗の部41本、濃芳醇の部43本の出品があり、県
工業技術センター醸造技術部等の審査委員により審査され、市内事業者が淡
麗の部で最優秀賞を受賞した。

平成31年２月７日(木)開催

・遠野市民センター
どぶろく研究大会参加者　
　　　　　　　　　 220人
・あえりあ遠野
どぶろくコンテスト出品数
　　　　　　　　　  84本

単位：円

款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 六次産業費

事

業

内

容

成

果

六次産業チャレンジ応援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,255,09700904,0002,159,0972,762,000

新商品開発及び販路開拓　
　　　　　　　　　　１件
販路開拓　　　　　　２件
　　
産学官連携　　　　　１件
　　
計　　　　　　　　　４件
　　

　地域の産業の活性化を図るため、新商品の開発、既存商品の改良、大学等
との連携による共同研究及び市民による新たな起業に要する経費に対し補助
金を交付する。
・遠野市六次産業チャレンジ応援事業費補助金
　　補助率　１/２以内　　上限額　50万円

計

画

値

実

績

値

　地場産品を活用した新商品開発と、国内をはじめ海外（台湾、米国）をタ
ーゲットにした販路開拓の支援を行うことができた。
　また、平成29年度に支援を行った遠野味噌醤油有限会社の「青なんばん一
本漬け」が、いわて特産品コンクール食品部門において最優秀賞となる岩手
県知事賞を受賞した。

新商品開発及び販路開拓　
　　　　　　　　　　２件
販路開拓　　　　　　２件

計　　　　　　　　　４件
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単位：円

款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 六次産業費

事

業

内

容

成

果

遠野ローカルベンチャー事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,965,6000001,965,6001,966,000

地域おこし協力隊　　５人　ビールの里構想の実現に向けて、ホップを中心とした農業を担う人材やビ
ールのおつまみ開発など六次産業の振興を担う人材、ビアツーリズムに取り
組む人材を地域おこし協力隊として募集し確保する。

計

画

値

実

績

値

　ビールの里構想の実現に向けて、ホップを中心とした農業を担う人材やビ
ールのおつまみ開発など六次産業の振興を担う人材、ビアツーリズムに取り
組む人材を確保するため、地域おこし協力隊の募集及び選考業務を支援機関
へ委託し、新規隊員５人の募集を実施した。
　遠野の地域資源の魅力と活動のやりがいを感じ取ってもらえようなプロジ
ェクト概要を作成して募集活動を行い、熱意ある人材の確保に努めた（仮申
込43人、説明会参加者（東京）21人、最終申込10人）。
　支援機関からの最終候補者の報告を受けて、市による最終面接を実施し、
５人を隊員として任用した。
　６月１日付け１人、７月１日付け２人、９月１日付け２人。

地域おこし協力隊　　５人

単位：円

款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 六次産業費

事

業

内

容

成

果

ビールの里づくり（ＴＫプロジェクト）事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,000,0000002,000,0002,000,000

遠野ホップ収穫祭参加者
　　　　　　　　 6,000人

　国内有数のホップ生産地として、地域特産を活用した地域活性化に取り組
み、生産者、企業、市内関係者、行政と連携し「ホップの里」から「ビール
の里」を目指していく。
　遠野産ホップ使用ビール、クラフトビール、ビールに合う遠野産食の宣伝
や開発、畑見学等のツーリズム、ビール関連各種イベントの開催により、ビ
ール文化の醸成や地域の魅力として広く内外に発信していく。

計

画

値

実

績

値

　平成19年度に締結した市とキリンビール㈱の地域活性化に取り組む「ＴＫ
プロジェクト実行委員会」が発足12年目を迎え、また、遠野産ホップ使用の
全国発売商品「とれたてホップ一番搾り」が発売15周年となった。
　６月には、新たに市、キリンビール㈱、東日本旅客鉄道株式会社盛岡支社
による地域活性化協定を締結し、イベントへの旅客運送や商品開発に取り組
んだ。
　また、市内に企業、金融機関の出資により大規模なホップ生産や施設園芸
に取り組む新会社が設立された。
　ホップ収穫祭も４年目を迎え広く内外に周知されており、多くの来場者を
迎えることができた。

遠野ホップ収穫祭2018
平成30年８月25日、26日
蔵の道ひろば
　　　参加者　　 7,500人
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

市有林造林事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

874,8009,233,988017,473,33227,582,12027,830,000

植栽　　　   　　 5.00ha
下刈 　　　 　　 14.98ha
間伐　　　  　　 25.94ha
作業道整備　 　　　8カ所

　遠野市市有林造成基金条例の目的に基づき、産業の振興、学校施設の整備
充実、災害復旧その他特別な事件に要する経費に充てるため、市有林の造成
を図る。
　市有林面積　第一種市有林 1,964.0ha
　　　　　　　第二種市有林   103.7ha　計 2,067.7ha
　推定材積　　61万m3

計

画

値

実

績

値

　皆伐後の市有林に植裁等の施業を実施し、的確に森林の造成を図り、森林
の公益的機能を増進させるとともに、林業従事者の雇用の創出を図ることが
できた。
　特にも間伐の実行により、二酸化炭素の吸収や土砂災害の防備等、森林の
多面的機能を高めたうえ、 960m3の木材を搬出し販売したことにより、収益
確保を図ることができた。

植栽　　　   　　 5.40ha
下刈 　　　 　　  6.19ha
間伐 　　　 　　 25.16ha
作業道整備　 　　1,500ｍ
忌避剤散布　　　　0.36ha
獣害防護資材設置　1.00ha

単位：円

款06 項01 目08

事 業 名

農林水産業費 農業費 地籍調査費

事

業

内

容

成

果

地籍調査事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,141,4090012,900,00023,041,40923,256,000

一筆地調査　　　 1.30k㎡

閲覧　　　　　　 0.96k㎡

　国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともに、地籍の明
確化を図るため、国土の実態を科学的かつ総合的に調査する事業である。
　地籍調査の成果は、土地に関する諸施策の基本資料として幅広く活用され
るとともに、法務局に送付され、不動産登記の記載が改められることで、所
有者の資産の保全管理や事業等の円滑な進行が図られる。

計

画

値

実

績

値

　一筆地調査（現地調査）は、上郷町の一部 1.30k㎡を対象に実施し、所有
する土地一筆ごとに隣接者と立会により境界を決定し、測量を行った。
　また、平成29年度に一筆地調査を行った上郷町の一部 0.96k㎡は、地籍図
原図と地籍簿案を作成し閲覧を行った。閲覧後は国及び県の認証を受け、法
務局へ調査の成果を送付することとなる。

一筆地調査　　　 1.30k㎡

閲覧　　　　　　 0.96k㎡
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

松くい虫対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,702,1610018,033,17220,735,33320,996,000

駆除処理材積　 　　640m3
広葉樹林化面積　　 1.0ha

　平成23年度から遠野市内全域が松くい虫の被害地域に拡大された。
　被害拡大を防ぐため、枯損木を発見した場合には早期駆除を行う。

計

画

値

実

績

値

　岩手県森林病害虫防除員、遠野地方森林組合及び市内林業事業体との連携
により看視体制を強化し、被害の早期発見に努めた。東部からの徹底駆除を
方針としており、釜石市への被害拡大を防ぎ、被害を遠野市内で抑え込んで
いる状況である。
　また被害が著しい地域において、森林づくり県民税を財源とするアカマツ
林広葉樹林化事業を実施した。敷地内の全てのアカマツを伐採して広葉樹林
化を促す取組であり、松くい虫被害拡大の抑制と、景観形成を実現した。

駆除処理材積　 　　630m3
広葉樹林化面積　　 2.4ha

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

国土保全森林対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

27,925,39400027,925,39427,926,000

除間伐事業実施面積 300ha
造林事業実施面積　　50ha
間伐材搬出量　   3,000m3

　森林の公益的機能を高度に発揮するため、また、市内森林資源の質を高め
るため、森林所有者等による森林整備に対して助成を行い、総合的かつ集中
的な間伐の実施及び造林・保育の促進を図る。
　具体的には、国・県の間伐等補助事業への嵩上げと、間伐材を搬出した経
費等に対して単独で助成を行う。

計

画

値

実

績

値

　間伐、植裁等の森林整備の着実な実施及び間伐材の搬出が行われたことに
より、水源かん養、土砂流出防止等森林の有する多面的な機能が維持・増進
された。
　また、植栽面積が平成29年度の 46.38haから増加している。これは皆伐後
の再造林が促進された結果であり、次世代へ森林・林業のプラスの効果を残
すことができた。
　さらに、初期保育として重要な下刈についても平成29年度の173.32haから
増加しており、私有林の森林所有者による森林整備が促進された。

植栽 　　　　　　55.33ha
下刈　　　　　　202.57ha
除伐　　　　　　　3.30ha
保育間伐　　　　 21.13ha
枝打ち　　　　　　3.73ha
間伐　　　　　　　6.66ha
忌避剤散布　　　 66.89ha
特殊地拵　　　　　3.99ha
搬出材積　　　　 3,987m3
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

里山美林推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

29,57800206,000235,578246,000

県民参加の森林づくり促進
事業参加者数
　　　　　　　　延べ50人

　平成18年度から岩手県が導入した森林づくり県民税を財源とする県民参加
の森林づくり促進事業を活用し、小学生に対して森林整備の必要性や森林の
公益的機能についての森林学習を行う。

計

画

値

実

績

値

　土淵児童クラブの児童延べ87人を対象に、原木きのこ栽培、森林散策、枝
打ち作業、木工団地工場見学を実施した。また、青笹児童クラブの児童12人
を対象に木工教室を実施した。
　遠野小学校の児童44人に対しては、学校に納品となる木製の机と椅子の製
造工程の見学と、木工教室を実施した。
　実際に自分たちで体験したり、作業をすることで学習の理解を深め、森林
保全への意識啓発を促すことができた。

県民参加の森林づくり促進
事業参加者数
　　　　　　 　延べ143人

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林のくに振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

025,000,0000025,000,00025,000,000

森林整備面積  　209.52ha　間伐等の森林整備を実施しようとする森林所有者の、事業実施前に支払う
前金の負担を軽減するため、遠野地方森林組合に対して補助相当額を貸し付
けることで円滑な事業実施を推進する。
　貸付金は、事業完了後に県から遠野地方森林組合に補助金が交付された時
点で精算、返戻される。

計

画

値

実

績

値

　森林所有者の一時的な負担を軽減することができ、健全な森林の育成及び
間伐作業員の雇用による地域山村の振興と活性化を図ることができた。
　林業の中でも経費負担の大きい植栽や下刈の事業に対して貸付けすること
により、さらなる森林整備を推進することができた。

森林整備面積  　202.07ha
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

緑のふるさと協力隊受入事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

490,3162,000,000002,490,3162,659,000

受入隊員数　　　　　１人
活動日数　　　　　 240日
（活動期間４月～３月）
情報発信
　ブログ公開　　　　45回
　ふるさと通信　　　２回
　活動報告会　　　　２回

　地球緑化センターが派遣する農山村に大きな関心をもった若者たちを受入
れし、農林業等の活動体験や地域住民との触れ合いにより五感で感じ得た遠
野の魅力をインターネット等で全国に情報発信し、交流人口の拡大を図る。
　 計

画

値

実

績

値

　市内の農家、農業生産法人、市が行うイベント等での活動のほか、伝承保
存活動への参加など、積極的に住民と触れ合うことで地域住民や各種団体の
活性化が図られた。
　また、活動を通じて知り得た「遠野」をインターネット（で・くらす遠野
サイト内）で、市内外に情報を発信した。
　今後もこの事業を継続して実施し、「遠野」の情報発信に努めていく。

受入隊員数　　　　　１人
活動日数　　　　　 238日
（活動期間４月～３月）
情報発信
　ブログ公開　　　　56回
　ふるさと通信　　　２回
　活動報告会　　　　２回

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

原木しいたけ生産振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,014,4960006,014,4966,022,000

椎茸振興共進会開催　１回
生産者への助成　　　25人
原木しいたけ生産量 3.5ｔ

　平成23年３月の東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所事故
による影響で出荷が規制された原木栽培しいたけの、早期の出荷再開と生産
継続を図るため、遠野市しいたけ産業推進協議会に対して、原木しいたけの
栽培経費の一部を助成し、生産者の意欲向上と生産継続を促す。 計

画

値

実

績

値

　厳しい栽培管理が求められる中、関係機関の連携により出荷制限一部解除
者は６人増えて31人となった。さらに、原木しいたけ栽培を拡大しようとす
る生産者もおり、今後に向けて明るい話題が出てきている。
　椎茸振興共進会についても予定通り開催することができた。気象条件が悪
く、品質、収量ともに不良という条件の中、37品の申込みを受けることがで
き、しいたけ生産技術と意欲の向上を図ることができた。
　原木しいたけ生産量の維持を目的に実施している補助事業については、生
産者25人の原木28,369本の調達と種菌 801,240個に対して 4,298,896円を交
付した。
　また、生産性向上を目的とした資材購入費については、12人に 1,388,000
円を交付した。

椎茸振興共進会開催　１回
生産者への助成　延べ37人
原木しいたけ生産量 3.2ｔ
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

菌床しいたけ生産資材導入事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4000023,924,00023,924,40023,925,000

生産額　　　　20.5千万円　福島第一原子力発電所の事故の影響から、岩手県内のきのこ類への風評被
害による消費の落ち込みが見られ、これによる生産者の意欲低下、離農等が
懸念されるようになった。
　このことから、国・県の補助事業を活用し、遠野菌床しいたけ生産組合を
通じて生産用資材への支援を行い生産量の維持を図るとともに、生産者の減
少に歯止めをかけ、農業生産額の維持向上に努める。

計

画

値

実

績

値

　支援前の平成25年度の生産額 20.32千万円、生産量 230ｔと比べ、概ね同
数で推移していることから、目的は達成されている。
　令和２年度まで国・県の補助事業が続く予定であることから、支援を継続
し、生産基盤の維持・回復につなげたい。
・これまでの実績
　平成26年度　生産額 18.8千万円、生産量 206ｔ
　平成27年度　生産額 21.0千万円、生産量 254ｔ
　平成28年度　生産額 24.9千万円、生産量 271ｔ
　平成29年度　生産額 23.5千万円、生産量 269ｔ
　平成30年度　生産額 21.9千万円、生産量 246ｔ

生産額　　　　21.9千万円
生産量　　　　　　 246ｔ
生産資材導入実績
　　　　　　　 699,800個

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林整備地域活動支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

285,00000855,0001,140,0001,140,000

森林経営計画作成面積
　　　　　　　　 30.00ha

　森林の有する多面的機能が十分に発揮されるよう、森林経営計画等による
計画的かつ適切な森林整備の推進を図るため、国（1/2）、県（1/4）、市（
 1/4）が森林整備地域活動支援交付金を交付することにより、地域における
活動（ソフト事業）の確保を図る。
　具体的には、意欲と能力を有する森林所有者又は森林経営の委任を受けた
者による面的なまとまりを持って作業路網や森林の保護に関する事項も含む
計画の作成を促進する「森林経営計画作成促進」の活動に対し、交付金を交
付する。

計

画

値

実

績

値

　市内５カ所の山林を対象に、森林経営計画を策定するために行った境界確
認や情報収集等の現地調査に要した実費に対し、交付金を交付した。
　なお、本事業により森林経営計画が作成された森林については、森林経営
計画期間内に間伐を行う必要があるため、間伐の推進と林業事業体の業務確
保に寄与した。

森林経営計画作成面積
　　　　　　　　 31.42ha
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林資源好循環加速化事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,511,8001,587,000004,098,8004,115,000

市内燃料用チップ消費量
　　　　　　　 　5,000m3

　新エネルギービジョンにおいて、豊富に存在する木質バイオマス利用を重
点プロジェクトとして位置付けている。
　燃料用チップの供給体制、チップ利用のためのボイラー整備を行ってきた
が、熱の需要先確保が課題となっていることから、公共施設へのチップボイ
ラー整備を実現し、木質バイオマス利用を促す。

計

画

値

実

績

値

　年間を通して熱需要が見込まれる遠野健康福祉の里へのチップボイラー整
備を実現するため、環境省補助事業を活用し設計業務を実施した。
　また、遠野健康福祉の里の周辺には公共施設が複数あり、老朽化による改
修工事も見込まれることから、チップボイラーからの地域熱供給の可能性を
検討するため、各施設の熱需要、熱量の調査を実施した。

市内燃料用チップ消費量
　　　　　　　 　2,115m3

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林・山村多面的機能発揮対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,808,2500002,808,2502,809,000

小規模な森林整備等、山の
環境整備を推進
１　活動推進費
　　　　　　　　　２団体
２　里山林保保全活動
　　      ７団体・86.4ha
３　森林資源利用
　　     10団体・148.5ha
４　教育研修活動
　　        ７団体・23回

　地域コミュニティにより組織された活動団体を事業主体に、小規模な森林
整備を行い山の環境整備を進める。また、伐採した間伐材等は、薪や炭とし
て利用し地域内での木材利用を促進する。
　森林組合等の林業事業体が行う森林経営計画をもとにした大規模な間伐で
は実行し難い里山林を対象とした森林整備を行い、地域コミュニティの醸成
を図る。

計

画

値

実

績

値

　林業事業体が行う森林経営計画をもとにした大規模な間伐では実行し難い
里山林を対象とした森林整備を行うことによって、小規模な森林等、行政で
は目の届かない環境整備を実施することができた。実績については、森林資
源の利用について、申請面積が大きく縮小したことにより、実績値が計画値
を下回った。

１　活動推進費　
　　　　　　　　　３団体
２　里山林保全活動
　　　　  10団体・67.8ha
３　森林資源利用
　　      12団体・62.9ha
４　教育研修活動
　　        ７団体・23回

105農林水産業費 --



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

林業経営体育成対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0009,360,0009,360,0009,360,000

高性能林業機械（ロングリ
ーチグラップル）1台リー
ス導入支援　
　　　　　　　11,661千円

　市内に主たる事業所を有し、意欲と能力のある林業経営体に対し、高性能
林業機械を一定期間リースする場合に補助金を交付する。

計

画

値

実

績

値

　市による補助事業化により、林業経営体の経営環境改善、管内における森
林の徐間伐を図ることができた。

高性能林業機械（ロングリ
ーチグラップル）1台リー
ス導入支援　
　　　　　　　 9,360千円

106農林水産業費 --



款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

ふるさとの街賑わい創出事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

927,1093,690,000004,617,1094,707,000

町家のひなまつり展示箇所
数及び中心市街地の空き店
舗数
町家のひなまつり展示箇所
　　　　　　　　　65カ所
中心市街地の空き店舗利用
数　　　　　　　　　２店
国土交通省都市局との意見
交換及び要望活動

１　遠野市中心市街地活性化事業費補助金
　　遠野商工会が実施する中心市街地活性化を目的としたソフト事業に対し
　補助金を交付する。
　(1) 意欲ある町衆育成事業(講習会・イベント等の実施）
　(2) 遠野賑わいプロジェクト事業（中心市街地活性化協議会の運営、情報
　　発信事業等の実施）
　(3) 遠野町家のひなまつり事業
　(4) 商店街等活動助成事業
　(5) 街角ギャラリー推進事業（個店の魅力向上）
　(6) 空き店舗改修費助成事業
　(7) 空き店舗家賃助成事業
　(8) ファサード改修費助成事業
２　中心市街地活性化推進協議会
　　中心市街地の活性化に係る国への要望、他市との情報交換、職員の研修
　の場として、全国規模の組織である中心市街地活性化推進協議会に参加す
　る。

計

画

値

実

績

値

　商工会を通じて商店街等の支援を行うことによる市民協働のまちづくりの
促進と、中心市街地の賑わい創出を図った。

１　遠野市中心市街地活性化事業費補助金
　(1) 意欲ある町衆育成事業
　　　町家のひなまつり講習会(２回)、みずきびな作成講習会(２回)
　(2) 遠野賑わいプロジェクト事業
　　　メールマガジン(毎月１回)、通行量調査(１回、２日間)
　　　中心市街地活性化事業アンケート調査の実施（１回、１日間）
　(3) 遠野町家のひなまつり事業(来場者 21,166人、参加 55店・団体)
　(4) 商店街等活動助成事業(８団体８事業)
　(5) 街角ギャラリー推進事業(８回)
　(6) 空き店舗改修費助成事業(０件)
　(7) 空き店舗家賃助成事業(８件)
　(8) ファサード改修費助成事業(０件)
２　中心市街地活性化推進協議会
　(1) 遠野市中心市街地活性化協議会開催(２回)
　(2) 遠野市中心市街地活性化協議会運営委員会開催(２回)
　(3) 遠野市中心市街地活性化協議会ワーキンググループ会議開催（５回）
　(4) 中心市街地活性化推進協議会総会(山形県山形市)
　

町家のひなまつり展示箇所
　　　　　　　　　55カ所
中心市街地の空き店舗利用
数　　　　　　　　　８店
国土交通省都市局との意見
交換及び要望活動

単位：円

107商工費 --



単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

遠野東工業団地整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

807,160068,000,000068,807,160127,324,000

市道拡幅工事　　　１路線
市道測量設計業務　１路線

　遠野東工業団地への開発許可条件として、現道拡幅工事が必要となること
から、工業団地周辺市道の拡幅工事及び測量設計業務を行う。

計

画

値

実

績

値

　市道拡幅工事については、遠野東工業団地造成工事の進捗と調整を図りな
がら整備し、車道拡幅、歩道設置により、安全性や利便性が向上した。
　現地精査による設計変更に伴い、一部を令和元年度へ繰り越した。

【整備路線】
　市道長根下伊原下線　L＝651.3ｍ

市道拡幅工事　　　１路線
市道測量設計業務　１路線

単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

遠野まちなか再生事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,565,0710004,565,0714,627,000

遠野オフキャンパスの実施
　遠野オフキャンパス　
　　　　　　　　　　１回
　市民周知用広報紙作成
　　　　　　　　 3,250部

１　「遠野オフキャンパス」の実施
　　遠野まちなか再生地区第２期都市再生整備計画（平成26～30年度）と併
　せて、観光・商業振興及びまちなか居住による中心市街地の賑わい創出を
　推進するため、中心市街地の空き家の利活用検討及び第三の教育の場とし
　て旧三田屋を活用し「遠野オフキャンパス」を実施する。
　　遠野オフキャンパス活動及び商店街、自治会と連携し、一日市通りの賑
　わい交流拠点として利活用を支援する。

計

画

値

実

績

値

１　「遠野オフキャンパス」の実施
　　旧三田屋を活用し「遠野オフキャンパス」を実施した。市内の高校生、
　都市圏の大学生や研究者などが参加し、旧三田屋の建物修繕（路地及び雨
　樋）、給湯器設置を行った。
　　また、活動をまとめた広報紙「Ｈｅｉｉｐｒｅｓｓ（へいいプレス）」
　を発行し取組を市民に周知した。
２　懇談会の開催
　　旧三田屋の具体的な活用方針を検討するため、地元の商店街及び自治会
　の代表と懇談会を実施した。

遠野オフキャンパスの実施
　遠野オフキャンパス　
　　　　　　　　　　１回
　市民周知用広報紙作成
　　　　　　　　 3,250部
懇談会の開催　　６回開催

108商工費 --



単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

商店街街路灯ＬＥＤ化促進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,257,0000001,257,0002,000,000

ＬＥＤ化整備事業実施商店
街団体等数　　　　１団体

　遠野市中心市街地活性化基本計画（平成28年３月認定）に基づき、中心市
街地に市民や観光客を呼び込み、にぎわいあふれるまちを目標とするほか、
遠野市新エネルギービジョン（平成26年11月策定）における遠野型新エネル
ギー導入施策による好循環型社会の構築の一環として、商店街街路灯のＬＥ
Ｄ化を促進するため、商店街街路灯等ＬＥＤ化整備事業費補助金（補助率　
２／３）を交付する。

計

画

値

実

績

値

　商店街街路灯等ＬＥＤ化整備事業費補助金の交付により、商店街の安全で
安心できる環境整備及び環境負荷の低減等地球環境へ配慮する取組を推進す
ることができた。
　商店街街路灯等ＬＥＤ化整備事業費補助金交付実績
　１団体　街路灯ＬＥＤ化整備数　29基

ＬＥＤ化整備事業実施商店
街団体等数　　　　１団体

単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

ものづくり産業振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

58,143,227342,552,71400400,695,941418,674,000

法人資産総額 　　364億円
製造品出荷額(H28)404億円

事業所立地奨励支援措置等
件数（新設・増設）　１社
企業懇談会の開催　　１回

金融支援新規あっせん件数
　　　　　　　　　　70件
貸付総額　　　 350百万円
金融懇談会の開催　　２回

　地域経済の活性化を図るため、市内の中小企業・小規模事業者の設備投資
を促進する。
１　遠野市事業所設置奨励条例等に基づく支援
　　中小企業・小規模企業者の事業拡張、生産力向上を促進するため、市内
　企業の設備投資及び雇用確保に対し、税の減免措置、事業用施設の貸与等
　の優遇措置を講じる。
２　遠野市中小企業振興資金融資あっせん条例等に基づく支援
　　市内金融機関と連携し、各種制度資金による融資あっせんにより、中小
　企業・小規模事業者の資金需要に対応するほか、利子補給金を交付するこ
　とにより負担軽減を図り、市内中小企業等の経営を支援する。

計

画

値

実

績

値

１　遠野市事業所設置奨励条例等に基づく支援
　　　　[奨励措置]　固定資産税の減免等　12社
　　　　　　　　　　民間施設の貸与　１社
２　遠野市中小企業振興資金融資あっせん条例等に基づく支援
　(1) 遠野市中小企業振興資金
　　　　新規あっせん　71件　　　新規融資額　456,236千円
　(2) 岩手県制度資金利子補給
　　　小規模小口資金
　　　　新規あっせん　６件　　　新規融資額　　9,180千円
　　　商工観光資金
　　　　新規あっせん　10件　　　新規融資額　125,090千円

法人資産総額 　　386億円
製造品出荷額(H28)578億円

事業所立地奨励支援措置等
件数（新設・増設）　13社
企業懇談会の開催　　１回

金融支援新規あっせん件数
　　　　　　　　　　87件
新規貸付額　　 　5.9億円
金融懇談会の開催　　２回

109商工費 --



単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

遠野まちなか再生事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

13,343,94000013,343,94013,345,000

岩手銀行遠野支店跡地仮造
工事　　　　　　　

まちなか回遊マップ作成
　　　　　　　　11,000部

１　岩手銀行遠野支店跡地仮造成工事
　　市有地と交換した岩手銀行遠野支店旧店舗の跡地を、当面、とおの物語
　の館仮設駐車場等として使用するため、仮造成工事を行う。
２　まちなか回遊マップ
　　中心市街地に既にある公共施設やポケットパークを楽しみながら散策し
　まちなか賑わいの創出につなげるためのマップを製作する。

計

画

値

実

績

値

１　岩手銀行遠野支店跡地仮造成工事
　　市有地と交換した岩手銀行遠野支店旧店舗の跡地を、当面、とおの物語
　の館仮設駐車場等として使用するため、仮造成工事を行った。
　　また、旧三田屋の建物修繕（雨漏り、電気設備、通り土間屋根及び防寒
　対策）を併せて行った。
２　まちなか回遊マップ
　　中心市街地に既にある公共施設やポケットパークを楽しみながら散策し
　まちなか賑わいの創出につなげるためのマップを製作した。

岩手銀行遠野支店跡地仮造
工事　　　　　　   700㎡

まちなか回遊マップ作成
　　　　　　　　11,000部

単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

ふるさと応援推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

039,965,0930039,965,09348,221,000

個人版ふるさと納税寄附金
目標額　　　　71,000千円
(内訳)
・クラウドファンディング
　型　　　　　 1,000千円
・災害支援代理寄附型
　　　　　　　10,000千円

返礼品割合　　　30％以下
事業費充当割合　50％以下

　ふるさと寄附金（個人版ふるさと納税）収納、返礼品発送等に関する業務
を行う。また、インターネット及び都市圏を中心としたＰＲ活動を行う。
１　個人版ふるさと納税の区分
　(1) 個人版ふるさと寄附金
　　　市外からの寄附者に対し返礼品を送付する(返礼品割合　30％以内)。
　(2) クラウドファンディング型ふるさと納税
　　  ふるさと未来投資支援事業提案募集を行い、移住交流等を促進する。
　(3) 災害支援代理寄附型ふるさと納税
２　ふるさと納税ＰＲ活動
　(1) 首都圏でのＰＲ（いわて銀河プラザ）
　(2) インターネットでのＰＲ（ふるさとチョイス投稿ページ　36回掲載）

計

画

値

実

績

値

１　ふるさと寄附金（個人版ふるさと納税）の推移
　　年度　　　　　 平成28年度　　　 平成29年度　　　 平成30年度
　　寄附金額　　　 69,051千円　　　 54,933千円　　　 59,223千円
　　返礼品額(割合) 17,020千円(25%)  13,312千円(24%)　13,251千円(22%)
　　事務経費(割合) 27,099千円(39%)　28,667千円(52%)　28,765千円(49%)
２　クラウドファンディング型ふるさと納税
　　ふるさと未来投資支援事業費補助金（交付件数　１件）を交付した。
３　災害支援代理寄附型ふるさと納税
　　平成30年７月豪雨災害の被災地（岡山県倉敷市）を支援した。

個人版ふるさと納税
　　 2,956件　59,223千円
(内訳)
・クラウドファンディング
　型　　39件 　1,321千円
・災害支援代理寄附型
　　　 414件　 9,879千円

返礼品割合　　　　　22％
事業費充当割合　　　49％

110商工費 --



単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

まつり振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,061,05218,200,0000020,261,05220,488,000

まつり入込数
　さくらまつり　11,000人
　馬力大会　　　 6,000人
　リバーサイド　 2,000人
　花火まつり　　10,000人
　遠野まつり　　36,000人
　みやもり祭り　 2,000人
　遠野ふゆ物語　24,000人

　

　各種まつりを開催し、観光客の増加を目指すとともに、郷土芸能伝承や、
市街地の活性化を図る。

・遠野さくらまつり
・馬力大会馬の里遠野大会
・柏木平リバーサイドまつり
・遠野納涼花火まつり
・日本のふるさと遠野まつり
・躍進みやもり祭り
・遠野ふゆ物語

計

画

値

実

績

値

　各種まつりを開催し、郷土芸能伝承や市街地の活性化に取り組んだ。
　今年度は、道の駅遠野風の丘創業20周年感謝祭イベントの実施や、東北横
断自動車道釜石秋田線の全線開通、国道 340号線立丸峠トンネルの供用開始
などの道路交通網の整備が進んだこともあり、多くのイベントで目標を上回
ることができた。
　今後も観光推進協議会の戦略会議において、総括・検証を経てから戦略を
明確化し、イベント内容の魅力アップを図るとともに、関係機関・他地域と
の連携や積極的なＰＲ活動等に取り組むなど、ＰＤＣＡサイクルを徹底して
より良いイベント実施を図る。

まつり入込数
　さくらまつり　12,000人
　馬力大会　　　 6,200人
　リバーサイド　 2,000人
　花火まつり　　12,000人
　遠野まつり　　35,000人
　みやもり祭り　 2,200人
　遠野ふゆ物語  28,387人

　

単位：円

款07 項01 目02

事 業 名

商工費 商工費 商工振興費

事

業

内

容

成

果

遠野東工業団地整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

13,20008,400,00008,413,2008,424,000

市道測量設計業務　１路線　遠野東工業団地整備に伴い、周辺の現道拡幅が必要なことから、平成30年
度に繰り越した測量設計業務を実施する。

計

画

値

実

績

値

　計画どおり測量設計業務を完了した。令和元年度に工事を実施する。

【設計路線】
　市道土淵上郷線

市道測量設計業務　１路線

111商工費 --



単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

めがね橋周辺賑わい創出事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

34,000300,00000334,000562,000

観光客入込数 　334,500人　めがね橋周辺において、観光振興及び地域活性化に資するため、賑わいを
創出する事業を実施する。

計

画

値

実

績

値

　周辺の施設を活用したイベントを開催したことにより、観光客等の集客や
地域住民の交流、活性化が図られた。

イベント開催回数　２回
１　ＳＬ銀河「おもてなし」事業（10月28日）
２　小さな「ひなまつり」事業（２月26日～３月３日）

観光客入込数　 300,329人

単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

観光・交流施設整備保全事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

18,11423,800,0000023,818,11438,265,000

遠野物語原風景ゾーン改修
工事　　　　　　　　１件
柏木平レイクリゾート施設
改修工事　　　　　　１件

　遠野市観光・交流施設整備方針を定め、観光客等のニーズに対応した環境
整備を行いながら、老朽化等により景観を阻害したり、観光客や利用者等に
不便をきたしている施設等の改修を行い、利用者が安全、快適に利用できる
ように整備する。 計

画

値

実

績

値

　第２次遠野市観光・交流施設整備保全方針に基づき計画的に改修工事を実
施し、観光客等の利便性向上と施設の長寿命化を図った。

【実施工事】
・たかむろ水光園芸能館浄化槽・温泉システム更新工事
・コテージランド（Ｃ－５・６・７号棟）外壁塗装改修工事

遠野物語原風景ゾーン改修
工事　　　　　　　　１件
柏木平レイクリゾート施設
改修工事　　　　　　１件

112商工費 --



単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

オール遠野で観光まちづくり推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

11,763,4009,000,00004,060,00024,823,40024,824,000

入込数　　　　 880,000人
売上額　　　 610,000千円
※遠野風の丘年間計画

　市内の観光関連事業者との連携による観光推進体制の強化と誘客活動を図
るため、遠野市観光推進協議会をはじめ、ＳＬ停車場プロジェクト推進委員
会及び釜石線沿線活性化委員会へ負担金を支出して観光振興に取り組む。

計

画

値

実

績

値

　観光推進体制の強化と誘客活動を図るため、各観光振興団体に対して負担
金を支出して観光振興に取り組んだ。
　特に平成30年度は、道の駅遠野風の丘20周年感謝祭が年間を通じて開催さ
れ、６月30日の感謝祭イベントを皮切りに、年間を通じて延べ84日開催され
た。遠野市観光推進協議会では、記念セレモニーや東北道の駅との連携イベ
ント、ラジオでの公開生放送による市内イベント、施設の紹介など、道の駅
遠野風の丘を通じて市内回遊が図られるよう、積極的な周知を図り、近隣地
域、沿岸地域等とのネットワークをより密にすることができた。
　今後は、道路交通網の整備が進んだ中において、平成30年度の観光施策の
総括及び検証を行い、三陸防災復興プロジェクトやラグビーワールドカップ
2019釜石大会との連携を図りながら、さらなる誘客と回遊策を図る。

入込数　　　　 885,187人
売上額　　　 597,267千円
※遠野風の丘年間実績

単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

企業支援によるかやぶき屋根再生事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

39,4805,000,00026,800,000031,839,48036,547,000

かやぶき屋根改修工事
　　　　　　　　　　１棟

　「永遠の日本のふるさと遠野」を将来像に掲げ、まちづくりを推進する本
市にとって、美しい自然環境の中で育まれてきた南部曲り家は、「伝統かや
ぶき屋根の家」の形態を残す貴重な財産であり、柳田國男の著書「遠野物語
」の世界を具現化する観光資源であることから、未来に向けて保存・活用を
図るとともに、改修を通じて伝統的かやぶきの技能を継承する。
【実施工事】
　遠野ふるさと村「弥十郎どん付属納屋」かやぶき屋根改修工事

計

画

値

実

績

値

　第２次遠野市伝統かやぶき屋根再生事業方針に基づき計画的に改修工事を
実施し、観光資源維持と施設の長寿命化を図った。
　昨今、市外からのかやぶき葺き替え依頼が、市内のかやぶき師に届き始め
ており、今後はより一層方針を踏まえつつ、かやの状態も考慮し、事業を進
めたい。
　なお、改修工事の財源として「企業版ふるさと納税」を活用した。
【実施工事】
　遠野ふるさと村「弥十郎どん付属納屋」かやぶき屋根改修工事

かやぶき屋根改修工事
　　　　　　　　　　１棟

113商工費 --



単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

インバウンド対策強化事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,181,7660006,181,76617,269,000

市観光協会ホームページ多
言語化　　　　　　　

看板多言語化　　　６カ所

多言語パンフレット増刷
　　　　　  英語 3,000部
　　　　　繁体字 3,000部
　　　　　簡体字 1,000部

　本市のインバウンドは、台湾からの旅客をはじめとして、年々訪日外国人
の来客が増加しているほか、ラグビーワールドカップ2019釜石会場及び東京
2020オリンピック・パラリンピック競技大会のブラインドサッカーホストタ
ウンなど、今後多くの訪日外国人が来遠することが予想されることから、市
観光協会ホームページの多言語化、多言語観光パンフレットの拡充及び主要
観光施設看板の多言語化を図る。

計

画

値

実

績

値

　老朽化していた伝承園看板及びたかむろ水光園、新設工事のカッパ淵及び
伝承園駐車場誘導看板を英語表記及びピクトグラム（絵表示）を追加して、
様々な方々にもわかりやすい表示に努めた。
　また、平成28年度に作成した多言語パンフレットのうち、英語及び中国語
（繁体字・簡体字）版の内容を更新して増刷した。
　なお、市観光協会ホームページ多言語化に対する補助事業は、内容の更新
作業に時間を要するため、令和元年度に繰り越した。

看板多言語化　　　６カ所

多言語パンフレット増刷
　　　　　  英語 3,000部
　　　　　繁体字 3,000部
　　　　　簡体字 1,000部

単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

東北観光復興対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,277,130005,100,0006,377,13011,617,000

外国人観光客入込数
　　　　　　　　 2,400人

　東日本大震災以降、観光客入込数の減少が続いていることから、広域連携
による海外プロモーション、受入環境の整備、滞在コンテンツ充実化に向け
た取組を行い、面的観光による外国人観光客入込数の増を目指す。	

計

画

値

実

績

値

　花巻市、平泉町と広域連携による海外プロモーション、受入環境整備、滞
在コンテンツ充実化を図り、面的観光による外国人観光客入込数増へ向けて
台湾、香港、タイなどのプロモーションに加え、海外エージェント招請事業
などに取り組んだ。
　特にも、海外メディアのプレスツアーでは、中国、香港、ベトナムなどの
アジア圏のほか、カナダ、ドイツ及びニュージーランドなどの新聞記者を招
請し、カッパ淵での釣り体験やどぶろく造りの見学などを通して、各国のメ
ディアに取上げられた。
　今後は、奥州市も加えて、受入環境整備を中心とした、より広域的な取組
を行って、外国人観光客の誘客を図っていく。

外国人観光客入込数
　　　　　　　　 2,832人

114商工費 --



単位：円

款07 項01 目03

事 業 名

商工費 商工費 観光費

事

業

内

容

成

果

観光・交流施設整備保全事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,635,3600004,635,3604,636,000

ターニングポイント標識
　距離変更　　　　９カ所
　表示補修　　　　１カ所
　新設　　　　　　３カ所
観光案内板
　石柱版交換　　　12カ所
　駅前版補修　　　２カ所

　遠野市観光・交流施設整備方針を定め、観光客等のニーズに対応した環境
整備を図りながら、老朽化等により景観を阻害したり、観光客や利用者等に
不便をきたしている施設等の改修を計画的に行い、利用者が安全、快適に利
用できるように整備する。 計

画

値

実

績

値

　第２次遠野市観光・交流施設整備保全方針に基づき、市役所案内看板及び
市街地標識等の補修工事を実施し、観光客等の利便性向上と長寿命化を図っ
た。
【実施工事】
　市役所案内表示看板・標識等補修工事

ターニングポイント標識
　距離変更　　　　９カ所
　表示補修　　　　１カ所
　新設　　　　　　３カ所
観光案内板
　石柱版交換　　　12カ所
　駅前版補修　　　２カ所

115商工費 --



款07 項01 目04

事 業 名

商工費 商工費 交流推進費

事

業

内

容

成

果

連携交流推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,683,8560004,683,8565,243,000

交流事業参加者人数
　　　　　　　　 3,000人

１　交流人口拡大推進事業
　　遠野みらい創りカレッジを拠点とした、企業や大学の研修の受入れを行
　う。

２　地域間交流推進事業
　　友好都市等との市民交流、児童交流及び物産交流を推進するため、友好
　都市住民と遠野市民との相互交流事業や市民ツアーの受入れを行うととも
　に、友好都市が主催するイベント等に出店する。

３　平成・南部藩事業
　　南部氏にゆかりのある平成・南部藩構成市町との交流事業を行う。

４　遠野郷人会事業
　　遠野郷人会を中心とした首都圏のネットワークづくりを行う。

計

画

値

実

績

値

１　交流人口拡大推進事業費
　　遠野みらい創りカレッジを拠点とした企業や大学の研修の受入れでは、
　民泊や各種体験を通じて、来訪者と市民の交流が図られた。

２　地域間交流推進事業
　　菊池市・西米良村との交流20周年記念事業や住民相互交流、武蔵野市民
　ツアーの受入れ等を実施し、友好都市との交流を深めた。これら交流事業
　の実施により、お互いの歴史や文化を学び合うとともに、まちづくりや郷
　土芸能などにも触れ、相互理解が深められた。
　　また、武蔵野市・三鷹市・大府市・福崎町のイベントに出店し、遠野市
　の特産品を販売、ＰＲするとともに、友好都市住民との交流を深めた。
　
３　平成・南部藩事業
　　平成・南部藩設立から10年以上経過していることから、「平成・南部藩
　企画会議」を開催し、目的の達成状況と事業評価をもとに見直しを行い、
　新たな令和・南部藩事業の実施に向け、事業の活性化及びスリム化を図っ
　た。

４　遠野郷人会事業
　　主に首都圏在住の遠野出身者で構成されている遠野郷人会総会に遠野市
　関係者も参加して、ふるさと遠野をＰＲするとともに、ネットワークづく
　りに努めた。

交流事業参加者人数
　　　　　　　　 3,838人

【内訳】
１　交流人口拡大推進事業
　　　　　　　　　　78人
２　地域間交流推進事業
　　　　　　　 　3,080人
３　平成・南部藩交流事業
　　　　　　　　　 433人
４　遠野郷人会事業
　　　　　　　　　 247人

単位：円
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単位：円

款07 項01 目04

事 業 名

商工費 商工費 交流推進費

事

業

内

容

成

果

遠野ツーリズム交流推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

37,3293,000,000003,037,3293,440,000

農家民泊戸数　　 　160軒　遠野の地域資源や特性を活かした「遠野ツーリズム」の推進と、交流拠点
施設「遠野早池峰ふるさと学校」を利用した事業について、関係団体や地域
住民と連携して行う。

計

画

値

実

績

値

　農家民泊で教育旅行を８校 680人受け入れた。受入農家戸数は、高齢等の
理由により減少傾向である。
　遠野早池峰ふるさと学校は、リピーターの定着や団体利用の増などにより
平成30年度の来校者数は 4,497人（うち県外 1,064人）となった。

農家民泊戸数　　　 136軒

単位：円

款07 項01 目04

事 業 名

商工費 商工費 交流推進費

事

業

内

容

成

果

で・くらす遠野定住促進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

128,3402,000,000002,128,3402,383,000

定住者世帯数　 　120世帯
（平成18年度～累計）　
で・くらす遠野市民人口　
　　　　　 　　300人／年

１　で・くらす遠野サポート市民会議との協働による移住・定住の促進。
２　で・くらす遠野市民制度の運営と広報誌「で・くらす遠野」の発行。
３　「遠野市空き家バンク」を充実させ有効に活用するため、市内不動産業
　者等との連携により空き家物件の確保に努める。 計

画

値

実

績

値

１　常に移住希望者のワンストップ窓口を心掛け、認定ＮＰＯ法人遠野山・
　里・暮らしネットワークをはじめ関係機関と情報共有しながら対応した。
　平成30年度は６世帯11人が移住した。
２　広報誌「で・くらす遠野」を年３回発行し、全国ので・くらす遠野市民
　に遠野の情報を発信した。また、全国の友好都市との交流事業や「遠野郷
　人会」総会などを活用し、「で・くらす遠野市民制度」のＰＲ活動を行っ
　た。
３　空き家の所有者等から相談があった空き家物件の現況調査などを市内不
　動産業者と連携して行い、遠野市空き家バンクに17件を登録した。

定住者世帯数　　  98世帯
（平成18年度～累計）　
で・くらす遠野市民人口　
　　　　　  　 231人／年

117商工費 --



118商工費 --



単位：円

款08 項01 目01

事 業 名

土木費 土木管理費 土木総務費

事

業

内

容

成

果

道の駅魅力アップ事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,736,88004,800,0007,753,00019,289,88033,545,000

施設改修基本・実施設計　
　　　　　　　　　　１件
駐車場拡張工事　　　１件

　道の駅遠野風の丘リニューアル計画に伴い、平成30年度に繰り越した施設
改修基本・実施設計、駐車場拡張工事を実施する。

計

画

値

実

績

値

　リニューアル計画の見直しに伴い、基本設計のみを実施した。駐車場拡張
工事は完了し、駐車台数が増加した。

施設改修基本設計　　１件
駐車場拡張工事　　　１件

単位：円

款08 項01 目01

事 業 名

土木費 土木管理費 土木総務費

事

業

内

容

成

果

道の駅魅力アップ事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,357,601023,900,00029,861,00056,118,601124,414,000

用地買収　　　　　　３筆
物件移転補償　　　　１件
駐車場拡張工事　　　１件
一部建物解体工事　　１件
仮設店舗設置工事　　１件

　道の駅遠野風の丘は、東日本大震災時の後方支援活動や、これまでの産業
振興の取組などが認められ、平成26年に全国モデル「道の駅」として認定さ
れ、平成27年には岩手県広域防災拠点施設としても位置付けられた施設であ
ることから、当該施設のさらなる機能強化と魅力アップに取り組むものであ
る。
　また、混雑時における来場者及び周辺地域の交通安全の確保を図るため、
新たな出入口を含めた入退出路、駐車場の拡張及び改修を行うとともに、施
設のリニューアルにも着手する。

計

画

値

実

績

値

　新たな出入口を含めた入退出路整備のための用地買収、物件移転補償は完
了し、施設東側に駐車場を整備したことにより、混雑時の安全確保や駐車台
数が増加した。駐車場工事の一部は計画変更に伴い、令和元年度に繰り越し
た。
　また、入退出路等整備の必要性を岩手県に説明し、整備支援を要請した結
果、入退出路を含めた工事を岩手県で施工することが決定した。
　施設のリニューアルについては、改修計画の見直しを行い、次年度以降に
整備を行う。

用地買収　　　　　　３筆
物件移転補償　　　　１件
駐車場拡張工事　　　１件

119土木費 --



単位：円

款08 項02 目02

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路維持費

事

業

内

容

成

果

道路構造物定期点検事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,955,400006,199,00010,154,40010,155,000

橋りょう点検　　Ｎ＝57橋　道路法の改正により、道路構造物の５年に１度の定期点検が義務付けられ
たことに伴う点検業務。
・橋長Ｌ＝14.5ｍ以上50橋
・橋長Ｌ＝14.5ｍ未満７橋 計

画

値

実

績

値

　繰越予算と合わせて59橋について点検業務を行った。判定区分Ⅳの橋りょ
うはなかったが、今後も継続して点検していく。
・橋長Ｌ＝14.5ｍ以上51橋
・橋長Ｌ＝14.5ｍ未満８橋

橋りょう点検　　Ｎ＝59橋

単位：円

款08 項02 目02

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路維持費

事

業

内

容

成

果

橋梁長寿命化整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,426,80003,900,0009,910,00016,236,80060,297,000

瀬内橋修繕　　　Ｎ＝１橋
菖蒲沢橋修繕　　Ｎ＝１橋
米田橋修繕　　　Ｎ＝１橋
橋りょう補修設計Ｎ＝４橋

　管理している橋りょうの老朽化が進んできているため、橋梁長寿命化修繕
計画（橋長15ｍ以上）に基づいて計画的に橋りょうを修繕し、安心安全な交
通を確保する。
　老朽化が著しい瀬内橋、菖蒲沢橋、米田橋の補修設計を平成29年度に行っ
たことから、平成30年度は修繕工事を実施する。
　また、今後の補修計画のために、橋りょう補修設計を実施する。

計

画

値

実

績

値

　瀬内橋は老朽化した橋桁部分をコンクリートで断面修復した。
　菖蒲沢橋はＪＲと費用負担協定を締結した。
　米田橋は河川占用協議のために、修繕工事を令和元年度に繰り越した。
　さらに早瀬橋、関田橋、愛宕橋、宿橋の補修設計を繰越予算と合わせて実
施し、今後の補修工事へ工程を進めることが可能となった。

瀬内橋修繕　　　Ｎ＝１橋
菖蒲沢橋修繕　　Ｎ＝１橋
橋りょう補修設計Ｎ＝４橋

120土木費 --



単位：円

款08 項02 目02

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路維持費

事

業

内

容

成

果

橋梁長寿命化整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

52,000010,700,00017,248,00028,000,00028,000,000

橋りょう補修設計Ｎ＝４橋　管理している橋りょうの老朽化が進んできているため、橋梁長寿命化修繕
計画（橋長15ｍ以上）に基づいて計画的に橋りょうを修繕し、安心安全な交
通を確保する。
　今後の修繕工事のために、早瀬橋、関田橋、愛宕橋、宿橋の補修設計を実
施する。

計

画

値

実

績

値

　早瀬橋、関田橋、愛宕橋、宿橋の補修設計を現年予算と合わせて実施し、
今後の修繕工事へ工程を進めることが可能となった。

橋りょう補修設計Ｎ＝４橋

単位：円

款08 項02 目02

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路維持費

事

業

内

容

成

果

市道等管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,852,6800007,852,6808,411,000

調査業務　 　　　　8.6ha
測量業務　　　　 　8.6ha

　東北横断自動車道工事に関連して、未登記案件であった宮守町下鱒沢地区
の向落合工事用道路敷地の分筆登記業務委託を実施する。

計

画

値

実

績

値

　測量実施した箇所の分筆登記が完了し未登記案件が解消となった。 調査業務　　　 　　8.6ha
測量業務　　　 　　8.6ha

121土木費 --



単位：円

款08 項02 目02

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路維持費

事

業

内

容

成

果

道路構造物定期点検事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,004,155008,026,00013,030,15523,871,000

橋りょう点検　　Ｎ＝57橋　道路法の改正により、道路構造物の５年に１度の定期点検が義務付けられ
たことに伴う点検業務。
・橋長Ｌ＝14.5ｍ以上50橋
・橋長Ｌ＝14.5ｍ未満７橋 計

画

値

実

績

値

　現年予算と合わせて59橋について点検業務を行った。判定区分Ⅳの橋りょ
うはなかったが、今後も継続して点検していく。
・橋長Ｌ＝14.5ｍ以上51橋
・橋長Ｌ＝14.5ｍ未満８橋

橋りょう点検　　Ｎ＝59橋

122土木費 --



款08 項02 目03

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

事

業

内

容

成

果

安心安全な道づくり事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

25,734,119086,800,00028,861,000141,395,119193,831,000

生活に身近な道づくり事業
　道路改良工事　　　２件

市道リフレッシュ事業
　舗装復旧工事　　　２件

他事業関連
　土淵飛鳥田線　　　１件
　中学校西線　　　　１件
　稲荷下事業用地　　１件

１　生活に身近な道づくり事業
　　当市は広大な面積を有し、集落が点在しているために市民に身近な生活
　道路整備が遅れている状況にある。これらの市民生活の基盤づくりを推進
　するために「生活に身近な道づくり事業計画（第５期：平成29年度～令和
　２年度）」に基づいて整備していく。

２　市道リフレッシュ事業
　　アスファルト舗装された市道は経年劣化及び通行車両の衝撃で舗装面が
　傷むので、良好な状態を保つために修繕していかなければならない。
　　社会資本整備総合交付金を活用して計画的に整備する。

３　他事業関連
　　市の政策に基づいて、他事業との関連で道路工事が必要になった路線を
　整備する。

計

画

値

実

績

値

１　生活に身近な道づくり事業
　　この事業は生活に身近な道路を整備する事業であり、整備効果がすぐに
　発揮されて住民の利便性向上に寄与している。
　　平成30年度は２路線を整備し、水口腰巡線は令和元年度に繰り越して整
　備する。
　（整備路線）
　　光興寺上の山線　Ｌ＝201.8ｍ
　　迷岡線　　　　　Ｌ＝279.5ｍ

２　市道リフレッシュ事業
　　路面破損状況が著しい路線を優先的に補修し、快適な道路を整備した。
　（整備路線）
　　赤羽根番屋線　　Ｌ＝220.0ｍ
　　八幡飛鳥田線　　Ｌ＝570.0ｍ

３　他事業関連
　　開発行為に伴う土淵飛鳥田線の測量設計業務、みらい創りカレッジの近
　接道路である中学校西線の道路拡幅工事、及び稲荷下地区区画整理事業用
　地の買戻しを行った。
　　土淵飛鳥田線は工事費を令和元年度に繰り越して整備する。
　（整備路線）
　　土淵飛鳥田線測量設計　Ｌ＝420.0ｍ　
　　中学校西線工事　　　　Ｌ＝210.8ｍ
　　区画整理事業用地取得　Ａ＝138.0㎡

生活に身近な道づくり事業
　道路改良工事　　　２件

市道リフレッシュ事業
　舗装復旧工事　　　２件

他事業関連
　土淵飛鳥田線　　　１件
　中学校西線　　　　１件
　稲荷下事業用地　　１件

単位：円
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款08 項02 目03

事 業 名

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

事

業

内

容

成

果

安心安全な道づくり事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,056,200055,300,00010,298,00075,654,20085,302,000

生活に身近な道づくり事業
　道路改良工事　　　１件

他事業関連
　道路改良工事　　　１件

１　生活に身近な道づくり事業
　　当市は広大な面積を有し、集落が点在しているために市民に身近な生活
　道路整備が遅れている状況にある。これらの市民生活の基盤づくりを推進
　するために「生活に身近な道づくり事業計画（第５期：平成29年度～令和
　２年度）」に基づいて整備していく。

２　他事業関連
　　新庁舎周辺の市道に歩道を整備し、更なる利便性向上のために、融雪装
　置を設置する。

計

画

値

実

績

値

１　生活に身近な道づくり事業
　　この事業は生活に身近な道路を整備する事業であり、整備効果がすぐに
　発揮されて住民の利便性向上に寄与している。
　　平成30年度は繰り越した１路線を整備した。
　（整備路線）
　　光興寺上の山線　Ｌ＝192.0ｍ

２　他事業関連
　　歩道に融雪装置を設置することで、市役所周辺を通行する歩行者に対し
　て利便性が向上した。
　（整備路線）
　　新穀町通り線　Ｌ＝253.3ｍ

生活に身近な道づくり事業
　道路改良工事　　　１件

他事業関連
　道路改良工事　　　１件

単位：円
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単位：円

款08 項03 目02

事 業 名

土木費 河川費 水路費

事

業

内

容

成

果

安心安全な水路づくり事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

16,954,92000016,954,92017,340,000

平野原水路改修工事　１件　宅地化の進行により農業用水路に生活雑排水が流入して水質汚濁が進んで
いる。さらに、小断面のために豪雨時には水路から越流し、市民生活に大き
な影響を与えている。
　また、東北横断自動車道釜石秋田線整備に伴う山地からの雨水排水の流末
整備が必要になってきている。
　そのため「生活に身近な水路整備事業計画（第４期：平成29年度～令和３
年度）」に基づき、市民生活に密着したこれらの水路を整備する。

（整備路線）
　平野原水路　Ｌ＝197ｍ

計

画

値

実

績

値

　下記１水路を改修し、安心安全な水路を整備した。

（整備路線）
　平野原水路　Ｌ＝199ｍ

平野原水路改修工事　１件

単位：円

款08 項03 目02

事 業 名

土木費 河川費 水路費

事

業

内

容

成

果

安心安全な水路づくり事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

10,218,96000010,218,96026,920,000

八幡水路改修工事　　１件　宅地化の進行により農業用水路に生活雑排水が流入して水質汚濁が進んで
いる。さらに、小断面のために豪雨時には水路から越流し、市民生活に大き
な影響を与えている。
　そのため「生活に身近な水路整備事業計画（第４期：平成29年度～令和３
年度）」に基づき、市民生活に密着したこれらの水路を整備する。

（整備路線）
　八幡水路　Ｌ＝253ｍ

計

画

値

実

績

値

　下記１水路を改修し、安心安全な水路を整備した。また、日影の２水路を
令和元年度に繰り越して整備する。
　
（整備路線）
　八幡水路　Ｌ＝255ｍ

八幡水路改修工事　　１件
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単位：円

款08 項04 目01

事 業 名

土木費 都市計画費 都市計画総務費

事

業

内

容

成

果

都市計画変更事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

6,798,920001,000,0007,798,9207,857,000

都市計画道路見直し　
都市計画マスタープラン改
定　　　　　　　　　

　都市計画決定から長期間未着手の都市計画道路について、変更・廃止等の
見直しを行う。
　また、都市計画マスタープランについて、平成30年３月に拡大した新たな
都市計画区域に対応したものとするため改定する。 計

画

値

実

績

値

　都市計画決定から長期間未着手の都市計画道路について見直しを行い、一
部廃止２路線、全線廃止４路線を都市計画決定した。都市計画道路の総延長
は、見直し前の41.14kmから見直し後33.04kmになり、未着手区間延長は、そ
れぞれ9.04kmから2.38kmへと短縮した。また、都市計画道路を廃止すること
により当該区域の建築制限が無くなり、土地利用上の自由度が高まった。
　また、都市計画マスタープランを改定し、東北横断自動車道釜石秋田線の
整備等による都市構造の変化を考慮し、拡大した現行の都市計画区域、並行
して行ってきた用途地域、都市計画公園及び都市計画道路の各種都市計画変
更にも対応したマスタープランとなった。

都市計画道路見直し
　一部廃止　　　　２路線
　全線廃止　　　　４路線
都市計画マスタープラン改
定　　　　　　　　　

単位：円

款08 項04 目01

事 業 名

土木費 都市計画費 都市計画総務費

事

業

内

容

成

果

空家等対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

115,428000115,428392,000

空き家相談会の開催　２回　空き家相談会を開催し、空き家所有者等の相談に応じる。
　また、空家等対策協議会を開催し、空家等対策計画の策定並びに空家等の
利活用及び特定空家等に対する助言・指導・勧告等の具体的措置について協
議する。 計

画

値

実

績

値

　専門家（建築士、司法書士、宅地建物取引士）の協力による空き家相談会
を２回開催し、計23組の相談に応じた。空き家バンクへの登録や解体に向け
た手続きなど、空き家所有者等が抱えていた課題に対し道筋をつけることが
できた。
　また、危険な状態にある３カ所（６棟）の空き家について、法に基づく立
入調査を行い、特定空家等の認定を行った。

空き家相談会の開催　２回
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単位：円

款08 項04 目02

事 業 名

土木費 都市計画費 土地区画整理事業費

事

業

内

容

成

果

稲荷下第二地区土地区画整理事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,382,4000001,382,4001,500,000

案内看板設置　　　２カ所　案内看板設置工事は、換地処分を踏まえて実施するため、平成30年度に繰
り越して実施する。

計

画

値

実

績

値

　仮換地処分により新たになった住所・地番の案内看板を設置した。 案内看板設置　　　２カ所

単位：円

款08 項04 目02

事 業 名

土木費 都市計画費 土地区画整理事業費

事

業

内

容

成

果

稲荷下第二地区土地区画整理事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

68,255,94732,280,67100100,536,618101,193,000

換地計画書
換地処分
道路台帳作成

　中心市街地の周辺において、無秩序な宅地化が進行し、都市機能の停滞や
生活環境の悪化をもたらしていることから、良好な住環境を形成する道路及
び公園を計画的に配置し、有効的な土地利用と健全なまちづくりを進める。

【全体概要】
　施行面積　Ａ＝19.7ha
　計画年度　平成12年度～平成34年度
　　　　　　都市計画道路　Ｗ＝9.0～12.0m　Ｌ＝1,834.3m
　　　　　　区画道路　Ｗ＝1.5～10.0ｍ　Ｌ＝3,525.7ｍ
　　　　　　公園　Ａ＝6,102.45㎡、建物移転戸数　146戸

計

画

値

実

績

値

　稲荷下第二地区土地区画事業により整備した市道及び県道を道路管理者に
引き渡すため、道路台帳を作成し、引き渡した。
　平成30年３月16日に換地処分を公告したことに伴い、清算金の交付、徴収
を開始した。

道路台帳作成
清算金（交付）　　 156者
清算金（徴収）開始　89人
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単位：円

款08 項05 目01

事 業 名

土木費 住宅費 住宅管理費

事

業

内

容

成

果

生活再建住宅支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0003,230,0003,230,0005,000,000

利子補給　　　　　　13件
被災住宅補修等工事　10件
災害復興住宅新築等工事　
　　　　　　　　　　１件

　東日本大震災により被災した住宅の早期復旧のため、住宅の建築等に要す
る借入れの債務に係る利子、被災住宅等の復旧工事に要する経費及び沿岸被
災者が市内に建てる新築住宅に要する経費に対し、補助金を交付する。
【補助基準】
１　利子補給　　　　　　　　　　　：５年間分の利子補給
２　被災住宅補修等工事
　　　被災住宅補修　　　　　　　　：対象経費の１／２かつ上限30万円
　　　改修工事　　　　　　　　　　：対象経費の１／２かつ上限60万円
３　災害復興住宅新築等工事
　　　住宅新築　バリアフリー対応　：面積に応じ40～90万円
　　　住宅新築　県産材使用　　　　：立米数に応じ20～40万円

計

画

値

実

績

値

　東日本大震災により被災した市民の住宅の復旧並びに市内に新築する沿岸
被災者の復興に寄与した。
　

利子補給　　　　　　７件
被災住宅補修等工事　９件
災害復興住宅新築等工事　
　　　　　　　　　　１件

単位：円

款08 項04 目03

事 業 名

土木費 都市計画費 公園費

事

業

内

容

成

果

鍋倉公園緑化再生事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

496,5311,500,000001,996,5312,000,000

鍋倉公園北側の樹木の伐採
等管理

　密集化した樹木の間伐や植樹を行い公園内樹木の健全な育成を図るととも
に、地域住民や観光客の憩いの場として公園内の環境を整える。

計

画

値

実

績

値

　東側斜面に桜の木の植樹を行い、地域住民や観光客に桜の名所として親し
んでもらえるような環境づくりを進めることができた。
　また、園内の案内板及び標柱等の退色や腐朽が目立っていたことから、塗
装修繕又は、腐朽しづらいスチール製のものに交換したことで、園内の景観
も良くなり、利用者に気持ちよく散策を楽しんでもらえるように環境整備を
進めることができた。

鍋倉公園東側斜面への桜植
樹　　　　　　　　　22本
園内の案内板、標柱の整備
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単位：円

款08 項05 目02

事 業 名

土木費 住宅費 住宅建設費

事

業

内

容

成

果

災害公営住宅整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,160,400013,600,00050,596,00065,356,400140,459,000

災害公営住宅（稲荷下）
　　　　　　　　　  ５戸
（長屋：1LDK・2LDK １棟
戸建：3LDK　　　　３戸）

　東日本大震災により被災した被災者のため災害公営住宅を建設し、住環境
を整える。

計

画

値

実

績

値

　平成30年度は遠野町へ災害公営住宅建設工事５戸を４工区に分けて発注
した。令和元年度へ繰り越して実施する。
　令和元年７月の完成を予定し、災害公営住宅建設工事を完了する。

災害公営住宅(稲荷下)
　　　　　　　　 　 ５戸
（長屋：1LDK・2LDK１棟
 戸建：3LDK　　　３戸）

単位：円

款08 項05 目01

事 業 名

土木費 住宅費 住宅管理費

事

業

内

容

成

果

快適住マイル応援事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,778,0000001,778,0002,597,000

住宅リフォーム　　　９件
住宅水洗化　　　　　７件

　平成29年度において資材不足や大工等の技術者が不足したことにより、年
度内に改修工事を終えることができない方がいたため、平成30年度に繰り越
して助成する。

計

画

値

実

績

値

　住宅リフォーム、水洗化の工事の助成により市民の快適な居住環境の整備
が促進されるとともに、市内の工務店や商店等の経済活性化に寄与した。

住宅リフォーム　　　９件
住宅水洗化　　　　　７件

129土木費 --



単位：円

款08 項05 目02

事 業 名

土木費 住宅費 住宅建設費

事

業

内

容

成

果

災害公営住宅整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

25,063,414023,100,000184,780,000232,943,414283,116,000

災害公営住宅（穀町２期）
　　　　　　　　　　８戸
　（1LDK６戸・2LDK２戸）
外構工事（稲荷下）
敷地内通路整備

　東日本大震災により被災した被災者のため災害公営住宅を建設し、住環境
を整える。

計

画

値

実

績

値

　平成30年度は穀町第２期工事として４棟８戸を４工区に分けて建設した。
平成30年９月より入居を開始している。
　災害公営住宅を建設したことで被災者が安心して居住できる住まいを提供
することができた。
　また、令和元年度繰越事業として実施している災害公営住宅稲荷下団地の
敷地内通路を整備した。

災害公営住宅（穀町２期）
　　　　　　　　　　８戸
　（1LDK６戸・2LDK２戸）
外構工事（稲荷下）
敷地内通路整備
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単位：円

款09 項01 目01

事 業 名

消防費 消防費 常備消防費

事

業

内

容

成

果

救急救助費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,710,3320005,710,3326,205,000

医療用機器定期点検　11台

救急・救助器具購入

　救急車に積載している医療機器を確実に点検することにより、救命処置の
円滑化を図る。
　老朽化又は耐用年数が経過した資機材を更新整備することで、容易に災害
現場での活動ができるよう整備を図る。 計

画

値

実

績

値

　定期点検により、機器の正常化、不具合等が解消されたことから、安全な
救命活動が図られた。
　老朽化又は耐用年数が経過した資機材を更新整備したことにより、安全か
つ確実な災害現場での活動体制を構築した。

医療用機器定期点検　11台

救急・救助器具購入　
　ビデオ喉頭鏡　　　１台
　空気ボンベ　　　　５本
　フルボディーハーネス
　　　　　　　　３セット

単位：円

款09 項01 目01

事 業 名

消防費 消防費 常備消防費

事

業

内

容

成

果

職員教育訓練等事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,778,5700004,778,5705,102,000

消防学校　　　 　   10人

救急救命士
　養成課程研修 　　 １人
　就業前研修　　　　１人
　気管挿管認定  　　１人
　生涯教育　  　　　９人

消防業務資格取得    ６人

　消防組織法第52条に規定する消防職員教育訓練等
１　消防大学校教育訓練
２　県消防学校教育訓練
３　救急救命士関係資格、技能取得
４　消防業務用資格取得

計

画

値

実

績

値

１　県消防学校教育訓練を職員教育計画に基づき火災原因調査科、救急科、
　救助科等の専門課程に派遣し、消防技術の向上がなされた。

２　救急救命士養成課程研修に１人、就業前研修及び気管挿管認定養成に１
　人、救急救命士生涯教育に10人を派遣し、救急活動の技術向上を図った。

３　消防業務資格として、大型自動車免許、小型移動式クレーン運転資格、
　玉掛け技能講習、予防技術検定資格等各種資格を取得し、災害現場におけ
　る活動の強化に努めた。

消防学校　　　 　   ９人

救急救命士
　養成課程研修 　　 １人
　就業前研修　　　　１人
　気管挿管認定  　　１人
　生涯教育　  　　　10人

消防業務資格取得    ６人
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款09 項01 目02

事 業 名

消防費 消防費 非常備消防費

事

業

内

容

成

果

消防団出場管理費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

65,210,764236,8720065,447,63668,611,000

消防団員条例定数　 935人
現有団員（H30.4.1）892人
うち機能別団員　　　82人

報酬　      24,207,000円

旅費　         293,000円

費用弁償　  14,550,000円
　
消耗品費　   4,493,000円

負担金　    23,895,000円

補助金　       585,000円

　非常勤職員である消防団員への報酬等及びその他の諸経費　

１　非常勤職員報酬は年額で定めている報酬を四半期に分けて支給する。

２　旅費は消防団員の消防学校における教育訓練に支給し、費用弁償は災害
　時及び演習、訓練、警戒等に従事した場合に支給する。

３　消防団員の被服等を整備する。

４　公務災害補償に加入し、消防団員が退職した際に退職金を支払う。
　　また、消防団員が公務中に負傷等した場合に支給する。

５　分団運営費補助金を支給する。 計

画

値

実

績

値

１　非常勤職員報酬は消防団員 899名、機能別団員86名に対して四半期に分
　けて支給した。

２　旅費及び費用弁償　
　　県消防学校で行われる消防団員専科教育に消防団員が入校し、各種教育
　課程で専門知識を習得し、災害活動及び消防団行事等で地元消防団員の指
　導を行った。
　　また、火災、水害等の出動及び火災特別警戒、お盆特別警戒並びに各種
　訓練に対して費用弁償を支給した。
　　台風24号襲来時には、災害対応及び河川等の警戒監視活動を実施した。
　　　
３　消耗品費
　　新任消防団員の被服一式を購入し、貸与したことで災害活動及び消防団
　行事で規律と士気が高揚し、組織活動の統制が図られた。（平成30年度新
　入団員26人）　

４　負担金（市町村総合事務組合）
　　消防団員が退団した際に退職金が支払われた。（27人）
　　消防団員が災害活動等で負傷した際に補償金が支払われた。（３人）

５　補助金
　　各分団（団本部、ラッパ隊含む）に円滑な運営、活動ができるよう補助
　金を支給した。（45,000円×13カ所）

報酬　　 　 23,232,542円

旅費　11人　　 151,370円

費用弁償　　12,840,000円
（延べ人数）
火災　　　　　　　 401人
その他災害　　 　　867人
演習、出初式　　 1,892人
防災訓練、教育訓練 532人
予防活動、その他 1,557人

消耗品費（被服等）
　　　　　　 4,454,913円

負担金
（市町村総合事務組合）
　　　　　　23,732,043円

補助金（分団運営費）
　　　　　　　 585,000円

単位：円
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款09 項01 目02

事 業 名

消防費 消防費 非常備消防費

事

業

内

容

成

果

消防団消防操法事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,659,0130004,659,0135,975,000

遠野市消防操法競技会
　　　　　６月17日（日）

遠野釜石地区支部消防操法
競技会　　７月１日（日）

岩手県消防操法競技会
　　　　　７月29日（日）

　消防操法及び消防操法競技会に係る諸経費
　
１　遠野市消防操法競技会に係る諸経費等（隔年実施）

２　遠野釜石地区支部消防操法競技会に係る諸経費等（隔年実施）

３　岩手県消防操法競技会に係る諸経費等（隔年実施）

計

画

値

実

績

値

　岩手県消防操法競技会にポンプ車の部、小型ポンプの部、それぞれ遠野釜
石地区支部代表として出場した。

１　遠野市消防操法競技会
　　遠野市消防団全11分団33個部が出場した。

２　遠野釜石地区支部消防操法競技会
　　遠野市消防操法競技会の上位各３個部が出場した。
　　　ポンプ車の部　　５分団４部、９分団２部、７分団１部
　　　小型ポンプの部　５分団２部、10分団５部、10分団３部

３　岩手県消防操法競技会
　　遠野釜石地区支部消防操法競技会で優勝した各２個部が出場した。
　　　ポンプ車の部　　７分団１部　13位　　出場数14台
　　　小型ポンプの部　５分団２部　８位　　出場数14台
　　　※　全国大会の出場権は得られず。

　

遠野釜石地区支部消防操法
競技会
ポンプ車の部、小型ポンプ
の部に出場した全隊が３位
以内に入賞

岩手県消防操法競技会
ポンプ車の部
　　13位　遠野７分団１部
小型ポンプの部
　　８位　遠野５分団２部

単位：円
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単位：円

款09 項01 目03

事 業 名

消防費 消防費 消防施設費

事

業

内

容

成

果

消防車両更新事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,470,840014,100,0006,000,00021,570,84021,656,000

消防ポンプ自動車　　１台　消防力を強化するため、消防団に配置している消防ポンプ自動車（１台）
を更新整備し、市民生活の安全確保を図る。

計

画

値

実

績

値

　消防団に配備している消防ポンプ自動車（１台）を更新したことにより、
市民生活の安心安全はもとより地元消防防災力の充実強化が図られた。
【更新配備先】
　消防団第１分団第３部　新穀町

消防ポンプ自動車　　１台
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款09 項01 目03

事 業 名

消防費 消防費 消防施設費

事

業

内

容

成

果

消防防災施設等整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,056,320015,000,0005,386,00021,442,32024,010,000

宿・湯屋地区コミュニティ
消防センター
　用地不動産鑑定業務
　不動産鑑定評価業務
　用地測量業務
　建築設計業務

消火栓新設　　　　　２基
耐震性貯水槽新設　　２基

１　消防団活動の拠点施設であるコミュニティ消防センターの整備充実を図
　るため、消防団活動の活性化と地域防災力を強化し、安心安全な地域づく
　りの確保に努める。

２　消防水利が不足している地域に消火栓及び耐震性貯水槽を設置し、消防
　水利の充実強化を図る。また、一般住居等の整備により、消火栓設置箇所
　が障害となる地域の移設整備を図る。

計

画

値

実

績

値

１　宿・湯屋地区コミュニティ消防センターの建設地測量業務、不動産鑑定
　評価、用地交渉及び建築設計業務が完了し、令和元年度の建設に向けて事
　業を進めた。
　　消防団活動の活性化と地域防災力を強化し、安心安全な地域づくりの確
　保につなげた。

２　消火栓及び耐震性貯水槽を計画的に整備したことにより、水利不便地域
　が解消され、消防水利の充実強化を図ることができた。
【消火栓設置箇所】
　青笹町赤羽根地区、小友町高坪地区
【耐震性貯水槽設置個所】
　附馬牛町小出地区、土淵町谷地地区

宿・湯屋地区コミュニティ
消防センター
　用地不動産鑑定業務
　不動産鑑定評価業務
　用地測量業務
　建築設計業務

消火栓新設　　　　　２基
耐震性貯水槽新設　　２基

単位：円
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単位：円

款09 項01 目03

事 業 名

消防費 消防費 消防施設費

事

業

内

容

成

果

消防防災施設等整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

21,838,2001,103,60032,300,000055,241,80056,708,000

松崎町第４区コミュニティ
消防センター新築工事

　消防団活動の拠点施設であるコミュニティ消防センターの整備充実を図る
ため、消防団活動の活性化と地域防災力を強化し、安心安全な地域づくりの
確保に努める。

計

画

値

実

績

値

　消防屯所と自治会館を合築したことにより、地域の消防防災の拠点及び地
域自治会活動の場としての施設活用が見込まれ、地域力の向上が図られた。
　さらに、水防倉庫を隣接することにより、台風等の水防活動における円滑
かつ効率的な地域との協力体制を構築することができた。

松崎町第４区コミュニティ
消防センター　　　　１棟
松崎町水防倉庫　　　１棟

単位：円

款09 項01 目03

事 業 名

消防費 消防費 消防施設費

事

業

内

容

成

果

消防団待遇向上事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

331,2009,000,000009,331,2009,376,000

消防団員防火衣一式　96着　災害活動における安全確保を目的とし、機能性、活動性に優れた新基準の
安全装備品である防火衣一式を更新する。

計

画

値

実

績

値

　消防団員が災害活動時に着用する防火衣一式を機能性、活動性に優れた新
基準の安全装備品に更新することで、団員の安全面の強化を図ることができ
た。
　本事業は３カ年計画で 288着の整備を計画しており、平成30年度で全ての
更新が完了した。
【過去の配備数】
　平成28年度　96着
　平成29年度　96着

消防団員防火衣一式　96着
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単位：円

款09 項01 目04

事 業 名

消防費 消防費 防災諸費

事

業

内

容

成

果

防災対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,058,0810002,058,0812,127,000

地域防災計画等の修正
　　　　　　　年１回以上
防災会議の開催
　　　　　　　年１回以上
国民保護協議会の開催
　　　　　　　年１回以上
非常食の備蓄
　　 市人口の1/3の１食分
水防資機材の整備

１　県の各計画変更を踏まえ、地域防災計画、市水防計画及び国民保護計画
　の修正を行い、防災会議及び協議会を開催する。

２　非常食の備蓄を行う。

３　防災資機材を整備し、地域の防災拠点への配備も含め災害に備える。

計

画

値

実

績

値

１　市防災会議を開催し、県地域防災計画との整合を踏まえた市地域防災計
　画の修正を行った。

２　非常食の備蓄を更新し、災害に備えた。

３　防災資機材整備として土のう袋や砂を購入し、地域の拠点等に配備し水
　害対策を講じた。

地域防災計画等の修正
　　　　　　　　　　１回
防災会議の開催　　　１回
国民保護協議会の開催
　　　　　　　　　　１回
非常食の備蓄
　　 市人口の1/3の１食分
水防資機材の整備
      土のう袋、砂の購入

単位：円

款09 項01 目03

事 業 名

消防費 消防費 消防施設費

事

業

内

容

成

果

通信指令装置等管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,104,0000004,104,0005,973,000

電話交換機　　　　　１台
停電対応多機能電話　３台
多機能電話　　　　　27台
一般電話　　　　　　５台
デジタルコードレス
（ＰＨＳ）　　　　　８台
アンテナ装置　　　　８台

　総合防災センター内に設置されているフルＩＰ電話交換システムを、運用
している水準を維持したままデジタル電話交換機を使用したシステムに更新
し、無停電電源装置を設置しなくとも停電時にＮＴＴ回線が切断されず内外
線の発着信を可能にするとともに、国産機器を使用することにより、システ
ムの保守管理等に対する負担軽減を図る。

計

画

値

実

績

値

　ＩＰ電話機より取次ぎ作業が容易で、表示も操作も分かりやすくＰＨＳ等
と組み合わせることにより設置台数を減少することができた。また、災害時
の電話配置についても利用しやすい配置が可能となった。

電話交換機　　　　　１台
停電対応多機能電話　３台
多機能電話　　　　　27台
一般電話　　　　　　５台
デジタルコードレス
（ＰＨＳ）　　　　　８台
アンテナ装置　　　　８台
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款09 項01 目04

事 業 名

消防費 消防費 防災諸費

事

業

内

容

成

果

まちまるごと防災事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,149,4000002,149,4002,312,000

全行政区への自主防災組織
結成、育成強化
　　　防災研修　各町９回

自主防災組織リーダーの育
成・指導
　自主防リーダー研修２人
　　　県自主防連絡会１人

チャレンジ防災スクールの
開催　　　　　　　年１回

消防フェア開催　９月実施

応急手当普及員の資格者を
維持　　　　　　40人維持

　市民の「生活の安全確保」を図るため、「自分の地域は自分たちで守る」
という連帯意識を持ち、地域の住民が安全で住みよいまちづくりを構築する
ため、自主防災組織の育成、強化を図る。
　防災意識の高揚と地域防災の向上を図り、防災リーダーの養成に努める。
　

計

画

値

実

績

値

１　市内の自主防災組織や小中学校での防災講習会、各地区センターで避難
　所運営訓練を開催し、意見交換等を通じて地区の防災力強化を図った。

２　遠野市土砂・浸水ハザードマップをもとに、市内11会場で地区別防災研
　修会を開催し、過去の浸水範囲、緊急時の避難行動、地域の避難場所を確
　認し、地域防災について浸透を図った。

３　チャレンジ防災スクールに市内の小学生が参加し、非常食体験・消防体
　験・防災マップ作成等の学習カリキュラムにより、防災意識の高揚につな
　げた。

４　市総合防災センター及び総合運動公園を会場に、遠野わらすっこまつり
　＆消防フェアを開催し、救急講演会、救助展示、煙体験、放水訓練、初期
　消火訓練により市民の防火意識の向上を図った。

５　応急手当の普及に努める目的として応急手当普及員を２人養成し、自治
　会、企業など救命講習会に延べ31人の応急手当普及員が講師を務め普及を
　図った。

自主防災組織結成率
　　　　　　　　　97.8％

地区別防災研修会参加者
　　　　　　　　　　99人

チャレンジ防災スクール
　　　　　　　　　　25人

わらすっこまつり＆消防フ
ェア来場者　　　 2,000人

応急手当普及員資格者
　　　　　　　　　　57人

単位：円
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単位：円

款09 項01 目04

事 業 名

消防費 消防費 防災諸費

事

業

内

容

成

果

同報系デジタル防災行政無線整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,84008,900,00008,907,84012,726,000

実施設計業務　　　　　老朽化した同報系アナログ防災行政無線をデジタル防災行政無線に更新す
るため、実施設計業務を実施する。

計

画

値

実

績

値

　同報系デジタル防災行政無線整備に向け、電波伝搬調査及び音達調査の実
施、総務省東北総合通信局との電波周波数の調整及び協議を行い、地形条件
や運用面等を考慮した同報系デジタル防災行政無線の設計を行った。

実施設計業務　　　　

単位：円

款09 項01 目04

事 業 名

消防費 消防費 防災諸費

事

業

内

容

成

果

防災教育推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,370,795626,270004,997,0655,114,000

防災の集い参加者　 150人　東日本大震災の風化を防ぐとともに、遠野市が官民連携して一体となって
取り組んだ後方支援活動と教訓を広く全国に発信し、これからの防災・減災
の活動に努める。
　また、災害が発生又は発生するおそれがある場合は、関係機関と連携し迅
速かつ適切な災害対応を実行する。
１　後方支援活動に係る行政視察及び講演依頼等への対応
２　東日本大震災犠牲者追悼記帳所の設置
３　防災意識向上を図ることを目的に「防災の集い」の開催
４　防災協定締結都市との連携強化
５　災害対策本部等の設置・運営訓練の実施による災害対応能力の向上

計

画

値

実

績

値

１　全国からの視察や講演に対応し、後方支援活動と教訓を広く全国に発信
　し、これからの防災・減災の活動に努めた。
２　東日本大震災犠牲者を追悼するため記帳所を市役所本庁舎に設置した。
３　東日本大震災災害伝承語り部の活動、岩手大学教授の講演及び防災協定
　締結都市と有識者等とのパネルディスカッション等を内容とした「防災の
　集い」を、一般社団法人遠野みらい創りカレッジと共催して実施した。
４　防災協定締結都市である東京都調布市及び神奈川県南足柄市の防災イベ
　ントへの参加等により連携を図った。
５　災害対策本部緊急初動特別班及び地区センター班の活動研修会、岩手県
　総合防災室との連携による防災対応研修会、本部員等による災害対策本部
　運営訓練を実施し、災害対応能力の向上を図った。

視察対応　 31回（329人）
講演出向　　　　　　６回
防災の集い参加者　 180人
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単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

外国語指導助手招へい事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

12,170,84000012,170,84012,171,000

派遣学校数　　　　　14校
派遣回数　 　　　　480回

　グローバル化が進む中、国際社会に対応することができる英語教育が求め
られている。
　英語教育は、小学校では、英語を用いてコミュニケーションを図る楽しさ
を体験しながら、コミュニケーション能力の素地を養うこと、中学校では身
近な事柄を中心としたコミュニケーションを図ることが目標となっている。
　これらの目標達成に向け、教員の確保や指導力向上だけでは十分対応する
ことができない部分に外部の人材を活用する。今年度は、ＡＬＴを１人から
３人に増員し、英語教育の充実に資する。

計

画

値

実

績

値

　ＡＬＴを３人にしたことにより、小学校にも定期的に派遣することが可能
となり、小学校段階から生きた英語に触れることができた。
　児童生徒が英語力の４技能のうち、「聞く」「話す」のコミュニケーショ
ンに関する能力を養い、英語による表現力を育み、英語力の向上を図ること
ができた。

　

派遣学校数　　　　　14校
派遣回数　 　　　　533回
　内訳：小学校　　 176回
　　　　中学校　　 357回

単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

地域教育文化振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

000119,039119,039220,000

家庭教育ゼミナール開催
　　　　　　　　　　14回
家庭教育ゼミナール参加者
　　　　　　　   1,000人
家庭教育講演会　　　１回

　人間形成基盤を培う家庭教育の充実を図るために、保護者や地域住民をは
じめ、児童生徒等を対象に、様々な教育課題に応じた学習機会を提供し、家
庭の教育力向上及び地域ぐるみでの青少年の健全育成に取り組む。

計

画

値

実

績

値

１　全ての市立小・中学校(14校)で家庭教育ゼミナールを開催した。平成30
　年度は、学校・家庭・地域において大きな課題となっている「情報モラル
　」をテーマとした講演を多くの学校で開催し、学校・家庭・地域が連携し
　て、家庭・地域の教育力の向上と子どもの健やかな成長を促す環境づくり
　に向け取組を進めた。

２　学校・ＰＴＡ・地域による実践活動についての事例発表を行う「地域で
　子どもを育てる活動発表会」と「学校と地域の連携に向けた取り組み」に
　ついての「家庭教育講演会」を同時開催し、地域全体で子どもたちを育て
　る機運を高めることができた。

家庭教育ゼミナール開催
　　　　　　　　　　14回
家庭教育ゼミナール参加者
　　　　　　　   1,291人
家庭教育講演会　　　１回
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単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

平成・南部藩寺子屋交流事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

566,100000566,100635,000

遠野市参加児童　　　26人
八戸市参加児童　　　42人

　「知・徳・体」の「徳」に位置付けて実施する事業。
　根城南部氏の縁でつながる青森県八戸市児童との交流の中で、日常生活と
異なる集団生活を通じて、コミュニケーション能力や、リーダーシップを高
めるとともに、八戸市の歴史や文化の学びから「遠野」の歴史や自然の良さ
について見つめ直すことを通して、郷土を愛する心や態度を育て、遠野市の
将来を担う人材の育成を目指す。

計

画

値

実

績

値

　遠野市内小学校11校の代表児童が八戸市の児童と交流活動を行う中で、互
いの郷土の歴史や両市の文化について学ぶことができた。
　学校とは異なる集団の中でのコミュニケーションの取り方やリーダーとし
てのあり方を学ぶとともに、ふるさと遠野の良さを自ら振り返り、事業の目
的とする人材の育成を図ることができた。

１　受入交流　７月25日から７月27日まで　八戸市児童42人が来遠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　遠野市児童26人が交流
２　派遣交流　８月３日から８月４日まで　遠野市児童25人が八戸市を訪問

遠野市参加児童　　　26人
八戸市参加児童　　　42人

単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

特色ある学校づくり事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,268,9700001,268,9701,400,000

実施学校数　　　　　14校　「知・徳・体」の全てに位置付けて実施する事業。
　児童生徒一人一人の学習・生活の基礎力の充実及び個性と能力の伸長に努
め、生命と体と心を育む教育の具現化を図るため、市内各小中学校ではそれ
ぞれ企画・立案した事業計画をもとに地域の歴史・文化・伝統・特徴を生か
して、農業体験、伝統芸能の継承などの地域理解学習に取り組む。

計

画

値

実

績

値

　全ての小・中学校が事業に取り組み、各校の教育目標や地域の特色に応じ
て歴史、文化、自然等を学ぶ活動を積極的に展開し、多くの学校で郷土芸能
の伝承活動や農業を通じた食育活動に取り組んだ。
　事業を通じて、遠野に伝わる伝統や文化に触れることで、児童生徒のふる
さとへの愛着と誇りをもつ心が育まれるとともに、地域に開かれた学校づく
りの一助となった。

　

実施学校数　　　　　14校
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単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

遠野わらすっこ「夢の教室」事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,050,0001,000,000002,050,0002,407,000

実施校数　　　　　　６校
実施回数　　　　　　17回

　「知・徳・体」の「徳」に位置付けて実施する事業。
　心身の健全な発達に向けて、公益財団法人日本サッカー協会が取り組んで
いるこころのプロジェクト「夢の教室」を活用し、現役スポーツ選手、その
他ＯＢ、ＯＧ等が「夢先生」として、フェアプレー精神や助け合いの重要性
を児童に伝えるとともに、夢を持つことの素晴らしさ、夢に向かって努力す
ることの大切さを語り合う授業を行う。
　平成30年度は、遠野市での事業実施10年目となることから、記念事業とし
て中学２年生を対象に加え授業を行う。

計

画

値

実

績

値

　各小中学校では、「夢の教室」をキャリア教育の一環と位置付け、児童生
徒が自分の将来を考えるきっかけづくりの一つとなるよう取り組んだ。
　平成21年度より市内小学校の５・６年生を対象として事業を実施してきた
が、今年度は、事業開始から10年目を迎えたことを契機として、中学校２年
生を対象に加え「夢の教室」を実施した。
　自分の夢や目標を持つこと、夢に向かって努力することの大切さを学び、
将来を考えるきっかけとなった。
【実施状況】
　・遠野小学校（５・６年生）、遠野北小学校（５・６年生）
　　青笹小学校（５年生）
　・遠野中学校、遠野東中学校、遠野西中学校（２年生）

実施校数　　　　　　６校
実施回数　　　　　　17回

単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

特別支援教育推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

20,934,73000020,934,73021,913,000

特別支援教育支援員の配置
　　　　　　　　　　19人
学習指導講師の配置　１人
日本語指導講師の配置　
　　　　　　　　　　２人

　「知・徳・体」の「知」に位置付けて実施する事業。
　小中学校の通常学級に在籍し、個別に特別な支援を必要とする児童生徒の
学校生活における介助及び学習活動における支援を行うため、担任教諭の補
助等を行う特別支援教育支援員を配置する。
　要支援児童生徒に対する指導の充実を図るため、巡回指導を行う学習指導
講師を配置する。
　市内小中学校に在籍する外国人児童生徒に個別の日本語指導を行うため、
日本語指導講師を配置する。

計

画

値

実

績

値

１　特別支援教育支援員が児童生徒の学習や生活面において適切な指導と必
　要な支援を行うことで、「知・徳・体」のバランスのとれた児童生徒を育
　成するとともに、特別支援教育の充実を図ることができた。
２　学習指導講師の巡回指導により、児童のニーズに応じて適切な「ことば
　」の指導が実施され、児童７人がことばの教室を退級することができた。
３　外国人児童生徒が在籍する小中学校に、日本語指導講師を配置し、日本
　語の習熟指導を行うとともに、学校生活でのコミュニケーション支援を行
　うことで、児童生徒が安心して学校生活を送ることができた。
４　補聴器や人工内耳を装用しても騒音下での聞き取りが難しい児童がいる
　学校にロジャータッチスクリーンマイク（補聴援助システム）を支給する
　ことにより、安心して授業を受けることができる環境づくりに努めた。

特別支援教育支援員の配置
　　　　　　　　　　20人
　　（小学校10校　19人）
　　（中学校１校　１人）
学習指導講師の配置　１人
（巡回指導数　６校14人）
日本語指導講師の配置２人
　　（小学校１校　１人）
　　（中学校１校　１人）
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単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

高校魅力化サポート事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,631,6521,194,000006,825,6527,907,000

平成31年度の遠野緑峰高校
情報処理科への入学者数
　　　　　　　　20人以上
（高校魅力化アクションプ
ラン目標値）
市内高校通学費支援 125人

　「新たな県立高校再編計画」（平成28年３月岩手県教育委員会策定）の前
期計画期間（平成28年～平成32年）において統合予定校とされた遠野高校と
遠野緑峰高校の２校を存続させ、地域の高校教育の質の維持と中学生の多様
な進路希望を実現させることを目的とした「高校魅力化アクションプラン」
（平成29年３月策定）に基づき、両校の特徴的な取組に対する各種支援策を
継続するとともに、両校の魅力を市内外の中学生、保護者、市民等にさらに
広く周知することにより、入学者数の増加につなげる。
　また、公共交通機関等を利用して両校へ通学する生徒の保護者を対象に、
通学費の補助を行い、経済的な負担の軽減を図り、市内高校への入学者数の
拡大を図る。

計

画

値

実

績

値

　両校の魅力化を図る事業を支援した。
１　高校魅力化推進事業費補助金
　・学校紹介パンフレット、ビデオ及び学園祭チラシ作成支援（両校）
　・「新しい『遠野物語』を創るプロジェクト」活動支援（遠野高校）
　・スマートフォンを活用した授業カリキュラム支援、資格取得に係る検定
　　料支援、農業クラブ全国大会出場支援（緑峰高校）
２　市内高校通学費補助金
　　公共交通機関等を利用した経費の半額を補助した。
３　高校再編や各高校の取組をまとめたＤＶＤの作成
４　一日体験入学への支援（中学生送迎バス特別運行）
５　小学校・中学校・高校教職員の授業交流会の実施

平成31年度入学者数
　遠野高校
　　普通科　 　　　124人
　　　　　　(対前年△16)
　遠野緑峰高校
　　生産技術科　　　35人
　　　　　　(対前年±０)
　　情報処理科　　　23人
　　　　　　(対前年＋１)
市内高校通学費支援　95人

単位：円

款10 項01 目02

事 業 名

教育費 教育総務費 事務局費

事

業

内

容

成

果

幼稚園応援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

13,406,1880020,709,44034,115,62834,771,000

対象私立幼稚園　　　１園
幼稚園定員　　　　　45人
特別保育事業　　　１事業

　市内に設置する私立幼稚園を運営する法人に対し、その経費に対し負担金
及び補助金を交付し、幼児教育の振興及び児童の健全な育成を図ることを目
的とする。
　また、子育て世代における生活・就労形態の多様化に応じた保育サービス
を提供するため、特別保育事業として「一時預かり事業」の実施を私立幼稚
園に委託する。

計

画

値

実

績

値

１　私立幼稚園運営費負担金
　　私立幼稚園の運営費を負担することによって、充実した幼児教育環境の
　提供及び園の円滑な運営を支援した。
２　私立幼稚園就園奨励費補助金
　　私立幼稚園に就園する園児の保護者の所得状況に応じて就園費用を助成
　し、保護者の経済的負担を軽減した。
３　特別保育事業
　　保護者の就労形態に応じた「一時預かり事業」を実施し、子育て環境の
　充実を図った。

年齢別入所児童数
　２歳児　　　　　　４人
　３歳児　　　　　　12人
　４歳児　　　　　　17人
　５歳児　　　　　　11人
　合計　　　　　　　44人
就園奨励費補助　　　１人
一時預かり事業延べ人数
　　　　　　　　 1,545人
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款10 項01 目03

事 業 名

教育費 教育総務費 教育研究所費

事

業

内

容

成

果

学力向上対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

17,233,72500017,233,72519,160,000

標準学力検査及び知能検査
の実施　　　　　　　１回
教育相談員の配置　　４人
教育研究発表会等の開催　
　　　　　　　　　　２回
学校公開研究会の実施
　　　　　　２校で各１回

　「知・徳・体」のうち「知・徳」に位置付けて実施する事業。
　児童生徒等の学校生活に関する教育相談等の担当として、教育相談員を配
置する。
　市内小中学生（小２～中３）を対象にして、標準学力検査（ＮＲＴ）及び
知能検査を実施する。その結果をもとに各中学校区で研究部会を開催し、課
題に向けての調査、研究及び発表を行い、各学校へ還元する。
　教育課程に関する実践研究を行い、その成果は学校公開の場で発表し、そ
の成果を市内小中学校へ還元する。

計

画

値

実

績

値

　標準学力検査及び知能検査の分析結果によって明らかとなった児童生徒個
々の実態をもとに、中学校区ごとの授業改善のための「２つの視点」を設定
し、小中学校の連携による授業改善を図り、教員の「一人一授業」の評価研
修等に取り組んできた。
　平成30年度においては、これまでの成果や課題、児童生徒の現状を踏まえ
ながら「遠野市学力向上アクションプラン」を作成し、市内小中学校の全教
員で情報共有を図った。
　また、先進的に研究を進め、実践している県内小中学校の授業の様子を視
察したり、外部講師を招へいした研修を実施するなどして、授業の質の向上
につなげた。
　遠野市教育研究所及び市内３中学校に教育相談員を配置し、生徒や保護者
の教育相談を通して不安や悩みの解消に努めるとともに、市内中学校の教員
への支援を行った。また、適応指導教室を設置し、学校への登校が困難な生
徒に対して、学校復帰に向けた支援を行うとともに、卒業に向けての進路指
導等を行った。

標準学力検査及び知能検査
の実施　　　　　　　１回
教育相談員の配置　　４人
教育研究発表会等の開催　
　　　　　　　　　　２回
学校公開研究会の実施
　　　　　　２校で各１回

単位：円
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単位：円

款10 項01 目04

事 業 名

教育費 教育総務費 育英事業費

事

業

内

容

成

果

育英事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

036,149,5680036,149,56836,218,000

新規奨学生採用数　　35人
  うち大学生等　　　30人
  うち高校生　　　　５人

継続奨学生数　　　　53人
　うち大学生等　　　48人
　うち高校生　　　　５人

　遠野市奨学資金貸与条例に基づき、向学心に燃える優秀な学生であって、
経済的事由により修学困難な者に対して学資の貸与を行い、有能な人材を育
成する。
　遠野市少子化対策・子育て支援総合計画「遠野わらすっこプラン」の子育
て支援策として、平成20年度から大学生等の採用枠を23人から30人に拡大し
ている。

計

画

値

実

績

値

　新規奨学生の募集を行い、新たに26人の奨学生を決定し、継続奨学生53人
と合わせて79人に奨学金を貸与した。
　なお、平成31年３月末で、継続奨学生のうち28人が貸与期間を満了した。
　　
【貸付状況】
　新規奨学生　12,180,000円
　継続奨学生　23,885,000円
　　　　　計　36,065,000円

新規奨学生採用数　　26人
　うち大学生等　　　25人
　うち高校生　　　　１人

継続奨学生数　　　　53人
　うち大学生等　　　48人
　うち高校生　　　　５人

単位：円

款10 項01 目03

事 業 名

教育費 教育総務費 教育研究所費

事

業

内

容

成

果

特定教科集中対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,123,2990005,123,2995,669,000

特定教科学習支援員の配置
　　　　　　　　　　４人
実用英語検定受検者　
　　　　　　　　　 226人

　市内中学校に特定教科学習支援員を配置し、教育委員会が指定する特定教
科（平成30年度は数学）について、チームティーチング又は個別指導等の充
実による学力の向上を目指す。
　中学生が、「読む、書く、聞く、話す」の英語の４技能をバランスよく伸
ばし、生きた英語を身に付けることができるよう支援する。具体的には、日
本英語検定協会が実施する実用英語検定の受検料を助成することで、一人一
人が目標を持って英語の学習に取り組める環境をつくる。
　また、その目標達成に向けた支援として、英語検定合格に向けた対策講座
を実施し、学ぶ意欲のある生徒達への学ぶ場の提供を行う。

計

画

値

実

績

値

　特定教科学習支援員を学校規模に応じて配置し、数学の授業においてチー
ムティーチングや家庭学習支援を行うことで、生徒一人一人の実態に応じた
指導・支援が実施された。
　実用英語検定の受検費用を全額補助することで、中学３年生の多くが検定
に取り組むことができた。
　また、休日に開催した対策講座に対しても多くの生徒が参加し、英語の学
習に取り組んだ。
　中学１・２年生全員を対象として、英検ＩＢＡを実施し、生徒個々が自分
自身の学力の実態を確認する機会とするとともに、生徒自身の学習の目標づ
くりや教員の指導の充実につなげることができた。

特定教科学習支援員の配置
　　　　　　　　　　４人
実用英語検定受検者　
　　　　　　　　　 200人
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単位：円

款10 項02 目02

事 業 名

教育費 小学校費 教育振興費

事

業

内

容

成

果

通学対策費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

18,648,32400018,648,32419,707,000

スクールバス等の運行
（バス５台、ワゴン３台、
タクシー１台）
遠距離通学費補助金
支給児童数　　　　　25人

　遠距離から小学校に通学する児童のため、必要な通学対策を講じ、教育環
境の充実を図る。
・遠距離から小友小、附馬牛小、土淵小、宮守小、達曽部小、鱒沢小に通学
　する児童を対象に、スクールバス等を運行する。
・路線バスで遠野北小に通学する松崎地区の児童を対象に、定期券を購入し
　配布する。
・青笹小に通学する瀬内地区の児童の一部を対象に、タクシーを運行する。
・遠距離（片道４㎞以上）から通学する児童を対象に通学費の助成をする。
・教育課程における児童の移動のため、スクールバスの特別運行を行う。

計

画

値

実

績

値

　スクールバス等の運行により、遠距離から小学校に通学する児童の負担の
軽減と通学時の安全を図った。
　また、遠距離通学児童（スクールバス等の利用者を除く）に対して遠距離
通学費補助金を支給し、保護者の負担の軽減を図った。
　学校運営上必要な行事や市主催の各種事業等における児童の送迎のため、
スクールバス等の特別運行を行い、有効活用を図った。

スクールバス等の運行
（バス５台、ワゴン３台、
タクシー１台）
遠距離通学費補助金
支給児童数　　　　　21人
スクールバス特別運行
許可件数　　　　　 274件

単位：円

款10 項02 目01

事 業 名

教育費 小学校費 学校管理費

事

業

内

容

成

果

小学校管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

42,630,00000042,630,00042,630,000

解体床面積
　高学年棟     　1,337㎡
　屋内運動場　     603㎡
　物置　     　　　 20㎡
　　　　　　 計　1,960㎡
敷地整備面積　 　3,108㎡

　旧附馬牛中学校の校舎及び屋内運動場を附馬牛小学校へ転用したことによ
り、活用予定がなくなった旧附馬牛小学校の校舎（高学年棟）及び屋内運動
場を解体する。
　解体工事は平成29年11月から始めたが、解体後の整地作業については、土
の状態が落ちついてからの実施とし、整地作業を平成30年度に繰り越した。

旧附馬牛小学校高学年棟・屋内運動場解体工事
　工期　　平成29年11月10日から平成30年４月20日まで
　工事請負契約額　　　　　75,330,000円
　うち平成29年度前金払額　32,700,000円
　平成30年度繰越額　　　　42,630,000円

計

画

値

実

績

値

　旧附馬牛小学校校舎（高学年棟）、屋内運動場、物置を全て解体した。
　解体後の敷地等は、砕石で敷き均し、駐車場として開放した。

　完成年月日
　　平成30年４月20日

解体床面積
　高学年棟　　 　1,337㎡
　屋内運動場　     603㎡
　物置　     　　 　20㎡
　　　　　　 計　1,960㎡
敷地整備面積　 　3,108㎡
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単位：円

款10 項02 目02

事 業 名

教育費 小学校費 教育振興費

事

業

内

容

成

果

教材整備費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

21,558,688150,0000473,00022,181,68822,301,000

教材備品購入　　　50品目
図書購入　　　　 1,100冊
パーソナルコンピュータ借
上げ　　　　　　　 392台
理科・算数教材備品整備
　　　　　　　　　　４校

　小学校における教育活動に必要な教材備品及び図書を購入するとともに、
パーソナルコンピュータの借上げを行い、教育環境の整備に資する。
　また、国補助を活用し、実験観察等を通した効果的な教育活動に資するた
め、理科及び算数に係る教材備品を整備する。 計

画

値

実

績

値

　教育活動に必要となる教材備品の購入、読書による言語活動の充実を図る
ための図書の購入、情報教育の推進を図るためパーソナルコンピュータの借
上げを行った。平成30年度から新たに借上げ期間が始まった５校において、
パソコン教室にタブレット端末を導入した。
　また、理科・算数教材備品を整備し、観察、実験等を通した実践的な教育
活動の充実を図ることができた。
【主な理科・算数教材備品の整備内容】
　土淵小学校：薬品庫、大型作図用具セット、さんすうタイル　等
　青笹小学校：小型人体骨格模型、デジタルCO2・O2チェッカー　等
　上郷小学校：電気のはたらき回路実験セット、流水の動き実験器　等
　宮守小学校：デジタル生物顕微鏡、内臓の大きさ体感モデル　等

教材備品購入数　　61品目
図書購入　　　　 1,223冊
パーソナルコンピュータ借
上げ　　　　　　　 392台
理科・算数教材備品整備
　　　　　　　　　　４校
　

148教育費 --



款10 項02 目02

事 業 名

教育費 小学校費 教育振興費

事

業

内

容

成

果

就学援助費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

12,990,40600613,69413,604,10014,783,000

支給対象児童数　 　130人

新入学学用品費
入学前支給児童数
小学校就学予定者　　45人
中学校入学予定者　　50人
合計　　　　　　　　95人

　経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して、学用品費、通学用
品費、新入学用品費、校外活動費、修学旅行費、通学費、学校給食費、学校
病医療費及び学校病医療通院費を支給し、義務教育の円滑な実施を図る。

計

画

値

実

績

値

　就学が困難な児童の保護者に対して必要な援助を行い、義務教育の円滑な
実施を図った。なお、下記のうち被災児童９人分の就学援助費については、
国補助金(10/10)の対象として交付された。

【支給項目及び支給対象在学児童数の内訳】
　学用品費（159人）   1,758,678円　通学用品費（129人）    276,522円
　校外活動費（159人)　  292,315円　新入学用品費（４人）   162,400円
　修学旅行費（30人）　  777,529円　通学費（２人）　　   　 16,000円
　クラブ活動費（４人）　  2,330円  ＰＴＡ会費（112人）  　369,160円
　学校病医療費（380人） 343,291円　学校病医療通院費(23人)  41,610円
　学校給食費（156人)  6,482,865円

　また、経済的理由を有する翌年度新入学予定児童の保護者に対して、新入
学学用品費（小学校28人分1,416,800円、中学校29人分1,664,600円、合計57
人分3,081,400円）の入学前支給を行い、義務教育の円滑な実施を図った。

支給児童数　　　　162人
（対計画値　32人増）

新入学学用品費
入学前支給児童数
小学校就学予定者　　28人
中学校入学予定者　　29人
合計　　　　　　　　57人

単位：円
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款10 項02 目03

事 業 名

教育費 小学校費 学校建設費

事

業

内

容

成

果

小学校大規模改造整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,806,0326,259,0000011,065,03219,447,000

昇降口、給湯室、印刷室、
職員室、校長室、保健室、
相談室、教具室、会議室、
普通教室（２室）、職員更
衣室（男・女）、理科室、
家庭科室、図工室
　　　　　　　　　計16室

　土淵小学校大規模改造工事の進捗状況に合わせて、教室等で必要な備品を
整備する。
　

計

画

値

実

績

値

　土淵小学校校舎大規模改造工事に合わせて、下記教室等に備品を購入し学
習環境の充実を図った。
　また、当初予定されていた特別教室の工事を令和元年度に見送ったため、
特別教室の調理台や実験台の購入を令和元年度に繰り越した。

【主な購入品】
　昇降口：下足入れ、傘立て、
　給湯室：ＩＨコンロ、食器棚
　印刷室：吊戸棚、キャビネット、作業テーブル
　職員室：机、椅子、キャビネット、ホワイトボード、カーテン
　校長室：机、椅子、会議テーブル、応接セット、書棚、ブラインド
　保健室：机、椅子、診察台、収納式ベッド、カーテン、薬品庫
　相談室：衝立
　教具室：カーテン
　会議室：会議用机、椅子、カーテン
　普通教室：教師用机、椅子、教卓、給食台

昇降口、給湯室、印刷室、
職員室、校長室、保健室、
相談室、教具室、会議室、
普通教室（２室）
　　　　　　　 　 計11室

単位：円
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款10 項02 目03

事 業 名

教育費 小学校費 学校建設費

事

業

内

容

成

果

小学校大規模改造整備事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

17,435,066099,200,00031,335,000147,970,066148,044,000

校舎大規模改造(第１期)工
事
増築工事　　　　  ２カ所
改築工事　　　　  １カ所
外構整備　　　　　１カ所
工事監理業務委託

　昭和53年３月に建築された土淵小学校校舎は、築後39年を経過しているこ
とから、大規模改造工事を実施し、施設の長寿命化を図る。
　平成30年３月に国庫補助金の交付決定を受けたため、平成29年度内の大規
模改造工事及び工事監理業務の発注が困難であることから、事業を平成30年
度に繰り越した。
　大規模改造（第１期）工事の内容
　・各教室（職員室、校長室、印刷室、保健室、教具室、昇降口、会議室、
　　普通教室２室、職員更衣室、理科室、家庭科室、図工室、廊下）の床、
　　壁、天井の改修
　・照明のＬＥＤ化、防災盤の新設
　・低学年用トイレの新設、合併処理浄化槽の新設、ＦＦ暖房機器の更新　
　・給食荷受室増築及び児童用昇降口増築工事
　・渡り廊下改築工事　
　・昇降口前外構整備　
　・業務委託（工事監理業務）

計

画

値

実

績

値

　校舎大規模改造工事、給食荷受室増築工事、児童用昇降口増築工事及び渡
り廊下改築工事を実施し、学習環境の整備を図った。
　ただし、校舎大規模改造工事で、電気設備工事を優先することにし、特別
教室（理科室、家庭科室、図工室）の改修を第２期工事に見送ったほか、昇
降口前外構整備工事は、屋内運動場からの雨水等の処理が未決定であったこ
とから仕上げを第２期工事に見送った。
１ 土淵小学校校舎大規模改造（第１期）工事
　　 工期　平成30年７月24日から平成31年３月８日まで
　　 完成年月日　平成31年３月８日
　　 建築工事 　　50,198,400円
　　 機械設備工事 29,890,080円
　　 電気設備工事 18,880,560円　
２ 土淵小学校校舎大規模改造（増築・外構）工事
　 ※大規模改造第１期（建築）工事と合併入札、分離契約
　　 工期　平成30年７月24日から平成31年３月22日まで　
　　 完成年月日　平成31年３月11日
　　 建築工事   43,272,360円　
３ 仮設電気設備工事等　2,758,666円　
４ 工事監理業務委託
　　 委託期間　平成30年７月24日から平成31年３月26日まで
　　 完成年月日　平成31年３月20日
　　 委託金額    2,970,000円

校舎大規模改造(第１期)工
事
給食荷受室増築工事
児童用昇降口増築工事
渡り廊下改築工事
仮設電気設備工事等
工事監理業務委託

単位：円
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単位：円

款10 項03 目02

事 業 名

教育費 中学校費 教育振興費

事

業

内

容

成

果

通学対策費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

47,716,47802,700,0003,340,00053,756,47854,092,000

スクールバス等の運行
（遠野中６台、遠野東中６
台、遠野西中６台）
遠距離通学費補助金
支給生徒数　　　　　10人
スクールバス更新　　１台

　遠距離から中学校に通学する生徒のため、必要な通学対策を講じ、教育環
境の充実を図る。
・遠距離から通学する以下の生徒を対象に、スクールバス等を運行する。
　　遠野中のうち綾織小及び附馬牛小の区域の生徒
　　遠野東中のうち土淵小及び上郷小の区域の生徒
　　遠野西中のうち小友小、達曽部小及び鱒沢小の区域の生徒
・遠距離（片道６㎞以上）から通学する生徒を対象に通学費の助成をする。
・教育課程における生徒の移動のため、スクールバスの特別運行を行う。
・スクールバスを計画的に更新し、生徒のより安全な通学に資する。

計

画

値

実

績

値

　スクールバス等の運行により、遠距離から中学校に通学する生徒の負担の
軽減と通学時の安全を図った。
　学校運営上必要な行事やクラブ活動等における生徒の送迎のため、スクー
ルバス等の特別運行を行い、有効活用を図った。
　遠野西中で使用するスクールバスを更新し、より安全な通学手段を確保す
ることができた。

スクールバス等の運行
（遠野中６台、遠野東中６
台、遠野西中６台）
遠距離通学費補助金
支給生徒数　　　　　０人
スクールバス特別運行
許可件数　　　　　 168件
スクールバス更新　　１台

単位：円

款10 項03 目01

事 業 名

教育費 中学校費 学校管理費

事

業

内

容

成

果

中学校管理費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

717,120000717,120763,000

パネルラジエーター　２基　遠野東中学校特別支援教室改修工事で、パネルラジエーターが平成29年度
内に調達することができないことから平成30年度に繰り越した。

　工事内容　
　遠野東中学校特別支援教室にパネルラジエーター２基を設置する。

計

画

値

実

績

値

　パネルラジエーターを設置し、特別支援教室の暖房を整備した。
　
　遠野東中学校特別支援教室改修（機械設備）工事
　　工期　平成30年７月１日から平成30年９月30日まで
　　完成年月日　　平成30年８月１日
　　工事請負契約額　717,120円

パネルラジエーター　２基
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単位：円

款10 項03 目02

事 業 名

教育費 中学校費 教育振興費

事

業

内

容

成

果

就学援助費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

14,305,178001,138,77715,443,95515,620,000

支給対象生徒数　 　115人　経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対して、学用品費、通学用
品費、新入学用品費、校外活動費、修学旅行費、通学費、学校給食費、学校
病医療費及び学校病医療通院費を支給し、義務教育の円滑な実施を図る。

計

画

値

実

績

値

　就学が困難な生徒の保護者に対して必要な援助を行い、義務教育の円滑な
実施を図った。なお、下記のうち被災生徒８人分の就学援助費については、
国補助金(10/10)の対象として交付された。

【支給項目及び支給対象在学生徒数の内訳】
　学用品費（116人）   2,525,880円　　通学用品費（82人）　  179,887円
　校外活動費（116人）   265,745円　　新入学用品費（13人）  616,200円
　修学旅行費（48人）  3,416,282円　　クラブ活動費(110人) 2,082,661円
　生徒会費（113人）　　 238,000円　　ＰＴＡ会費（96人）　　244,200円
　学校病医療費（22人）　279,514円　　学校病医療通院費(４人)　2,370円
　学校給食費（114人） 5,593,216円

支給生徒数　　 　　120人
（対計画値　５人増）

単位：円

款10 項03 目02

事 業 名

教育費 中学校費 教育振興費

事

業

内

容

成

果

教材整備費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

9,433,41400447,0009,880,41410,032,000

教材備品購入　　  24品目
図書購入　　　　　 600冊
パーソナルコンピュータ借
上げ　　　　　　　 186台
理科・数学教材備品整備
　　　　　　　　　　３校

　中学校における教育活動に必要な教材備品及び図書を購入するとともに、
パーソナルコンピュータの借上げを行い、教育環境の整備に資する。
　また、国補助を活用し、実験観察等を通した効果的な教育活動に資するた
め、理科及び数学に係る教材備品を整備する。 計

画

値

実

績

値

　教育活動に必要となる教材備品の購入、読書による言語活動の充実を図る
ための図書の購入、情報教育の推進を図るためのパーソナルコンピュータの
借上げを行った。平成30年度から新たに借上げ期間が始まった遠野中におい
ては、パソコン教室にタブレット端末を導入した。
　また、理科・数学教材備品を整備し、観察、実験等を通した実践的な教育
活動の充実を図ることができた。

【主な理科・数学教材備品の整備内容】
　遠野中学校：生物顕微鏡、正多面体展開説明器　等
　遠野東中学校：真空落下実験器、電気分解・燃料電池実験セット　等
　遠野西中学校：生物顕微鏡、すい体の体積説明教具　等

教材備品購入数　　21品目
図書購入　　　　　 637冊
パーソナルコンピュータ借
上げ　　　　　　　 186台
理科・数学教材備品整備
　　　　　　　　　　３校
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款10 項04 目01

事 業 名

教育費 社会教育費 社会教育総務費

事

業

内

容

成

果

学びのまちづくり推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

38,946,57425,232,9900064,179,56464,642,000

継続的な講座数　　５講座
生涯学習講座の受講者数
　　　　　　　　 4,800人
中学生の海外派遣者数
　　　　　　　　　　９人

　市民が学ぶことができる機会を提供するとともに、より心豊かな生活を送
ることができるように、芸術の振興や国際交流の推進を図る。

１　生涯学習の推進
　　地区公民館単位や市全域を対象にして地域住民の希望に応じた生涯学習
　講座を開催し、多様な学びの機会を提供する。

２　芸術振興事業
　　芸術振興に係る事業を業務委託し、民間の柔軟な発想による芸術文化事
　業を展開する。

３　国際交流事業
　　チャタヌーガ市との姉妹都市締結１周年を記念し、遠野の文化を発信す
　るため、公式訪問団を派遣する。
　　国際感覚を身に着けた人材を育成するため、チャタヌーガ市へ市内中学
　生９人、高校生８人を派遣する。

計

画

値

実

績

値

　生涯学習講座、芸術振興事業に関する事業を外部委託し、民間活力を活か
した事業を推進したほか、関係団体と遠野市姉妹都市等交流事業実行委員会
を設立し、国際交流事業の推進を図ることができた。
１　生涯学習
　(1) 外部委託した事業　
　　　生涯学習事業（国際理解講座、ＩＴ講座、郷土理解講座等）
　　　青少年活動サポート事業（少年少女ふるさと発見探偵団等）
　(2) 地区公民館事業
　　　高齢者大学、郷土料理教室、つるしびな教室等
２　芸術振興事業
　(1) 自主事業
　　　北海道歌旅座「昭和の歌コンサート」
　　　「めざましクラシックスin遠野」
　(2) 青少年劇場
　　　「ＡＬＯＨＡ！フラ！ハワイからの贈り物」
　(3) 市民芸術祭
　　　合同茶会、舞台合同発表会、総合展示会
　(4) 遠野少年少女合唱隊
　　　第29回発表会の開催、各種イベントへの出演等
　(5) 遠野市民センターバレエスタジオ
　　　第41回発表会の開催等
３　国際交流事業
　　関係機関・団体とともに、遠野市姉妹都市等交流事業実行委員会を設立
　し、官民一体となり姉妹都市との交流事業を展開し、国際交流のさらなる
　推進を図った。

継続的な講座数　　10講座
生涯学習講座の受講者数
　　　　　　　　 5,033人
中学生の海外派遣者数
　　　　　　　　　　９人

単位：円
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款10 項04 目01

事 業 名

教育費 社会教育費 社会教育総務費

事

業

内

容

成

果

若者と女性の活躍推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

969,556240,000001,209,5561,919,000

１　補助金交付団体
　(1) 青少年育成　２団体
　(2) 女性団体　　１団体
２　成人式対象者数 250人

　社会教育関係団体として、青少年の育成に取り組む団体と女性団体に対し
補助金を交付し、活動を支援する。
　遠野わらすっこまつりを消防フェアと同時開催し、関係機関・団体による
わらすっこの遊びや体験活動を支援する。
　また、新成人が主体的に式典を運営するために、成人式実行委員会を組織
し活動することにより、地域のために活動する意識の醸成を図る。

計

画

値

実

績

値

１　青少年の育成に取り組む社会教育関係団体である遠野市青年団体協議会
　に補助金を交付し、スポーツ事業をはじめとした各種事業への取組を支援
　した。

２　遠野市保育協会ほか関係機関・団体と実行委員会を組織し、遠野わらす
　っこまつりを開催し、わらすっこの学び、活動体験を支援することができ
　た。

３　女性の視点で地域と暮らしを支える活動に取り組む社会教育関係団体で
　ある遠野市地域婦人団体協議会に対し補助金の交付や助言・活動支援を行
　い、活動の活発化を図ることができた。

４　新成人が主体的に式典を運営するため、成人式実行委員会を組織し、式
　典の企画や運営を自ら行うことで新成人としての意識を高めるとともに、
　青年団体協議会の会員や前年度の成人式実行委員が活動を支援することに
　より、青年同士のつながりの醸成と地域のために活動する意識の醸成を図
　ることができた。

１　補助金交付団体
　(1) 青少年育成　２団体
　(2) 女性団体　　１団体
２　成人式参加者数 215人

単位：円
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単位：円

款10 項04 目03

事 業 名

教育費 社会教育費 文化政策費

事

業

内

容

成

果

遠野「語り部」1000人プロジェクト事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,456,8650001,456,8651,510,000

語り部認定者数（累計）
　　　　　　　　　 900人

　遠野の豊かな文化を継承・発展させるため、多様なジャンルの「語り部」
を遠野の大切な人的文化資源と位置づける。「昔話」「歴史」「郷土芸能」
「食」「生業」の５ジャンルの「語り部」を育成し、遠野のにぎわい創りの
きっかけとして、交流人口の拡大に貢献する。 計

画

値

実

績

値

　平成30年度の認定者数54人（子ども語り部41人、歴史１人、食２人、郷土
芸能９人、生業１人）で、累計者数は932人となった。
　語り部スクーリングを開催し、新たな語り部の発掘に努め、計画値を上回
ることができた。さらに、食、生業、郷土芸能の語り部の研修を開催するな
どして、認定者のフォローアップにも努めた。
　また、中心市街地の空き店舗を利活用し、語り部スポットを２カ所開設し
て語りを披露するなど、中心市街地のにぎわいの創出につなげることができ
た。

語り部認定者数（累計）
　　　　　　　　　 932人

単位：円

款10 項04 目02

事 業 名

教育費 社会教育費 公民館費

事

業

内

容

成

果

小さな拠点改修整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,813,6000005,813,60051,110,000

用地取得　　　　　　４件
物件移転補償契約　　２件
代替地整備工事　　　１件
民家移転補償調査業務
民家代替地測量業務
既存建物解体実施設計業務

　市内11地区に地区センターを整備することで、地域コミュニティ活動の促
進を図る。
　平成30年度は鱒沢地区センターの整備に係る用地取得、物件移転補償契約
の締結、代替地の整備を行う。 計

画

値

実

績

値

　用地交渉を行い、２件の用地を取得した。
　また、物件移転補償調査を行い、移転補償費を積算するなど、物件移転補
償契約締結に向けた手続を進めたほか、代替地の測量及び該当部分の分筆登
記手続も併せて進めた。
　未取得となっている２件の用地取得手続きに時間を要したため、その用地
取得及び物件移転補償と代替地整備工事については、令和元年度に繰り越し
て行う。

用地取得　　　　　　２件
民家移転補償調査業務
民家代替地測量業務
既存建物解体実施設計業務
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款10 項04 目03

事 業 名

教育費 社会教育費 文化政策費

事

業

内

容

成

果

遠野文化調査研究費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

11,413,5873,100,0000014,513,58715,095,000

遠野文化研究センター活動
の参加者数　　　　 400人
活動毎の参加者アンケート
　平均６点以上(11段階中)

　遠野の文化を多角的に解明するとともに、次代を担う「人づくり」と未来
を見据えた「まちづくり」を推進するため、遠野の文化に関する調査・研究
に努める。
　また、出版物の刊行や文化フォーラム等の開催により、研究成果の公開や
啓発を行う。

計

画

値

実

績

値

　遠野の文化を解明し、広く発信するため次の事業などを実施し、多くの参
加者等に遠野の文化を発信することができた。

１　遠野文化フォーラムの開催　
　　日時：平成30年８月18・19日（土・日）
　　内容：遠野文化賞・佐々木喜善賞の表彰、遠野遺産・遠野こだわりの「
　　語り部」認定証交付、遠野遺産事例発表、トークライブ「なぜ、遠野は
　　カッパなのか？」、アニメ映画上映「河童のクウと夏休み」
　　参加者：200人

２　市民講座
　　講座：遠野学講座、先人秘話講座、カッパ縁日、森林講演会、文化まち
　　づくりネットワーク交流会ほか　
　　開催回数：８回　
　　総参加者：597人

３　出版事業　
　　遠野学叢書：(『遠野のヨメ日記』300部、『遠野のザシキワラシ』300
　　部）
　　遠野文化フォーラム報告書：300部

遠野文化研究センター活動
の参加者数　　　　 797人
活動毎の参加者アンケート
    平均8.45点(11段階中)

単位：円
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款10 項04 目03

事 業 名

教育費 社会教育費 文化政策費

事

業

内

容

成

果

「遠野市史」編さん事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,746,9024,040,0000012,786,90212,815,000

各年度の事業進捗率 100％
下記４項目（１項目25％）
全てを実施した場合 100％
と設定
①市史編さん委員会開催
②資料収集、調査
③刊行のための実務作業
④教育普及・広報

　『遠野市史』『宮守村誌』は、いずれも昭和50年前後の刊行で、発刊から
40年以上が経過している。その後の市村合併を含め、市政の変遷をまとめた
現代編や通史編の必要性が求められているとともに、歴史的資料や人々の暮
らしに関わる資料の散逸、途絶なども懸念される。
　「永遠の日本のふるさと遠野」として後世に引き継ぐべき資料を収集整理
しながら遠野の歴史、文化を総合的にまとめるため、市史の編さんを行う。
１　令和元年度　現代編刊行
２　令和８年度　通史編刊行
３　令和９年度　民俗編刊行
　　　　　　　　遠野南部氏遠野統治400年イベントの開催
※平成28年度～令和９年度　編さん委員会、資料調査、執筆作業、収集資料
を活用した講座などの開催による人材育成を進める。
※遠野南部家資料、収集資料を収めた「資料編」は随時刊行する予定。 計

画

値

実

績

値

　市史編さん委員会を開催し事業計画の審議等を行った。
　また、調査研究員等の協力のもと、資料収集や古文書解読作業を進めた。
　現代編の刊行に向けては、現代編部会で方針を協議するとともに、調査研
究員会議等で具体的な原稿の調整作業を行った。
　人材育成として、市史編さん講座や古文書講座など、遠野の歴史や文化に
触れる学習機会を提供し、参加者アンケート結果はどの講座も高評価であっ
た。

１　遠野市史編さん委員会　２回
２　資料調査等
　(1) 遠野南部家資料調査　２回
　(2) 通史編に関する調査　６回
　(3) 遠野南部家所蔵『御用留書』解読会　23回
３　現代編
　(1) 現代編部会　　　　　　　　５回
　(2) 現代編担当調査研究員会議　７回
　(3) 原稿読み合せ会　５回、個別事項の聞き取り調査　６回
４　人材育成
　(1) 市史編さん講座　開催日：10/14　参加者：38人
　(2) 古文書講座
　　（午前の部）開催日：7/26、8/2、8/9　　　 参加者：延べ31人
　　（夜の部）　開催日：11/13、11/20、11/27　参加者：延べ32人
　(3) 古文書整理ボランティア活動　登録者15人、活動回数12回
５　広報活動　市広報、ホームページ等

①市史編さん委員会開催
②資料収集、調査実施
③刊行のための実務作業実
施
④教育普及・広報活動実施

全項目の事業進捗率 100％

単位：円
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事 業 名

教育費 社会教育費 図書館博物館費

事

業

内

容

成

果

図書館費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

22,849,57913,3440022,862,92323,026,000

図書館の利用者数　　　　
　　　　　　　　15,800人
市民への図書貸出冊数　
　　　　　　　　71,100冊
移動図書館車の貸出冊数　
　　　　　　　　11,300冊
学校図書館等への貸出冊数
　　　　　　　　21,200冊

　読書普及活動と図書館の利用促進、図書館資料の収集保存、館外奉仕活動
と施設貸出の利用促進を図るとともに、自主活動グループへの支援と育成を
推進する。
　図書館総合情報システムを活用し、図書館業務の効率化と迅速化を図ると
ともに、利用促進につなげるため、広報紙、ホームぺージ等の情報発信に努
める。
　学校図書館、読書ボランティア、児童館、福祉施設等との情報共有と連携
を図り、配架図書の充実及び移動図書館車の効率的な運行を推進する。
　また、分館（宮守ゆうＹＯＵソフト館）・まちなか図書館を活用して市民
が読書に親しめる環境づくりに努める。
　貴重な郷土資料、図書館資料の情報収集、整理、保存の適切な管理に努め
る。
　 計

画

値

実

績

値

　図書の貸出や図書館教室、企画展の開催などを通じて、利用者が本に親し
む読書環境を提供した。
　児童を対象にした図書館教室、総合学習のための貸出し、多読者表彰を実
施し、図書館の利用促進と読書普及を図ることができた。
　中学生、高校生の職場体験学習を受け入れし、図書館の理解を深めた。
　移動図書館車を巡回運行し、利用者の利便性を図った。
　本の読み聞かせなどのグループに館内外活動への支援として、夏休み期間
を活用した、「きいて・たのしい・ほんのせかい」をテーマに紙芝居、大型
絵本の読み聞かせ体験を実施した。
　また、異文化の昔話を学ぶことを目的に、ポルトガル在住の影絵実演者「
紅子さん」による影絵の実演に触れた。
　岩手の読書週間の取組として、図書館講座を岩手県中部教育事務所と連携
して開催し、本の魅力を紹介しあう「ビブリオバトル」を実施しながら読書
活動の推進を図った。
　平成29年度に引き続き、水損被害を受けた図書資料を用いた講習会「図書
レスキュー体験ｉｎ岩手県立博物館」を開催し、資料救出活動を行う人材育
成に努めた。

図書館の利用者数　　　　
　　　　　　　　17,018人
市民への図書貸出冊数　　
　　　　　　　　67,606冊
移動図書館車の貸出冊数　
　　　　　　　　11,864冊
学校図書館等への貸出冊数
　　　　　　　　22,130冊

単位：円
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事 業 名

教育費 社会教育費 図書館博物館費

事

業

内

容

成

果

博物館費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,032,8865,945,458009,978,34411,069,000

博物館入館者数  20,400人
博物館講座等の受講者数　
　　　　　　　　   950人

　特別展や記念イベントを開催、市内外に情報を発信し、交流人口の拡大を
図る。特別展「遠野物語と河童」や企画展「遠野のトイレの歴史」、遠野町
家のひなまつりに合わせた特別展「遠野のひな人形」を開催する。
　児童生徒を対象とした博物館教室を開催し、郷土愛の醸成を図り、豊かな
人間性を有する人材の育成に努める。
　市民対象の展示解説会や教室を開催し、文化に親しむ機会を提供する。
　博物館資料の充実を図りながら、資料の収集・整理・保存に努める。

計

画

値

実

績

値

　特別展「遠野物語と河童」や企画展「遠野のトイレの歴史」を開催した。
また、遠野町家のひなまつりに合わせた特別展「遠野のひな人形」を開催し
て、商工会と連携し中心市街地への集客に努めた。さらには、土淵地区セン
ターで移動展「遠野領内図」を開催し、地区のニーズに対応した。
　児童生徒を対象とした博物館教室等を開催し、郷土の歴史、文化、民俗な
どの学習機会を提供し、市民の学習ニーズに応えた。
１　特別展「遠野物語と河童」（入館者数　6,720人）
　　会期　平成30年７月20日（金）～９月23日（日）　　
２　企画展「遠野のトイレの歴史」（入館者数　1,432人）
　　会期　平成30年11月２日（金）～12月28日（金）
３　特別展「遠野のひな人形」（入館者数　1,671人）
　　会期　平成31年２月８日（金）～３月10日（日）

博物館入館者数  18,226人
博物館講座等の受講者数　
　　　　　　　　 1,936人

単位：円
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単位：円
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事 業 名

教育費 社会教育費 図書館博物館費

事

業

内

容

成

果

博物館映像等整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,871,60021,000,00006,660,00030,531,60031,139,000

多言語ガイドシステム導入

シアター用新作ソフト制作

　近年の外国人旅行者の増加に対応するため、遠野市立博物館に多言語ガイ
ドシステムを導入し、受入態勢の充実を図る。
　遠野市立博物館マルチスクリーンシアター用に新作ソフトを制作し、展示
の充実を図る。 計

画

値

実

績

値

　遠野市立博物館に６カ国語（英語・中国語・台湾語・フランス語・ドイツ
語・日本語）に対応した多言語ガイドシステムを導入し、平成31年１月から
運用を開始して、外国からの旅行者の受入態勢の充実を図ることができた。
　マルチスクリーンシアター用に新作アニメ「ザシキワラシ」を制作した。
平成31年４月から公開を開始し、博物館の展示の目玉として今後の集客に活
用する。

多言語ガイドシステム導入

シアター用新作ソフト制作

単位：円
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事 業 名

教育費 社会教育費 図書館博物館費

事

業

内

容

成

果

ブックスタート事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

25,467245,00000270,467276,000

読み聞かせ回数　　　12回
対象者　　　　　　 160組

　遠野市に生まれた赤ちゃんとその親、家族が本を通じた触れあいの中から
お互いに幸せを感じ成長するための機会を作る。
・生まれた時から、本と触れあうことにより本に興味をもってもらう。
・ボランティアグループによる読み聞かせ
・絵本、絵本入れバッグの配布
・対象　１歳児

計

画

値

実

績

値

　遠野健康福祉の里において、１歳児健康相談時に絵本と絵本入れバッグを
配布した。また、参加できなかった対象者には、後日、民生児童委員を通じ
て配布した。
　対象者　139組
・１歳児健康相談時に配布   138組
・民生児童委員による配布　　１組
・対象者に対する配布率　 　100％
　１歳児健康相談時に絵本等の読み聞かせ、本の紹介、図書館への利用の促
進を図ることができた。
　ボランティアグループによる本の読み聞かせや紹介により、子どもたちが
本と触れあう大切な時間となっている。

読み聞かせ回数　　　12回
対象者　　　　　　 139組

161教育費 --
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事 業 名

教育費 社会教育費 文化財調査保護費

事

業

内

容

成

果

文化財調査保護費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,594,721520,000003,114,7213,406,000

文化財調査（松崎観音、上
琴畑湿原ほか） 
民俗芸能の映像記録件数
平成30年度　26件（累計）
備品整備補助
郷土芸能共演会開催支援　
　　　　　　　　　  １回
神楽共演会開催支援  １回

　法に基づき適正な文化財保護行政を継続するとともに、遠野の文化や歴史
を物語る貴重な財産として文化財の調査・保護、啓蒙活動を推進し、市民の
文化向上と郷土愛の醸成を図る。
　また、郷土芸能の保存継承を推進するため備品整備や発表の場の提供等、
必要な支援を継続する。
１　指定文化財の調査・保護及びその他未指定文化財の調査、保護啓蒙活動
　の実施
２　民俗芸能の活動支援

計

画

値

実

績

値

１　国登録有形文化財
　　遠野ふるさと村にある国登録有形文化財「大野どん」「弥十郎どん」の
　キクイムシ駆除を実施した。

２　県指定文化財
　　松崎観音の本尊、羽黒堂の掛仏の調査を実施し、それぞれ「木造観音菩
　薩立像（伝十一面観音菩薩）」「金銅聖観音坐像御正躰」という名称で県
　指定文化財として指定された。

３　市指定天然記念物
　　「会下家の十王堂のカツラ」の保存のための剪定に係る費用の一部を補
　助した。

４　上琴畑湿原の調査
　　昨年に引き続き上琴畑湿原の調査を実施し、測量などの作業を行い、必
　要な調査は概ね完了した。

５　郷土芸能
　　保存育成を目的として「佐比内しし踊り」「暮坪虎舞」「野崎神楽」「
　青笹しし踊り」の４団体に対し、備品整備費の補助を行った。また、郷土
　芸能共演会、神楽共演会への開催支援を行い、併せて、神楽共演会の映像
　を記録し、郷土芸能の保存継承を推進した。

文化財調査（松崎観音、上
琴畑湿原ほか）
民俗芸能の映像記録件数
平成30年度　26件（累計）
備品整備補助　    ４団体
郷土芸能共演会開催支援　
　　　　　　　　　　１回
神楽共演会開催支援　１回

単位：円
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事 業 名

教育費 社会教育費 文化財調査保護費

事

業

内

容

成

果

埋蔵文化財発掘調査費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,557,18762,63302,278,00010,897,82011,277,000

開発に伴う遺跡の分布・試
掘・発掘調査等　　　
工業団地整備に伴う発掘調
査　　　　　　　　　
発掘調査報告書の作成
市内出土遺物の資料台帳入
力　　　　　　　　　

　各種開発事業の円滑な実施と、埋蔵文化財の保護を図るため、埋蔵文化財
の分布確認・試掘・本発掘の各種調査を実施する。遠野東工業団地整備に伴
う本発掘調査を実施し、発掘調査報告書を作成する。
　また、調査記録や出土遺物の適正な管理を行いながら公開活用に資するた
め、資料台帳の作成を推進する。

計

画

値

実

績

値

　各種開発行為に伴う埋蔵文化財の取扱いについて調整し、開発行為が遺跡
に該当した８件について、試掘調査を行い円滑な事業の実施と埋蔵文化財保
護に努めた。また、昨年度の試掘調査で陥し穴状遺構を検出した遠野東工業
団地整備予定地の発掘調査を行い、発掘調査報告書を作成した。
　重要文化財千葉家の主屋の発掘調査を行い、千葉家の保存修理のための基
礎情報を収集した。
　公開活用を視野に、市内遺跡出土遺物のデータベース作成を進めるととも
に、企画展「遠野に生きた縄文時代中期の人々」をまちなか・ドキ・土器館
で開催し、調査成果を公開した。
　また、「縄文土器作り教室」(参加者数：45人)、「勾玉作り教室」（参加
者数：45人）の各文化財教室を開催するなど、埋蔵文化財に関する知識の普
及啓発に努めた。

遺跡照会回答件数　 152件
試掘調査　　　　　　８件
千葉家発掘調査　　　１件
発掘調査報告書作成 300部
データベース入力作業　
　１遺跡分　　　　 879件
企画展開催　　　　　１回
埋蔵文化財教室開催　５回
　　(参加者数は延べ90人)

単位：円
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単位：円
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事 業 名

教育費 社会教育費 文化財調査保護費

事

業

内

容

成

果

遠野遺産認定事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

99,035900,00000999,0351,304,000

認定件数の増　　　　７件
ガイドブック作成 3,000部

　市民から推薦される地域資源を「遠野遺産」として認定し、認定された遠
野遺産の保護活用を支援することにより、市内にある文化的遺産、自然遺産
を市民協働で次世代に守り伝え、活気ある地域づくりを推進する。
　市民協働課と連携し、遠野遺産保護団体の活動に対する補助金の交付、助
言等の支援を行う。
　また、新たに認定した遠野遺産表示板の設置、竿頭綬の作成を通じ遺産の
啓発に努めるとともに、ガイドブックを発行して市内外に情報発信を行う。

計

画

値

実

績

値

　新規の遺産７件（第151号　月山神社（旧胡四王薬師堂）、第152号　蘭場
の山神神社（蘭場産神宮）、第153号　上宮守西風の石碑群、第154号　中斉
駒形神社、第155号　上宮守神楽、第156号　湧水念仏、第157号　迷岡駒形
神社と一里塚）を認定し、累計数が157件となった。
　遠野遺産表示板等の設置、ガイドブック作成、広報遠野へ掲載、視察・学
習会対応を通じた周知・情報発信に努め、遺産保護活動が促進された。
　また、みんなで築くふるさと遠野推進事業を活用した環境整備事業等７件
（第25号　遠野南部ばやし、第56号　荒川駒形神社、第59号　青笹八幡宮、
第60号　月山深山宮、第73号　小友町裸参り、第83号　八坂神社、第125号
　柏木平の砥森神社）の保護事業が実施され、市民協働による地域づくりが
推進された。

認定件数　　　  新規７件
ガイドブック作成 3,000部
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款10 項04 目05

事 業 名

教育費 社会教育費 文化財調査保護費

事

業

内

容

成

果

重要文化財千葉家住宅整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

12,257,037036,900,00068,664,000117,821,037119,393,000

主屋　　　  内部造作解体
主屋石垣 解体（103.6㎡）
土蔵　            全解体
石蔵　            全解体
整備事業記録映像
家財資料整理台帳作成
　　　　　　　   2,100点
古文書整理台帳作成
　　　　　　　　   350点

　国指定重要文化財千葉家住宅を永久的に保存していくため、保存修理工事
を実施する。専門家委員会を開催し助言を得て、工事を円滑に進める。
　修理後により良く活用を図るため、活用整備及び防災設備に関する計画を
市民とともに策定する。
　千葉家旧蔵の家財資料及び古文書資料等について整理を進める。
　また、整備事業の映像記録を行う。

計

画

値

実

績

値

１　保存修理工事
　　主屋の造作解体、前面石垣の解体（ 154.1㎡）、土蔵、石蔵の半解体工
　事を行った。重要文化財千葉家住宅保存活用委員会を２回、復原ワーキン
　ググループを１回開催し、地盤及び構造補強について専門委員との工法協
　議を行いながら設計及び工事を進めた。また、修理工事の状況を公開する
　ため見学会を８月５日に開催し、市内外から約120人が参加した。

２　完成後の活用の検討
　　市民組織である重文千葉家の活用を考える会や高校生とともに、周辺地
　域の建物や馬の活用に関する調査を実施した。また、完成後の運営方法に
　ついての検討も定期的に行った。

３　千葉家旧蔵資料整理及び整備事業映像記録
　　資料整理は非常勤の専任職員を配置して取り組んだ。千葉家から引き継
　いだ家財資料についてクリーニングし計測や写真撮影、繕いを行いながら
　台帳作成を進め、整理は概ね完了した。古文書等の資料は近代の建築改修
　記録の解読作業を集中的に行い、復原設計に必要な改修履歴を概ね把握す
　ることができた。また、整備事業全体について映像記録を委託して実施し
　た。

主屋　　　  内部造作解体
主屋石垣 解体（154.1㎡）
土蔵　　　　　　  半解体
石蔵　　　　　　  半解体
整備事業記録映像
家財資料整理台帳作成
　　　　　　　   2,534点
古文書等整理
　　　台帳作成　   335点
　　　記録翻刻　    15冊

単位：円
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単位：円

款10 項04 目05

事 業 名

教育費 社会教育費 文化財調査保護費

事

業

内

容

成

果

歴史文化基本構想策定事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,832,562001,355,0003,187,5623,643,000

市内文化財資料の調査収集
と整理
委員会の開催　　　　４回
基本構想策定

　指定・未指定を含めた文化財の悉皆的調査を実施・整理し、遠野市の文化
的特性を明確にするとともに、総体的価値を前提とした文化財の保護活用の
方針を構想としてまとめ、長期的視点に立脚した一貫性のもとに文化財行政
を推進する。また、関連部署と構想を情報共有することにより文化を活かし
たまちづくりを推進していく。

計

画

値

実

績

値

　平成28年度から進めてきた市内の文化財現状把握調査の成果をまとめ、有
識者によって構成される遠野市歴史文化基本構想検討委員会を４回開催して
協議を重ね、遠野市歴史文化基本構想を策定した。
　このことにより、市内の文化財をその周辺環境まで含めて、総合的に保存
・活用するための方針等を定めることで、文化財保護に関するマスタープラ
ンとしての役割を果たすことになり、文化財を活かしたまちづくりの推進に
活用していく。

調査成果取りまとめ
委員会開催　　　　　４回
基本構想策定

単位：円

款10 項04 目05

事 業 名

教育費 社会教育費 文化財調査保護費

事

業

内

容

成

果

文化的景観保存事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,989,750001,500,0003,489,7503,618,000

委員会の開催　　　  ３回
景観点検及びワークショッ
プの開催　　　　　　７回
整備活用計画の策定

　柳田國男の『遠野物語』を生み、人々が築き上げてきた当市独特の景観を
将来に残していくため、国の重要文化的景観選定地域である、荒川高原牧場
及び土淵山口集落の保護を図る。
　土淵山口集落については、平成24年に策定した保存計画を踏まえ、同集落
を次世代へ継承し、伝統文化の理解が深まるような具体的な方針を定めるた
め、整備活用計画を策定する。

計

画

値

実

績

値

　地域住民とともにワークショップや景観点検を７回実施し、集落の望まし
い整備と活用について検討を重ねた。
　また、「遠野の景観」保存調査委員会を３回開催し、計画のあり方や内容
について協議を重ね、整備活用計画を策定した。
　計画を策定する過程で、整備や活用に向けた課題が明確になり、それらを
解決するための事業をスケジュールや実施主体・体制などを含め、具体的に
示すことができた。
　また、ワークショップには集落外からの参加もあり、地域住民以外からの
視点も踏まえた計画とすることができた。今後は、この計画を基に、地域と
行政による協働のほか、外部からの支援を得ながら事業を推進する。

委員会の開催　　　　３回
景観点検及びワークショッ
プの開催　　　　　　７回
整備活用計画の策定
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単位：円

款10 項05 目01

事 業 名

教育費 保健体育費 保健体育総務費

事

業

内

容

成

果

ホストタウン交流事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,657,1130007,657,11310,063,000

５人制サッカーブラジル代
表チーム受け入れのための
視察・訪問

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、地域の活
性化、観光振興等の観点から、ホストタウンの相手国であるブラジルと人的
・文化的な交流を図る。
　また、共生社会の実現に向け、心と街のバリアフリー化の推進を図る。 計

画

値

実

績

値

１　2019年７月、パラリンピック競技大会５人制サッカーブラジル代表チー
　ムの事前合宿が決定した。

２　心のバリアフリーを推進し、共生社会を実現する機会として、障がい者
　理解教育（パラスポーツ体験・パラリンピアンによる体験型授業等）を実
　施し、多様性を尊重する意識や態度の醸成に努めた。

３　バリアフリーマスタープランの策定業務は、年度内の発注が困難である
　ことから、事業費を令和元年度に繰り越した。

2019年７月、パラリンピッ
ク競技５人制サッカーブラ
ジル代表チームの事前合宿
の決定

単位：円

款10 項05 目01

事 業 名

教育費 保健体育費 保健体育総務費

事

業

内

容

成

果

競技・イベントスポーツプログラム推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

13,946,1232,960,0000016,906,12318,327,000

遠野じんぎすかんマラソン
参加者数　　　　 2,400人
スポーツ団体運営事等補助
　　　　　　　　　５団体

　多くの市民がスポーツを通して健康増進と豊かなライフスタイルを実現で
きる環境の整備・充実を図る。
　スポーツ少年団の育成と活動を支援するとともに、専門的指導者によるジ
ュニアスポーツのレベルアップを図り、競技力の向上に努める。
　各種スポーツイベントを開催し、交流人口の拡大を図る。　

計

画

値

実

績

値

　第36回日本のふるさと遠野じんぎすかんマラソンでは、台北マラソンへの
選手派遣やホップ収穫祭との連携により、参加者の拡大を図った。
　市のスポーツ振興を図るための市体育協会やスポーツ少年団への支援のほ
か、種目別協会等で開催したジュニアスポーツレベルアップ事業に支援を行
った。
　

遠野じんぎすかんマラソン
参加者数　　　　 2,512人
(市内432人、市外2,080人)
スポーツ団体運営等補助
　　　　　　　　　６団体
スポーツ少年団全国大会出
場　　　　　　　３単位団
全国高校サッカー選手権大
会出場に係る寄附金
　　　　　　 　3,000千円
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款10 項05 目02

事 業 名

教育費 保健体育費 学校給食費

事

業

内

容

成

果

学校給食事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

106,232,80096,825,18500203,057,985203,533,000

年間給食実施回数　 168回

学校給食食材に占める地場
産物使用割合　　  66.1％

　市内小中学校の児童生徒に対し、適切な栄養の摂取による健康の保持増進
を図るとともに、日常生活における食事について正しい理解を深め、望まし
い食習慣を養成すること、好ましい人間形成等を目標として学校給食を実施
する。
　学校給食の実施に当たっては、遠野産の食材を積極的に使用し地産地消を
推進するとともに、安心安全なおいしい給食の提供に努める。
　給食実施校数
　　小学校　12校（うち１校は特別支援学校）
　　中学校　４校（うち１校は特別支援学校）
　給食供給人数　2,131人
　年間給食実施回数　小学校168回、中学校168回

計

画

値

実

績

値

　遠野産の食材を積極的に使用し、地産地消の推進と消費拡大を図るととも
に、栄養バランスのとれたおいしい給食を提供できた。また納入業者への衛
生管理指導も徹底し、安心安全な給食提供に努めた。さらにＰＴＡや学校関
係者、ぱすぽる食育まつりなど一般の方への試食会を通じ、試食会後のアン
ケート意見を学校給食の提供に反映させた。
　栄養教諭による指導では「朝ごはん」を中心としたテーマのもと、延べ39
回1,006人の児童生徒に対して授業等を行った。
　平成28年度から実施している交流すまいる給食では、今年度も３回実施し
た。初回は東京2020パラリンピックの視覚障がい者５人制サッカーのブラジ
ル代表チームの視察に合わせブラジル料理を提供し、海外の家庭料理に触れ
る機会とした。

　

年間給食実施回数 　168回

学校給食食材に占める地場
産物使用割合　　  70.0％

単位：円
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単位：円

款10 項05 目03

事 業 名

教育費 保健体育費 体育施設費

事

業

内

容

成

果

ホストタウン会場整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,408,60006,200,00007,608,600131,670,000

国体記念公園市民サッカー
場内クラブハウス建設工事

国体記念公園市民サッカー
場Ｂ面改修工事測量設計業
務

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会のホストタウン事業の一
環として進める５人制サッカー事前合宿誘致に向け、必要な施設整備を行う
とともに、2020年以降のスポーツ振興、地域の活性化につながる環境を整備
する。 計

画

値

実

績

値

　2019年７月、パラリンピック競技５人制サッカーブラジル代表チームの事
前合宿の決定に伴いクラブハウスの整備が決定したため、年度内の工事完了
が困難であることから、事業費の一部を令和元年度に繰り越した。
　2020年以降は、スポーツに親しめる環境が整備されるほか、スポーツ大会
や合宿の誘致など、交流人口の拡大、地域の活性化につなげる。

国体記念公園市民サッカー
場Ｂ面改修工事測量設計業
務

単位：円

款10 項05 目03

事 業 名

教育費 保健体育費 体育施設費

事

業

内

容

成

果

健康スポーツ施設整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

102,56013,000,0000013,102,56015,104,000

遠野運動公園テニスコート
人工芝改修工事　　　２面
下地不陸整地工　 N＝１面
人工芝舗装工　 A=1,460㎡
既設人工芝撤去工
　　　　　　　 A=1,430㎡

　遠野運動公園テニスコートに４面あるコートのうち、２面の人工芝の摩耗
消失が激しいことから、張替えによる改修工事を行い、利用者に快適で安心
安全な施設提供を行う。

計

画

値

実

績

値

　遠野運動公園テニスコート人工芝の改修を行い、施設の長寿命化を図ると
ともに、快適で安心安全な施設提供を行うことができた。

遠野運動公園テニスコート
人工芝改修工事　　　２面
下地不陸整地工　 N＝１面
人工芝舗装工　 A=1,460㎡
既設人工芝撤去工
　　　　　　　 A=1,430㎡
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単位：円

款11 項01 目01

事 業 名

災害復旧費 農林水産施設災害復旧費 農業用施設災害復旧費

事

業

内

容

成

果

農業用施設災害復旧事業費（事故繰越）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

261,2230015,058,57715,319,80050,853,000

工事契約　　　　　　２件
　頭首工　　　　　　１件
　農道　　　　　　　１件

　平成28年台風10号により被災した農業用施設及び農道の災害復旧工事を、
平成28年度から繰り越して実施する。

計

画

値

実

績

値

　県が実施する一級河川小烏瀬川河川災害復旧工事と併せて栃内頭首工及び
沼袋農道の災害復旧工事を実施し、従前の機能を回復した。

工事契約　　　　　　２件
　頭首工　　　　　　１件
　農道　　　　　　　１件

単位：円

款11 項01 目01

事 業 名

災害復旧費 農林水産施設災害復旧費 農業用施設災害復旧費

事

業

内

容

成

果

農業用施設災害復旧事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

19,920,77000019,920,77020,422,000

工事契約　　　　　  16件
　頭首工　　　　　　２件
　取水工　　　　　　８件
　農道　　　　　　　６件

　農業用施設の災害復旧を実施する。

計

画

値

実

績

値

　異常気象等により被災した農業用施設の災害復旧工事を実施し、機能の回
復を図り安定した農業経営に寄与した。

工事契約　　　　　　16件
　頭首工　　　　　　２件
　取水工　　　　　　８件
　農道　　　　　　　６件
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単位：円

款11 項02 目01

事 業 名

災害復旧費 公共土木施設災害復旧費 道路橋梁災害復旧費

事

業

内

容

成

果

道路橋梁災害復旧事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

20,269,71000020,269,71020,300,000

工事契約　　　　　　25件
　市道　　　　　　　20件
　河川　　　　　　　５件
　

　異常気象により被災した公共施設の災害復旧工事を実施する。

計

画

値

実

績

値

　公共土木施設の復旧工事を行い、従前の機能を回復した。 工事契約　　　　　　25件
　市道　　　　　　　20件
　河川　　　　　　　５件

単位：円

款11 項01 目02

事 業 名

災害復旧費 農林水産施設災害復旧費 林業用施設災害復旧費

事

業

内

容

成

果

林業用施設災害復旧事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

9,426,2400009,426,2409,727,000

工事契約　　　　　　12件　林道施設の災害復旧を実施する。

計

画

値

実

績

値

　林道の路面流失、路肩決壊、切土法面崩落、落石、排水施設土砂堆積等に
より通行に支障が生じた路線について、復旧工事を実施し通行可能とした。

工事契約　　　　　  12件

172災害復旧費 --



単位：円

款11 項02 目01

事 業 名

災害復旧費 公共土木施設災害復旧費 道路橋梁災害復旧費

事

業

内

容

成

果

道路橋梁災害復旧事業費（事故繰越）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,864,4000005,864,4005,943,000

委託契約　　　　　　１件　平成28年度台風10号により被災した公共土木施設の災害復旧工事を、平成
28年度から繰り越して実施する。

計

画

値

実

績

値

　山口川河川災害復旧工事における設計積算監督業務を土木専門機関に委託
して実施し、従前の機能を回復した。

委託契約　　　　　　１件

単位：円

款11 項02 目01

事 業 名

災害復旧費 公共土木施設災害復旧費 道路橋梁災害復旧費

事

業

内

容

成

果

道路橋梁災害復旧事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

15,163,080032,000,000119,967,000167,130,080200,000,000

工事契約　　　　　　１件　平成28年８月発生台風10号により被災した公共土木施設施設の災害復旧工
事を実施する。

計

画

値

実

績

値

　山口川河川災害復旧工事を繰り越して実施し、従前の機能を回復した。 工事契約　　　　　　１件

173災害復旧費 --



174災害復旧費 --



単位：円

款12 項01 目01

事 業 名

公債費 公債費 元金

事

業

内

容

成

果

市債元金償還金

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,102,426,209267,961,000002,370,387,2092,370,688,000

実質公債費比率　　12.7％

年度末市債残高
　　　　19,561,250,000円

　市債元金の定期償還を行う。

計

画

値

実

績

値

　市債元金について計画的に償還を行った。
　実質公債費比率が12.6％、市債残高が18,926,336,783円と、いずれも第三
次健全財政５カ年計画（平成27年11月策定）の計画値の範囲内であり、健全
な財政運営が保たれている。
　

実質公債費比率　　12.6％

年度末市債残高
　　　　18,926,336,783円

175公債費 --


